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女川原子力発電所２号炉
基準地震動の策定について

（令和元年９月２７日審査会合資料 一部修正）

令和元年１１月６日
東北電力株式会社
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審査会合におけるコメント

No. 第750回審査会合におけるコメント（令和元年７月２６日）

S１８８
説明上の重要性及び申請書への記載を踏まえて，資料の構成を整理すること。
• 検討用地震の断層パラメータの設定根拠は，本資料に記載すること。

S１９３
敷地周辺の地質・地質構造の半径30km以遠の活断層評価の概要に示されている活断層分布図等，双葉断層や福島盆
地西縁断層帯のように重要な断層の表示が途中で途切れているものについては，図を修正すること。

S１９４ 海洋プレート内地震のうち４.７型地震の震源モデルの設定において，地殻変動等の知見について本資料に記載すること。

S１９５
北上低地西縁断層帯，双葉断層及び北上低地帯～宮城県北部の断層群による地震の武村式による地震規模の算定パ
ラメータを示すこと。

S１９６ 内陸地殻内地震の検討用地震の対象の整理において，代表となる地震の選択過程と考え方について説明を充実すること。

S１９７ 「基準地震動の策定について」で，申請時Ssからの変更について整理し説明すること。
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基準地震動の策定の全体概要 【基準地震動の策定の全体フロー】

２． 敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

• 地質調査，観測記録による敷地地盤の振動特性の検討
• 地下構造モデルの設定

３． 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

①検討用地震の選定，断層モデルの設定

プレート間地震 海洋プレート内地震 内陸地殻内地震

４． 震源を特定せず策定する地震動

・Mw6.5以上の地震
地域性を考慮して地震観測記録の収集
要否を検討

・Mw6.5未満の地震
基盤地震動が評価可能な地震を考慮

②地震動評価

応答スペクトル手法による地震動評価 断層モデル手法による地震動評価

５． 基準地震動の策定

基準地震動Ss-D1，Ss-D2，Ss-D3
応答スペクトル手法による基準地震動

基準地震動Ss-N1
震源を特定せず策定する地震動

基準地震動Ss-F1，Ss-F2，Ss-F3
断層モデル手法による基準地震動

６． 基準地震動の年超過確率の参照

特定震源モデル及び領域震源モデルに基づき地震ハザード評価を実施

１． 敷地周辺の地震発生状況

• 敷地周辺で発生した地震の震央分布
及び震源深さ分布

検討対象地震（16地震）

はぎとり解析用
統計的グリーン関数法用
理論的手法用
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基準地震動の策定の全体概要 【地震動評価の概要（１／２）】

【敷地ごとに震源を特定して策定する地震動】 【震源を特定せず策定する地震動】

プレート間地震
・2011年東北地方太平洋沖型地震

（3.11型地震，M9.0）

海洋プレート内地震
・2011年4月7日宮城県沖型地震

（4.7型地震，M7.5）

内陸地殻内地震
・F-6断層～F-9断層による地震（M7.1）
・仙台湾の断層群による地震（M7.6）

検討用地震の選定

断層モデルの設定

プレート間地震
○地震規模

・M9.0
（宮城県沖を含む連動を考慮）

○断層モデル設定
・三陸沖中部から茨城県沖に
設定

・応力降下量（短周期レベル）
は宮城県沖の地域性を考慮
し設定

○不確かさの考慮
・応力降下量（短周期レベル）
・SMGAの位置と応力降下量

（短周期レベル）の重畳
※敷地に最も影響の大きい位置に

SMGAを考慮したうえで応力降下
量（短周期レベル）の不確かさも
合わせて考慮

海洋プレート内地震
○地震規模

・M7.5
（東北地方の最大を上回る規模
を考慮）

○断層モデルの設定
・SMGAマントル内※1の地震につ
いては，4.7地震の知見等に基
づき設定

○不確かさの考慮
・SMGAの集約
地震調査研究推進本部（2017ａ）
を参考に設定

・SMGAの位置の不確かさ
SMGAマントル内※1の断層モデ
ルの上端に配置，SMGA地殻内
※2の地震を考慮

※1：短周期レベルは，上面の地震で既往
最大の4.7地震相当に設定

※2：短周期ﾚﾍﾞﾙは，海洋地殻の特徴を踏
まえ保守的に設定

内陸地殻内地震
F-6断層～F-9断層による地震
○地震規模

・M7.1（松田(1975）による）
※応答スペクトル手法では武村（1990）によるMを採用

○断層モデルの設定
・地震調査研究推進本部（2017a）に

基づき設定
※ｱｽﾍﾟﾘﾃｨは敷地に寄せて設定

○不確かさの考慮
・短周期レベル
・断層傾斜角（60°⇒45°）
・ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの集約（2個⇒1個に集約し

敷地に寄せて設定）

仙台湾の断層群による地震
○地震規模

・M7.6（松田(1975）による）
○断層モデルの設定

・地震調査研究推進本部（2017a）に
基づき設定

○不確かさの考慮
・短周期レベル

Mw6.5以上の地震について

審査ガイドの例示２地震

・地質・地質構造の違い等により
地域性が異なることから地震観
測記録の収集対象外

Mw6.5未満の地震について

審査ガイドの例示14地震
・2004年北海道留萌支庁南部地
震におけるK-NET港町の観測
記録に基づく基盤地震動の検
討結果を踏まえ，震源を特定せ
ず策定する地震動に設定

※地震観測記録のはぎとり結果に保
守性を考慮した基盤地震動を設定

■検討用地震の概要

第750回審査会合(R1.7.26)
資料1-4-1 p3 修正
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基準地震動の策定の全体概要 【地震動評価の概要（２／２）】

2004年北海道留萌支庁
南部地震（K-NET港町）

○基準地震動の策定
基準地震動Ss-D1 プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動
基準地震動Ss-D2 海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動
基準地震動Ss-D3 海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動
基準地震動Ss-F1 プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動［応力降下量（短周期レベル）の不確かさ］
基準地震動Ss-F2 プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動［SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳］
基準地震動Ss-F3 海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断層モデル手法による基準地震動（SMGAマントル内集約）
基準地震動Ss-N1 2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動

⑦基準地震動Ss-N1
・震源を特定せず策定する地
震動が，敷地ごとに震源を特
定して策定する地震動に基
づく基準地震動を一部周期
帯で上回ることから，基準地
震動として設定。

地震動評価

【敷地ごとに震源を特定して策定する地震動】 【震源を特定せず策定する地震動】

海洋プレート内地震

SMGAマントル内 SMGA地殻内

○応答スペクトル手法
・Noda et al.(2002)による評価
（サイト補正係数考慮）

○断層モデル手法
・4.7地震のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを踏ま
えたSGFにより評価

○応答スペクトル手法
・同左

○断層モデル手法
・経験的グリーン関数法
（EGF）

プレート間地震

○応答スペクトル手法
・3.11地震の観測記録を包絡する応答スペ
クトルを採用

○断層モデル手法
・3.11地震のシミュレーションを踏まえた統
計的グリーン関数法(SGF)により評価

内陸地殻内地震

○応答スペクトル手法
・Noda et al.(2002)による評価

○断層モデル手法
・ハイブリッド合成法により評価
（F-6断層～F-9断層による地震）

・EGFにより評価
（仙台湾の断層群による地震）

応答スペクトル手法による基準地震動 断層モデル手法による基準地震動

・検討用地震ごとに評価した応答スペクトルを下回らないよう
に，３つの設計用応答スペクトルを設定。
①Ss‐D1（プレート間地震）
②Ss‐D2（海洋プレート内地震（SMGAマントル内））
③Ss‐D3（海洋プレート内地震（SMGA地殻内））
なお，内陸地殻内地震の応答スペクトルは①～③のスペク
トルを下回ることを確認。

・応答スペクトル手法による基準地震動を上回る周期帯を有
する断層モデル手法による地震動評価結果を基準地震動と
して設定。

④Ss-F1（プレート間地震），⑤Ss－Ｆ２（プレート間地震）
・海洋プレート内地震の断層モデルの特徴や，そこから算定
される地震動の特徴を踏まえ，海洋プレート内地震（SMGA
マントル内）を基準地震動として設定。

⑥Ss－F3（海洋プレート内地震（SMGAマントル内））

■基準地震動の策定フロー
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基準地震動の策定の全体概要 【基準地震動の策定結果】
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基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-F1 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（応力降下量（短周期レベル）の不確かさ）］

基準地震動Ss-F2 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳）］

基準地震動Ss-F3 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断層モデル手法による基準地震動（SMGAマントル内集約）］

基準地震動Ss-N1 ［2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動］

第496回審査会合(H29.8.10)

資料2 p36 再掲
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申請時（H25.12.27）からの主な変更内容（１／２）

 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

①プレート間地震：東北地方太平洋沖型地震（３．１１型地震）※

検討ケース 申請時(H25.12) 審査反映

応答スペクトル手法

2011年東北地方太平洋沖地震の敷地における岩盤上
部の観測記録（はぎとり波）を採用。

※2011年東北地方太平洋沖地震については強震動シ
ミュレーション解析が実施されており，その特徴から，
2011年東北地方太平洋沖地震が敷地に対して最も
影響の大きい地震であると評価。

2011年東北地方太平洋沖地震の敷地における岩盤上部の観測記録（はぎと
り波）を包絡した応答スペクトル。

断層モデル
手法

基本震源モデル
東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）
※諸井ほか（2013）に基づき設定。応力降下量（短周期レベル）は宮城県沖

の地域性を考慮し設定。

応力降下量（短周期レベル）の不確かさ 不確かさケースとして考慮

SMGA位置の不確かさ 不確かさケースとして考慮

SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不
確かさの重畳

不確かさケースとして考慮

②海洋プレート内地震：2011年4月7日宮城県沖の地震（４．７型地震）※

検討ケース 申請時(H25.12) 審査反映

断層モデル
手法

基本震源モデル
2011年4月7日宮城県沖の地震の余震
発生状況や震源域の速度構造を踏まえ，
地震規模をM7.5として評価。

2011年4月7日宮城県沖の地震の余震発生状況や震源
域の速度構造を踏まえ，地震規模をM7.5として評価。

地震規模 基本震源モデルで考慮 基本震源モデルで考慮

断層の位置 － 不確かさケースとして考慮

応力降下量（短周期レベル）の不確かさ 基本震源モデルで考慮 基本震源モデルで考慮

SMGA位置の不確かさ 基本震源モデルで考慮 不確かさケースとして考慮

③内陸地殻内地震

検討用地震 検討ケース 申請時(H25.12) 審査反映

F-6断層～F-9断層
による地震

断層モデル
手法

基本震源モデル
地質調査結果から断層長さ22km，M7.1［松田
（1975）による］

追加の地質調査結果から断層長さ23.7km，M7.1［松田（1975）によ
る］，M7.2［武村（1990）による］

短周期レベルの不確かさ 不確かさケースとして考慮 不確かさケースとして考慮

断層傾斜角の不確かさ － 不確かさケースとして考慮

アスペリティ位置の不確かさ － 不確かさケースとして考慮

仙台湾の断層群
による地震

基本震源モデル F-12断層～F-14断層及びF-15断層・F-16断層と
して個別に評価しており，検討対象外

F-15断層・F-16断層，F-12断層～F-14断層及び仙台湾北部の南傾
斜の仮想震源断層を一連の断層として考慮。地質調査結果から
43.1km，M7.6［松田（1975）による］

短周期レベルの不確かさ 不確かさケースとして考慮

※本資料において，東北地方太平洋沖（型）地震を3.11（型）地震，
2011年4月7日宮城県沖（型）の地震を4.7（型）地震と表記する
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 敷地ごとに震源を特定せず策定する地震動

申請時(H25.12) 審査反映

加藤ほか(2004)による「震源を事前に特定できない地震による水平動の上限レベルの応答
スペクトル」に，敷地における地盤特性を考慮して設定。

※評価結果は基準地震動により代表させた。

震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震の震源近傍の観測記録のうち，
「2004年北海道留萌支庁南部地震」について，観測記録の基盤地震動を選定し，保守性を考慮。

申請時（H25.12.27）からの主な変更内容（２／２）

 基準地震動Ssの策定

申請時(H25.12) 審査反映

【敷地ごとに震源を特定して策定する地震動】 【敷地ごとに震源を特定して策定する地震動】

①3.11型地震の評価結果を踏まえ，最大加速度640Galの基準地震動Ss-1を設定。 ①3.11型地震の応答スペクトル手法による評価結果を踏まえ，申請時の基準地震動Ss-1から応答
スペクトル形状及び継続時間を見直し，最大加速度640Galの基準地震動Ss-D1を設定。

②4.7型地震及びF-6断層～F-9断層による地震の評価結果を踏まえ，最大加速度1,000Gal

の基準地震動Ss-2を設定。

②海洋プレート内地震(SMGAマントル内)の応答スペクトル手法による評価結果を踏まえ，申請時の
基準地震動Ss-2から応答スペクトルの形状を見直し，最大加速度1,000Galの基準地震動Ss-D2
を設定。

―

③海洋プレート内地震(SMGA地殻内)の応答スペクトル手法による評価結果を踏まえ，最大加速度
800Galの基準地震動Ss-D3を設定。

④プレート間地震(短周期レベルの不確かさ) の断層モデル手法による評価結果を踏まえ，最大加
速度717Galの基準地震動Ss-F1を設定。

⑤プレート間地震(SMGA位置と短周期レベルの不確かさ)の断層モデル手法による地震動評価結果
を踏まえ，最大加速度722Galの基準地震動Ss-F2を設定。

⑥海洋プレート内地震（SMGAマントル内集約）の断層モデル手法による地震動評価結果を踏まえ，
最大加速度835Galの基準地震動Ss-F3を設定。

※内陸地殻内地震の地震動評価は①Ss-D1，②Ss-D2，③Ss-D3を下回る。

【震源を特定せず策定する地震動】 【震源を特定せず策定する地震動】

※加藤ほか（2004）に基づく地震動は①Ss-1及び②Ss-2を下回る。 ⑦2004年北海道留萌支庁南部地震(K-NET港町)の検討結果に保守性を考慮し，最大加速度
620Galの基準地震動Ss-N1を設定。

 基準地震動の年超過確率の参照

申請時(H25.12) 審査反映

・特定震源モデル及び領域震源モデルに基づき地震ハザード評価を実施。 ・特定震源モデル及び領域震源モデルのロジックツリーを一部見直し，地震ハザード評価を実施。

・活断層の諸元を見直し。

・2011年東北地方太平洋沖型地震について断層モデル手法を用いた評価を実施。

第750回審査会合(R1.7.26)
資料1-4-1 p8 修正

コメントＳ197

※基準地震動Ssの最大加速度は水平方向を示す。
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■敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

No. 第347回審査会合（H28.4.8）からの変更内容 該当箇所

1
「活断層詳細デジタルマップ［新編］」（今泉ほか（2018））に基づき，内陸地殻内地
震における活断層の諸元を一部変更した。

本資料 「３．３ 内陸地殻内地震」

これまでの審査会合からの変更内容

No. 確認内容 該当箇所

1
「千島海溝沿いの地震活動の長期評価（第三版）」（地震調査研究推進本部
（2017b））をふまえ，これまでの評価への影響の有無について整理した。

補足説明資料 「５．参考」

2
「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」（地震調査研究推進本部（2019））をふま
え，これまでの評価への影響の有無について整理した。

補足説明資料 「５．参考」

■地震調査研究推進本部による知見の整理

■基準地震動の年超過確率の参照

No. 第558回審査会合（H30.3.23）からの変更内容 該当箇所

1
「活断層詳細デジタルマップ［新編］」（今泉ほか（2018））に基づき，地震ハザード
評価における活断層の諸元を一部変更した。

本資料 「６．基準地震動の年超過確率の参照」
補足説明資料 「５．参考」
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１． 敷地周辺の地震発生状況
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2011年3月～2017年4月2008年～2011年2月

１．敷地周辺の地震発生状況

１．１ M5.0以下の地震の震央分布（震源深さ30km以浅）

敷地周辺におけるM5.0以下の地震の震央分布
（震源深さ0km～30km）

地震諸元は気象庁カタログによる

 太平洋側海域のプレート境界付近，陸域の内陸地殻内の2003年宮城県中部の地震及び平成20年（2008年）岩手・宮城内陸地震の震源域付
近に地震の集中がみられる。

 2011年東北地方太平洋沖地震以降では，同地震の余震とされている2011年４月11日福島県浜通りの地震の震源域付近及び金華山付近に
も地震の集中がみられる。
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１．敷地周辺の地震発生状況

１．２ M5.0以下の地震の震源深さ分布
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2011年3月～2017年4月2008年～2011年2月

敷地周辺におけるM5.0以下の地震の震源深さ分布
地震諸元は気象庁カタログによる

 太平洋プレートの沈み込みに沿って地震が発生し二重深発地震面を形成している。また，上面の地震活動が優勢である。
 2011年東北地方太平洋沖地震以降では，沖合の地震が増えている。
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2011年3月～2017年4月1923年～2011年2月
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１．敷地周辺の地震発生状況

１．３ M5.0以上の地震の震央分布及び震源深さ分布

敷地周辺におけるM5.0以上の地震の震央分布
地震諸元は気象庁カタログによる
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 太平洋側海域で発生頻度が高く，2011年東北地方太平洋沖地震や，その余震が数多く発生している。
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２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定
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• 地震調査研究推進本部等の最新知見を参考に設定。
• 理論的手法によるシミュレーション解析と観測記録の整合を確
認。

• 敷地におけるアレイ観測の記録について，地盤の増幅特性，
異方性，空間変動，及びそれらのばらつきを分析。

• 敷地の地下構造について三次元的な不整形性の影響を検討。

• 敷地及び敷地周辺の地質図，地表から地震基盤相当までのボーリング調査等から地質・地質構造の特徴を整理。

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討

２．４ 地下構造モデルの設定

２．統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

３．理論的手法に用いる深部地下構造モデルの設定

１．はぎとり解析用地下構造モデルの設定

• 地質柱状図及びPS検層結果に基づいて初期モデルを設定。
• 地震観測記録を用いてモデルを最適化。

• 強震動シミュレーション解析と観測記録の整合を確認。

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造

• 敷地周辺では多数の中小地震が発生して
おり，プレート間地震，海洋プレート内地
震，内陸地殻内地震の観測記録が数多く
得られている。

• 敷地への影響が大きい地震は，宮城県沖
で発生するプレート間地震及び海洋プ
レート内地震。

• 両タイプの地震とも，敷地における強震記
録が得られている。

女川原子力発電所の特徴

• 敷地の地下構造はほぼ水平かつ成層で，
三次元的な不整形性の影響が小さいこと
を確認。

• 地震動評価に用いる敷地の地下構造は，
一次元のモデルで適切に評価できること
を確認。

検討結果

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定の概要

分析

最適化

検証

２．２ 解放基盤表面の要求事項と設定

・解放基盤表面の位置は，原子炉建屋が設置
する岩盤とする。

第778回審査会合(R1.9.27)

資料1-4-1 p16 修正



17第198回審査会合(H27.2.20)

資料1 p25 修正

鳴浜向斜←NW SE→

敷地の地質断面図(C-C’断面(東西反転))

敷地周辺陸域の地質断面図(D-D’)

小屋取背斜

・産業技術総合研究所(2013)のデータを使用
・ブーゲー密度は2.67g/cm3と仮定
・ブーゲー異常値のコンター間隔は2mGal

重力異常と地質構造

敷地周辺陸域の地質平面図
 敷地周辺の地質・地質構造の特徴

○敷地は，硬質な中・古生界の砂岩及び頁岩を主とする堆積岩類等が
広く分布する北上山地南端部に位置する。

○中・古生界の堆積岩類は，褶曲構造による繰り返しを伴いながら概ね
北西から南東にむかって年代が新しくなるように広く分布する。

○敷地は，北上山地南端部のうち，南部の牡鹿半島付近の中生界ジュ
ラ系分布域に位置し，敷地周辺と同様に褶曲構造で特徴づけられ，大
局的には1組の背斜・向斜(小屋取背斜と鳴浜向斜)が認められる。

○敷地周辺には，中・古生界に対応する高重力領域が広がっており，敷
地は，この広範な高重力異常分布域のほぼ中央付近に位置する。

（次頁範囲）

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造 敷地周辺の特徴
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2号炉

敷地の地質層序表

↑

SF-2断層(①,②)

SF-2断層
↓

敷地の地質断面図

SF-2断層
↓

SF-2断層
↓

SF-2断層(①,②)

2号炉原子炉建屋設置位置(投影)

←SE NW→

←SE NW→

←SE NW→

1号炉原子炉建屋設置位置(投影)

3号炉原子炉建屋設置位置(投影)

敷地の地質平面図

 敷地の地質構造
○敷地の地質構造は，顕著な複褶曲構造で特徴づけられる。

・一組の褶曲（小屋取背斜と鳴浜向斜）と複褶曲構造。

○断層は，「NNE-SSW~NE-SW方向に延びる褶曲構造の褶曲

軸に同方向・斜交する方向・ほぼ直交する方向の断層」とに
よって特徴づけられる。

・敷地内の地質構造を規制する規模の大きな断層：

SF-1断層，SF-2断層，OF-1断層，TF-1断層

 敷地の地質概要
○主として，中生界ジュラ系 牡鹿層群 月の浦累層及び荻の浜累層の

砂岩，頁岩，砂岩頁岩互層が広く分布している。

○部分的に，白亜系のひん岩が貫入している。

○２号炉付近では，主に，荻の浜累層狐崎砂岩頁岩部層の砂岩，頁
岩及び砂岩頁岩互層が分布している。

○SF-2断層よりも北西側には，荻の浜累層牧の浜砂岩部層の砂岩，
頁岩及び砂岩頁岩互層が分布している。

小屋取背斜

鳴浜向斜

（次頁範囲）

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p27~28 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造 敷地内の特徴
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• 走向断層 ： SF-2①断層，SF-2②断層

• 斜交断層 ： OF-2断層~OF-4断層

• 横断断層 ： TF-1~TF-4断層

 2号炉付近の地質構造の概要
○敷地の地質構造と同様，褶曲構造と断

層とで特徴づけられる。

• NNE-SSW方向の褶曲軸

• 原子炉建屋位置は，SF-2断層沿い

の背斜構造の西翼部に位置し，地層
は南東~南南東に30~50°傾斜して
いる。

○主要な断層(顕著な変位量を有し，比較的破砕幅
があり，連続性の認められるもの)：9本

地質鉛直断面図(Y－Y')※1

2号炉原子炉建屋設置位置周辺の地質水平断面図(O.P.約-14m)

※1：主に砂岩と頁岩との境界には層理面と平行なシームが認められる。

⇒ 褶曲構造が形成される過程で生じた「フレキシュラル・スリップ」によるもの
と考えられる。

２号炉原子炉建屋設置位置

地質鉛直断面図(X－X')*1 2号炉付近の地質概要
○主に，荻の浜累層狐崎砂岩頁岩部層の

砂岩，頁岩及び砂岩頁岩互層で構成さ
れている。

○一部に，これらの堆積岩に白亜紀に貫
入したひん岩が確認される(地層の走向
とほぼ平行に分布)。

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p29~30 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造 ２号炉付近の特徴

2号炉原子炉建屋設置位置

2
号

炉
原

子
炉

建
屋

設
置

位
置
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岩盤分類図(O.P.約-14m)

岩盤分類図(X－X’)

岩盤分類図(Y－Y’)

 岩盤分類の結果，基礎地盤は工学的には概ね成層構造をなしている。

 原子炉建屋基礎地盤の大部分は CM 級以上から構成されている。

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p34~36 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造 ２号炉原子炉建屋基礎地盤の工学的特性［岩盤分類］
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 原子炉建屋基礎地盤の速度層構造については，概ね水平な成層構造をなす5層に区分される。

 速度層境界については，局所的なゆらぎはあるものの各ボーリング孔の全体的な傾向をみて区分し，
各孔の深度をなめらかに結んでいる。

速度層区分図(X－X’)
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第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p38 再掲

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造 ２号炉原子炉建屋基礎地盤の工学的特性［速度構造］
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 原子炉建屋基礎地盤の速度層構造については，概ね水平な成層構造をなす5層に区分される。

 速度層境界については，局所的なゆらぎはあるものの各ボーリング孔の全体的な傾向をみて区分し，
各孔の深度をなめらかに結んでいる。

Y’
(E)

Y
(W)

速度層区分図(Y－Y’)
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第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p39 再掲

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造 ２号炉原子炉建屋基礎地盤の工学的特性［速度構造］
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 敷地及び敷地周辺の地質・地質構造

【敷地周辺の広域の地質・地質構造】

• 敷地の位置する北上山地南端部には，硬質な中・古生界の砂岩及び頁岩を主とする堆積岩類等が広く分布する。

• 中・古生界の堆積岩類は，褶曲構造による繰り返しを伴いながら概ね北西から南東にむかって年代が新しくなるように広く分布する。

• 敷地周辺には，中・古生界に対応する高重力領域が広がっており，敷地は，この広範な高重力異常分布域のほぼ中央付近に位置
する。

• 敷地は，敷地周辺と同様に褶曲構造で特徴づけられ，大局的には1組の背斜・向斜(小屋取背斜と鳴浜向斜)が認められる。

【敷地の地質・地質構造】

• 敷地には，主として中生界ジュラ系の砂岩，頁岩等が広く分布している。

• 敷地のジュラ系の地質構造は，褶曲構造が発達している。

 ２号炉原子炉建屋基礎地盤の工学的特性

 まとめ

以上のことから，

敷地には中生界ジュラ系の硬質な砂岩，頁岩等が認められ，顕著な褶曲構造が認められるものの，

基礎地盤の工学的特性から，工学的には概ね水平な成層構造をなすものと判断。

• 2号炉原子炉建屋基礎地盤 ： 主に荻の浜累層狐崎砂岩頁岩部層の硬質な砂岩及び頁岩が分布。

• 岩盤分類 ： 基礎地盤の大部分は， CM 級以上の岩盤から構成され，工学的には概ね成層構造をなしているとみなせる。

• PS検層 ： 速度層構造は概ね水平な成層構造をなすことを確認。

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．１ 敷地周辺の地質・地質構造 まとめ

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p43 修正
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基準地震動を策定するために，基盤面上の表層及び構造物が無いものとして仮想的に設定する自由表面であって，
著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される基盤の表面をいう。ここでいう上記の「基盤」とは，
おおむねせん断波速度VS=700m/s以上の硬質岩盤であって，著しい風化を受けていないものとする。

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」
(原子力規制委員会，平成26年7月9日改正)

敷地地盤の特徴

・中生界ジュラ系の砂岩，頁岩等が広く分布。
・敷地地盤の速度構造は概ね水平成層で著しい高低差
がなく，相当な拡がりを有して分布。

・ CM 級以上の岩盤で著しい風化も見られない。
・VS=1.5km/s以上の硬質岩盤。
・原子炉建屋はこの岩盤上に設置。

敷地地盤の振動特性（2.3で説明）

・岩盤内における著しい増幅特性は見られない。
・地震波の到来方向による影響，場所の違いによる増幅
特性の違いは小さい。

・解放基盤表面の位置は，原子炉建
屋設置レベルであるO.P.-14.1mに
設定する。

・解放基盤表面の地震動特性は，自
由地盤の岩盤上部の地震観測点
（O.P.-8.6m）で代表する。

解放基盤表面の設定

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p50 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．２ 解放基盤表面の要求事項と設定
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速度層区分図(X－X’)と2号炉原子炉建屋の設置レベル

 解放基盤表面の位置は，原子炉建屋が設置する岩盤とする。

 2号炉原子炉建屋の設置レベルは，O.P.-14.1mである。

X’
(N)

X
(S) 2号炉原子炉建屋の設置レベル

▽O.P.-14.1m

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．２ 解放基盤表面の要求事項と設定 ２号炉原子炉建屋設置レベル（１）

第778回審査会合(R1.9.27)

資料1-4-1 p25 修正
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Y’
(E)

Y
(W)

2号炉原子炉建屋の設置レベル
▽O.P.-14.1m

 解放基盤表面の位置は，原子炉建屋が設置する岩盤とする。

 2号炉原子炉建屋の設置レベルは，O.P.-14.1mである。

速度層区分図(Y－Y’)と2号炉原子炉建屋の設置レベル

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．２ 解放基盤表面の要求事項と設定 ２号炉原子炉建屋設置レベル（２）

第778回審査会合(R1.9.27)

資料1-4-1 p26 修正
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敷地では，自由地盤観測点のほか原子炉建屋直下の地中においても地震観測を実施している。
以下，水平２成分は，施設の配置を考慮しプラントノースを基準とする。

敷地における地震観測点

B地点:自由地盤

B1:O.P. -8.6m

B4:O.P. -128.4m

▽G.L.(O.P.18.7m)

岩盤上部

（解放基盤表面）の

地震観測点

地震基盤※の

地震観測点

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 敷地における地震観測

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p46 修正

B地点:自由地盤

A地点:1号炉原子炉建屋

C地点:2号炉原子炉建屋

D地点:3号炉原子炉建屋

※ 統計的グリーン関数法の地震基盤波を入力す
る位置
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敷地で得られた豊富な中小地震※1の観測記録を用いる。

※1 強震記録については別途検討する。（補足説明資料p10～12）

※2 自由地盤観測点(B1：O.P.-8.6m)の記録数を記載した。なお，観測期間等の違いから観測点により地震数は異なり，また，
欠測等により同一の観測点でも水平・鉛直成分で地震数が異なる場合がある。

※3 2号炉原子炉建屋地中(C1：O.P.-15.0m)の鉛直成分は，長周期成分の感度低下を確認したことから，その点に留意して検
討に使用した。

観測記録の品質の確認。
気象庁カタログにより震源情報を精査

ノイズ混入と見られる記録は除外※3

長周期成分の信頼限界以下の周期帯は
応答スペクトル比の検討に用いない

震央距離200km以内の地震を抽出。

地震規模による抽出。
地震数の多い太平洋側はM4以上

地震数の少ない内陸側はM3以上

敷地における地震観測記録
1980年~2013年まで：2,364地震※2

震央距離200km以内の地震：2,240地震※2

太平洋側：2,016地震※2 内陸側：224地震※2

太平洋側
M4以上：1,269地震※2

内陸側
M3以上：223地震※2

検討に用いる基本データ：1,492地震※2

到来方向による影響の検討データ : 1,186地震※2

太平洋側：1,010地震※2 内陸側：176地震※2

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p58 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 検討の概要（１）
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A1:O.P. -8.6m

▽G.L.
(O.P. 18.7m)

B4:O.P. -128.4m
地震基盤※の
地震観測点

B1:O.P. -8.6m
岩盤上部

（解放基盤表面）の
地震観測点

②
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A地点:1号炉原子炉建屋B地点:自由地盤 D地点:3号炉原子炉建屋C地点:2号炉原子炉建屋

▽G.L.
(O.P. 14.8m)

D1:O.P. -15.0mC1:O.P. -15.0m

D4:O.P. -128.4mC4:O.P. -128.4m

検討に用いた地震観測点の組み合わせ

③自由地盤観測点(B4:O.P.-128.4m) 基準の応答スペクトル比

④自由地盤観測点(B1:O.P.-8.6m) 基準の応答スペクトル比

 各観測点の鉛直アレイ及び自由地盤観測点を基準とした深部及び浅部の水平アレイについて，応答スペクトル比

の検討を実施した。

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 検討の概要（２）

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p61 修正

※ 統計的グリーン関
数法の地震基盤
波を入力する位置
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応答スペクトル比による検討の方位区分

①真北方向を0ºとし，敷地を中心に時計

回りに方位を区分。

② 方位区分ごとに各アレイ観測記録の

応答スペクトル比の平均を算出。※

③ 各方位区分の応答スペクトル比の平

均と，さらにその平均を比較。

※各方位区分内の地震数が2以下の場合は

検討から除外する。

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p63 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 地震観測記録の方位区分
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 自由地盤観測点，2，3号炉原子炉建屋とも地震数の少ない方位区分はばらつきが見られるものの，いずれも特異な増幅は見られない。
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2号炉原子炉建屋地中 鉛直アレイ観測記録の応答スペクトル比(C1：O.P.-15.0m / C4：O.P.-128.4m)

3号炉原子炉建屋地中 鉛直アレイ観測記録の応答スペクトル比(D1：O.P.-15.0m / D4：O.P.-128.4m)
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長周期側は感度
低下のため参考値

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p89 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 検討結果 鉛直アレイ応答スペクトル比
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 自由地盤観測点，2，3号炉原子炉建屋とも地震数の少ない方位区分はばらつきが見られるものの，場所の違いによる振動特性の
違いは小さい。
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3号炉原子炉建屋 深部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比(D4：O.P.-128.4m / B4：O.P.-128.4m)
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第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p97 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 検討結果 深部水平アレイ応答スペクトル比
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 自由地盤観測点，1，2，3号炉原子炉建屋とも地震数の少ない方位区分はばらつきが見られるものの，場所の違いによる振動特性
の違いは小さい。
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1号炉原子炉建屋 浅部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比(A1：O.P.-8.6m / B1：O.P.-8.6m)

2号炉原子炉建屋 浅部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比(C1：O.P.-15.0m / B1：O.P.-8.6m)

3号炉原子炉建屋 浅部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比(D1：O.P.-15.0m / B1：O.P.-8.6m)
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凡例
：平均
：1σ
：各方位の平均

凡例
：平均
：1σ
：各方位の平均

凡例
：平均
：1σ
：各方位の平均

凡例
：平均
：1σ
：各方位の平均

凡例
：平均
：1σ
：各方位の平均

凡例
：平均
：1σ
：各方位の平均

水平成分 鉛直成分

水平成分 鉛直成分

水平成分 鉛直成分

長周期側は感度
低下のため参考値

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p108 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 検討結果 浅部水平アレイ応答スペクトル比
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 鉛直アレイの比較から，2，3号炉原子炉建屋では短周期側において建屋の影響が見られるものの，各地点で特異な増幅は見られ
ず，地点間の振動特性の違いは小さい。

 水平アレイの比較から，浅部では建屋の影響が見られるものの，場所の違いによる振動特性の違いは小さい。

━━ : 自由地盤(B1 / B4)

━━ : 2号炉(C1 / C4)

━━ : 3号炉(D1 / D4)

━━ : 1号炉(A1 / B1)

━━ : 2号炉(C1 / B1)

━━ : 3号炉(D1 / B1)

━━ : 2号炉(C4 / B4)

━━ : 3号炉(D4 / B4)

鉛直アレイ観測記録の応答スペクトル比

深部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比

浅部水平アレイ観測記録の応答スペクトル比

━━ : 2号炉(C4 / B4)

━━ : 3号炉(D4 / B4)

水平成分 鉛直成分

水平成分 鉛直成分

水平成分 鉛直成分

━━ : 自由地盤(B1 / B4)

━━ : 2号炉(C1 / C4)

━━ : 3号炉(D1 / D4)

━━ : 1号炉(A1 / B1)

━━ : 2号炉(C1 / B1)

━━ : 3号炉(D1 / B1)

2号炉原子炉建屋地中(━)の長周期側は
感度低下のため参考値

2号炉原子炉建屋地中(━)の長周期側は
感度低下のため参考値

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p109 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 検討結果 アレイ間の応答スペクトル比の比較
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 各方位区分内及び方位区分を行わない「全地震」の標準偏差を示す。

 図には，参考としてAbrahamson(1988)によるPGAの一般的なばらつき※を示す。

 方位区分を行わない「全地震」及び「各方位区分」のばらつきは，最大加速度振幅比に相当する周期0.02秒では
PGAによる一般的な地震動のばらつき※と比べて小さいかほぼ同程度である。

自由地盤観測点 鉛直アレイ観測記録の応答スペクトル比の標準偏差
(B1：O.P.-8.6m / B4：O.P.-128.4m)

※ Abrahamson(1988)による散乱等のサイト特性のばらつき
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━━ : 各方位区分内の1σ
━━ : 全地震の1σ

(方位区分なし)
: 一般的なPGAのばらつき

鉛直成分水平成分
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周期(秒)

標
準

偏
差
σ

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p112 再掲

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 検討結果 応答スペクトル比のばらつき（１）
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 各方位区分内の長周期のばらつきは，短周期よりも小さいことが期待されるが，前頁の比較では同程度となって
いる。その理由として，長周期の振幅が小さい地震も採用したことが考えられる。

 長周期の振幅が比較的大きいと考えられる地震(M5.5以上で信頼限界が周期5秒以上)を用いた検討を行った。

 長周期の振幅が比較的大きな記録を用いた場合，長周期側のばらつきは短周期と比べて小さくなる。
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━━ : 各方位区分内の1σ
━━ : 方位区分4内の1σ

(全124地震)
━━ : 方位区分4内の1σ

(長周期の振幅が
比較的大きい17地震)

: 一般的なPGAのばらつき

━━ : 各方位区分内の1σ
━━ : 方位区分21内の1σ

(全7地震)
━━ : 方位区分21内の1σ

(長周期の振幅が
比較的大きい3地震)

: 一般的なPGAのばらつき

長周期の振幅が比較的大きい観測記録による標準偏差
自由地盤観測点 鉛直アレイ(B1：O.P.-8.6m / B4：O.P.-128.4m)

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p113 再掲

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 検討結果 応答スペクトル比のばらつき（２）



37第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p116 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．３ 観測記録を用いた振動特性の検討 まとめ

 到来方向による各観測点の増幅特性(鉛直アレイ)及び観測点間の違い(水平アレイ)に
ついて，方位区分を細分化した応答スペクトル比による検討を実施した。

 その結果，顕著な卓越が見られる到来方向は確認されなかった。また，敷地地盤の振
動特性に特異な増幅は見られず，場所の違いによる振動特性の違いは小さいことを確
認した。

 地震観測記録の分析結果は，地質調査結果で得られた水平成層構造と矛盾しない結
果となった。
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自由地盤観測点の地質柱状図，敷地のPS検層結果

• 自由地盤観測点で観測された中小地震の観測記録を用いて最適化※。

• 2003年5月26日宮城県沖の地震(M7.1)，2011年東北地方太平洋沖地震(Mw9.0)の観測
記録を用いて表層地盤を設定。

初期モデルの設定

はぎとり解析用地下構造モデルの設定(最適化地下構造モデル)

・地質柱状図
・PS検層

統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

敷地における
地震観測記録

※ 遺伝的アルゴリズム(GA)を用いて各層の層厚及び減衰，表層の速度を最適化。

理論的手法に用いる深部地下構造モデルの設定最新の知見を参考

• 地震調査研究推進本部等の最新知見を参考に設定。

• 敷地周辺で発生した地震の理論的手法によるシミュレーションと観測記録との比較を行い，
設定したモデルの妥当性を確認。

• 2003年5月26日宮城県沖の地震及び2005年宮城県沖の地震の強震動シ
ミュレーション解析と観測記録の整合を踏まえ，減衰は3%とした。

• 2011年東北地方太平洋沖地震及び2011年4月7日宮城県沖の地震のシ
ミュレーション解析でも観測記録との整合を確認した。

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 設定のフロー

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p120 修正
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境界の深さ

層厚
(m)

密度
(t/m3)

VS
(m/s)

減衰定数h(f)=h0ｆ
-α

G.L.
(m)

O.P.
(m)

水平

h0 α

0 18.7

-1.7 17.0
1.7

2.10

204
(112)

0.10
(0.44)

0.00
(0.38)

-5.0 13.7
3.3

-21.6 -2.9
16.6 1001 0.51 0.19

-27.3 -8.6
5.7

2.55 1500 0.20 1.00

-34.5 -15.8
7.2

-61.5 -42.8
27.0 2.66 2000 1.00 0.87

-81.8 -63.1
20.3

2.68

2200

0.77 1.00
-147.1 -128.4

65.3
2600

― ― ∞

※ ( )は，3.11地震に用いる値を示す。41地震による同定結果を踏まえ，表層部を2011年東北地方
太平洋沖地震の観測記録を用いて同定。

▽地震基盤※

▽岩盤上部

(解放基盤表面の地震
観測点)

同定したはぎとり解析用地下構造モデル

【GAの計算条件】
 個体数 20
 遺伝子長 174
 世代数 100
 交差率 0.7500
 突然変異率 0.0100

【計算結果】
Misfit値 0.0196483

第128回審査会合(H26.8.1)
資料2-2 p86 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 はぎとり解析用地下構造モデルの設定

※ 統計的グリーン関数法の地震
基盤波を入力する位置
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 最適化地盤モデルの理論伝達関数と3.11地震の観測記録の伝達関数

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 はぎとり解析用地下構造モデルの整合性の確認（１）

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p122 再掲
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 3.11地震の観測記録の伝達関数と4.7地震の観測記録の伝達関数

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 はぎとり解析用地下構造モデルの整合性の確認（２）

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p123 再掲
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 ボーリング柱状図及び敷地のPS検層結果から自由地盤地震観測点の地下構造の初
期モデルを設定。

 初期モデルを基に，自由地盤地震観測点の地震観測記録に遺伝的アルゴリズムを適
用し，自由地盤地震観測点のはぎとり解析用地下構造モデルの同定（層厚，速度，減
衰）を実施。

 また，2003年5月26日宮城県沖の地震，2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録を
用いて，表層地盤の速度と減衰を設定。

 2011年東北地方太平洋沖地震及び2011年4月7日宮城県沖の地震の観測記録と，設
定した地下構造モデルの伝達関数が整合していることを確認。

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 はぎとり解析用地下構造モデルのまとめ

第778回審査会合(R1.9.27)
資料1 -4-1 p42 修正
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 女川原子力発電所では，敷地に影響の大きいプレート間地震，海洋プレート内地震の強震記録が得られている。

①2003年5月26日宮城県沖の地震（海洋プレート内地震，M7.1）

②2005年8月16日宮城県沖の地震（プレート間地震，M7.2）

③2011年3月11日東北地方太平洋沖地震（3.11地震）（プレート間地震，M9.0）

④2011年4月7日宮城県沖の地震（4.7地震）（海洋プレート内地震，M7.2）

 これらの地震について，共通の自由地盤地下構造モデルを用いた統計的グリーン関数法による強震動シミュレー

ション解析を実施し，観測記録との整合を確認する。

 統計的グリーン関数法に用いる自由地盤地下構造モデルは，はぎとり解析に用いる地下構造モデルと同じ速度

構造を用い，減衰は強震動シミュレーション解析結果を踏まえ3%に設定した（全ての強震動シミュレーションに共

通）。以下，各地震の強震動シミュレーション解析の概要を示す。

地下構造モデルの減衰定数
（はぎとり解析用地下構造モデルと統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの比較）

【凡 例】
自由地盤のはぎとり解析用地下構造モデルの減衰
━：h(f)=1.00×f -0.87(O.P.-15.8m～-42.8m)
━：h(f)=0.77×f -1.00(O.P.-42.8m～-128.4m)

統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの減衰
━：h(f)=0.03

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p144 修正
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▽地震基盤※２

▽岩盤上部

（解放基盤表面の

地震観測点）

※1 プレート間地震，内陸地殻内地震

Ｑ（ｆ）＝110･ｆ 0.69 （ｆ≧1Hz），110（ｆ＜1Hz）（地震調査研究推進本部(2005)）

海洋プレート内地震

Ｑ（ｆ）＝114･ｆ 0.92 （佐藤（2004））

上端深さ 層厚
(m)

密度
(t/m3)

VS

(m/s)
VP

(m/s)
減衰
（%）G.L.(m) O.P.(m)

-27.3 -8.6

-34.5 -15.8
7.2 2.55 1500 2882

3.00-61.5 -42.8
27.0 2.66 2000 4101

-81.8 -63.1
20.3

2.68
2200 4503

-147.1 -128.4
65.3 2600 5300

― ― ∞ 2.68 3000 ― ※1

統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデル

第149回審査会合(H26.10.17)
資料2-1 p17 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

※２ 統計的グリーン関数法の地震
基盤波を入力する位置
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 2003年5月26日宮城県沖の地震の強震動シミュレーション

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の地盤の影響を除去したはぎとり波。

※

※

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p147 修正
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 2005年8月16日宮城県沖の地震の強震動シミュレーション

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の地盤の影響を除去したはぎとり波。

※

※

第198回審査会合(H27.2.20)
資料1 p149 修正
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 3.11地震の強震動シミュレーション

・地域特性として諸井ほか（2013）の短周期レベル（応力降下量）×1.4を考慮。

──── 評価結果（短周期レベルの地域性考慮）

──── 3.11地震観測記録※

──── 評価結果（短周期レベルの地域性考慮）

──── 3.11地震観測記録※

──── 評価結果（短周期レベルの地域性考慮）

──── 3.11地震観測記録※

3.11地震の観測記録（岩盤上部のはぎとり波）との比較

3.11地震の観測記録と評価結果は整合。
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第336回審査会合(H28.3.4)
資料2 p31 修正

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定

※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の地盤の影響を除去したはぎとり波。
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※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の地盤の影響を除去したはぎとり波。

第367回審査会合(H28.6.3)
資料1-1 p39 修正

 4.7地震の強震動シミュレーション
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4.7地震はぎとり波（NS方向）※

4.7地震はぎとり波（EW方向）※

シミュレーション解析（水平方向）

4.7地震はぎとり波（UD方向）※

シミュレーション解析（UD方向）

・応答スペクトルの比較では，周期0.1秒より短周期側では解析結果と観測記録（はぎとり波）は，良く整合している。長周期側
では解析結果が大きめの結果となった。

・地震動シミュレーション結果は長周期が大きい等の課題は残るものの，原子力発電所において特に問題となる短周期にお
ける適合性が良いことから，施設に与える影響検討という観点からは，良好な評価と考えられる。

B2_PNS_hagi_spl.waz
B2_PEW_hagi_spl.waz
4.7 シミュレーション（水平） .waz

放射特性係数は0.62

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定
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 敷地で得られている強震動記録について，共通の自由地盤地下構造モデルを用いた
統計的グリーン関数法による強震動シミュレーション解析を実施し，観測記録との整合
を確認した。

 統計的グリーン関数法に用いる自由地盤の地下構造モデルは，はぎとり解析用地下
構造モデルと同じ速度構造を用い，減衰定数は強震動シミュレーション解析結果を踏
まえ3%に設定した。

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルのまとめ
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敷地周辺の観測記録と理論的手法を用いたシミュレーション結果との比較

地震調査研究推進本部(2012)
長周期地震動予測地図
全国1次地下構造モデル

防災科学技術研究所(2012)
深部地盤モデルデータV2

(2014年3月17日公開)

【特徴】
 強震動に用いる地下構造モデルとし

て設定。

【特徴】
 長周期地震動の評価に用いるため，

地震基盤以深の速度構造を深部地
盤モデルデータV2よりも細かく設定。

▽O.P. -8.6m  解放基盤表面

▽O.P. -2190.74m 上部地殻第1層

地震観測記録を用いて設定した
敷地の地下構造モデル

▽O.P. -128.4m 地震基盤※

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 理論的手法に用いる地下構造モデルの設定の概要

第316回審査会合(H28.1.8)
資料1 p103 修正

 理論的手法に用いる深部地下構造モデルについて，地震基盤以浅を敷地における観測記録を用いて設定した地下構造
モデル，地震基盤以深を防災科学技術研究所（2012），地殻構造を地震調査研究推進本部（2012）に基づき設定した。

※ 統計的グリーン関数法の地震
基盤波を入力する位置
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層No.
上端深さ

層厚
(m)

密度
(t/m3)

VS
(m/s)

VP
(m/s)

Q
G.L.(m) O.P.(m)

1 -27.3 -8.6 7.2 2.55 1500 2882 150

2 -34.5 -15.8 27.0 2.66 2000 4101 200

3 -61.5 -42.8 20.3 2.68 2200 4503 200

4 -81.8 -63.1 65.3 2.68 2600 5300 200

5 -147.1 -128.4 2,062.34 2.60 3100 5500 300

6 -2,209.44 -2,190.74 4,066.3 2.65 3200 5500 400

7 -6,275.74 -6,257.04 9,304.78 2.70 3400 5800 400

8 -15,580.52 -15,561.82 13,210.6 2.80 3800 6400 400

9 -28,791.12 -28,772.42 － 3.20 4500 7500 500

理論的手法に用いる地下構造モデル

：敷地における地震観測記録により同定
：深部地下構造モデルデータV2
：全国1次地下構造モデル

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 理論的手法に用いる深部地下構造モデルの設定

第316回審査会合(H28.1.8)
資料1 p104 修正
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検討に用いた地震の震央分布

 深部地下構造モデルを用いて，理論的手法を用いたシミュレーションと敷地の観測記録の比較を行った。
 検討に用いた地震は，敷地周辺で発生した内陸地殻内地震のうち，長周期成分を比較的含み震源メカニズム解

が明らかなものを選定した。
 さらに，長周期の品質が比較的良い観測点の記録を用いた。

発震年月日
時刻

発生地域

マグニ
チュード

M

震源
深さ
（km）

震央
距離
（km）

震源メカニズム
（F-net）

2003年8月8日
9時51分

宮城県北部
4.6 11 27

2012年10月1日
7時39分
宮城県沖

4.6 14 34

2014年2月12日
6時34分
金華山

4.2 8 12

検討に用いた地震の諸元とメカニズム解

141.2ﾟ

141.2ﾟ

141.4ﾟ

141.4ﾟ

141.6ﾟ

141.6ﾟ

141.8ﾟ

141.8ﾟ

38.2ﾟ

38.4ﾟ

38.6ﾟ

10 km

30 km

女川原子力発電所

2003年宮城県北部の地震

2012年宮城県沖の地震

2014年金華山の地震

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 理論的手法に用いる深部地下構造モデル 観測記録による検証

第316回審査会合(H28.1.8)
資料1 p105 修正
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凡例 ━━：観測記録 ━━：理論的手法

観測記録と理論的手法の速度波形の比較(0.25 ~ 1Hz)
(3号炉原子炉建屋基礎版 O.P. -8.1m)
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速
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観測記録と理論的手法の疑似速度応答スペクトルの比較

(0.25 ~ 1Hzバンドパス)

(0.25 ~ 1Hzバンドパス)

NS EW UD
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0 5 10 15 20 25 30
-0.01

0

0.01

0.5 1 2 5 10
0.001

0.002

0.005

0.01

0.02

0.05

0.1

0.1 0.2 0.5 1 2
0.001

0.002

0.005

0.01

0.02

0.05

0.1

※ プラントノース基準。
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2014年2月12日金華山の地震

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 理論的手法に用いる深部地下構造モデル 観測記録による検証

第316回審査会合(H28.1.8)
資料1 p106 修正
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凡例 ━━：観測記録 ━━：理論的手法
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観測記録と理論的手法のフーリエスペクトルの比較
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)

観測記録と理論的手法の疑似速度応答スペクトルの比較

(0.25 ~ 1Hzバンドパス)

(0.25 ~ 1Hzバンドパス)

NS EW UD

振動数(Hz) 振動数(Hz) 振動数(Hz)

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 理論的手法に用いる深部地下構造モデル 観測記録による検証
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観測記録と理論的手法の速度波形の比較(0.25 ~ 1Hz)
(3号炉原子炉建屋基礎版 O.P. -8.1m)

※ プラントノース基準。
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2012年10月1日宮城県沖の地震

第316回審査会合(H28.1.8)
資料1 p107 再掲
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凡例 ━━：観測記録 ━━：理論的手法
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観測記録と理論的手法のフーリエスペクトルの比較
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観測記録と理論的手法の疑似速度応答スペクトルの比較

(0.2 ~ 1Hzバンドパス)

(0.2 ~ 1Hzバンドパス)
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振動数(Hz) 振動数(Hz) 振動数(Hz)

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 理論的手法に用いる深部地下構造モデル 観測記録による検証

 2003年8月8日宮城県北部の地震
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観測記録と理論的手法の速度波形の比較(0.25 ~ 1Hz)
(3号炉原子炉建屋地中 O.P. -15.0m)

時刻(秒)

時刻(秒)

※ プラントノース基準。

第316回審査会合(H28.1.8)
資料1 p108 再掲
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 理論的手法に用いる深部地下構造モデルについては，地震調査研究推進本部等
の最新の知見を反映して設定した。

 敷地周辺で発生した複数の中小地震を対象に，設定した地下構造モデルを用いた
シミュレーション解析を行い，解析結果は観測記録と概ね整合することを確認した。

２．敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定

２．４ 地下構造モデルの設定 理論的手法に用いる深部地下構造モデルの設定のまとめ
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

３．１ プレート間地震
３．２ 海洋プレート内地震
３．３ 内陸地殻内地震
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基準地震動の策定

プレート間地震
【過去の地震】
①1793年2月17日陸前・陸中・磐城の地震
②1897年2月20日仙台沖の地震
③1905年12月23日岩手県沖の地震
④1938年11月5日福島県東方沖地震
⑤1978年6月12日宮城県沖地震
⑥2005年8月16日宮城県沖の地震
⑦2011年3月11日東北地方太平洋沖地震

海洋プレート内地震
【沈み込んだ海洋プレート内地震】
①二重深発地震 上面の地震

2011年4月7日宮城県沖型地震
②二重深発地震 上面の地震

2003年5月26日宮城県沖型地震
③二重深発地震 下面の地震
④沖合いのやや浅い地震
【沈み込む海洋プレート内地震】
⑤アウターライズの地震

内陸地殻内地震
【過去の地震】
①1900年宮城県北部の地震
②2003年7月26日宮城県中部の地震
【活断層による地震】
③福島盆地西縁断層帯による地震
④Ⅳ断層による地震
⑤Ｆ－１５断層・Ｆ－１６断層による地震
⑥Ｆ－２断層・Ｆ－４断層による地震
⑦Ｆ－６断層～Ｆ－９断層による地震
⑧ｆ－１３断層による地震
【連動を考慮する活断層群による地震】
⑨北上低地帯～宮城県北部の断層群

による地震
⑩仙台湾の断層群による地震

2011年東北地方太平洋型地震
（3.11型地震）

2011年4月7日宮城県沖型地震
（4.7型地震）

F-6断層～F-9断層による地震

応答スペクトル手法による地震動評価 断層モデル手法による地震動評価

検討用地震の選定

地震動評価

仙台湾の断層群による地震

地震発生様式による地震の分類

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 地震動評価フロー

第778回審査会合(R1.9.27)

資料1-4-1 p58 修正
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３．１ プレート間地震
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【過去の地震】
①1793年2月17日陸前・陸中・磐城の地震（M8.2）
②1897年2月20日仙台沖の地震（M7.4）
③1905年12月23日岩手県沖の地震（M5.9）
④1938年11月5日福島県東方沖地震（M7.5）
⑤1978年6月12日宮城県沖地震（M7.4）
⑥2005年8月16日宮城県沖の地震（M7.2）
⑦2011年3月11日東北地方太平洋沖地震（M9.0）

（3.11地震）

検討用地震の選定

地震動評価 断層モデルを用いた手法による
地震動評価

応答スペクトルに基づく
地震動評価

不確かさの検討・反映 地震規模
短周期レベル
（応力降下量）

強震動生成域
(SMGA)の位置 破壊開始点

2011年東北地方太平洋沖型地震
（3.11型地震）

各種調査
敷地で震度５弱程度以上

の地震

M-Δ図から敷地への影響
が大きい地震は3.11地震

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．１ 検討用地震の選定 地震動評価概要

 プレート間地震の地震動評価概要フロー

第750回審査会合(R1.7.26)
資料1-4-1 p60 修正
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 敷地周辺で発生した被害地震の震央分布
・宇佐美ほか（2013）に記載されている震度分布図及び気象庁で公開されている震度分布図より，敷地で震度５弱（1996年以前は震
度Ⅴ）程度以上の揺れであったと推定されるプレート間地震としては，以下の表に示す地震がある。

地 震 名
マグニ

チュード
震央距離

（km）

1793年2月17日陸前・陸中・磐城の地震 M8.2 262

1897年2月20日仙台沖の地震 M7.4 48

1905年12月23日岩手県沖の地震 M5.9 28

1938年11月5日福島県東方沖地震 M7.5 168

1978年6月12日宮城県沖地震 M7.4 65

2005年8月16日宮城県沖の地震 M7.2 73

2011年3月11日東北地方太平洋沖地震 M9.0 124

敷地に震度５弱程度以上を与えたと推定される

主なプレート間地震（被害地震）

敷地周辺の被害地震
〔1922年以前は宇佐美ほか(2013)，1923年から2014年

は気象庁地震カタログによる〕

141ﾟ

141ﾟ

143ﾟ

143ﾟ 145ﾟ

37ﾟ 37ﾟ

39ﾟ 39ﾟ

100 km

200 km

0 50 100 150 200 km

9.0≦Ｍ

8.0≦Ｍ＜9.0

7.0≦Ｍ＜8.0

6.0≦Ｍ＜7.0

5.0≦Ｍ＜6.0

   　Ｍ＜5.0

1793.2.17

2011.3.11

1938.11.5

1905.12.23

1897.2.20

1978.6.12

2005.8.16

女川原子力発電所

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．１ 検討用地震の選定 敷地周辺の被害地震

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p11 修正
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マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
　
Ｍ

0 50 100 150 200 250 300
5

6

7
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震央距離(km)

［Ⅲ］

［Ⅳ］

［Ⅴ］

［Ⅵ］

1

2

3

45

6

7

1. 1793 年２月 17 日陸前・陸中・磐城の地震
2. 1897 年２月 20 日仙台沖の地震
3. 1905 年 12 月 23 日宮城県沖の地震
4. 1938 年 11 月５日福島県東方沖地震
5. 1978 年６月 12 日宮城県沖地震
6. 2005 年８月 16 日宮城県沖の地震
7. 2011 年３月 11 日東北地方太平洋沖地震

マグニチュードM－震央距離⊿による検討
・震度分布図より，敷地で震度５弱程度以上の揺れであったと推定される地震について，M－⊿図により検討を行った。

・検討の結果，敷地への影響が最も大きい地震は，3.11地震である。

マ
グ

ニ
チ

ュ
ー

ド
M

震央距離 ⊿（km）

[Ⅵ]，[Ⅴ]，[Ⅳ]は旧気象庁震度階級で，震度の境界線
は村松（1969），勝又・徳永（1971）による。

※3.11地震のMと⊿は神田ほか（2012）による震度インバージョンによる値（M8.1，⊿=67.4km）を用いた。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．１ 検討用地震の選定 マグニチュードM－震央距離⊿

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p14 修正

1. 1793年2月17日陸前・陸中・磐城の地震
2. 1897年2月20日仙台沖の地震
3. 1905年12月23日岩手県沖の地震
4. 1938年11月5日福島県東方沖地震
5. 1978年6月12日宮城県沖地震
6. 2005年8月16日宮城県沖の地震
7. 2011年3月11日東北地方太平洋沖地震
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・被害地震の震度分布から， 3.11地震は，敷地を含む広い
領域で震度６弱となっており，他の被害地震と比較して敷地
への影響が大きい。

・M-⊿図による検討から，敷地への影響が最も大きい地震は，
3.11地震であった。

三陸沖から房総沖にかけての主な地震と主な震源域

［地震調査研究推進本部（2012）］

検討用地震の選定のまとめ

敷地への影響が最も大きいプレート間地震としては，
複数の領域を震源域として発生した3.11地震であった
ことから，検討用地震として，
「2011年東北地方太平洋沖型地震」を選定する。

・3.11地震の震源域は，敷地に震度５弱程度以上
を与えたとされているプレート間で発生した被害
地震など，三陸沖中部から房総沖のプレート間
地震の震源域を包含している。

・地震調査研究推進本部（2012）の長期評価では，
プレート間地震として3.11地震を踏まえ，過去の
M7～8クラスの地震が発生した複数の領域を震
源域として発生する東北地方太平洋沖型の地震
（M9.0）を想定している。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．１ 検討用地震の選定 まとめ

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p15 修正



64

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．２ 基本震源モデルの設定 諸井ほか（2013）の概要と地域性の考慮

■諸井ほか（2013）による強震動シミュレーション

断層モデル（諸井ほか（2013）に一部加筆）

：強震動生成域（SMGA），★：破壊開始点

女川地点

東海地点

福島地点

SMGA1

SMGA2

SMGA3

SMGA4

SMGA5

断層パラメータ

・地震発生前の先験情報を基に，3.11地震の震源のモデル化を行い，各発電所地点の強震動をどの程度予測可能であったかを検討
している。

○地震前の先験情報に基づく標準的な地震調査研究推進本部
（2017）により3.11地震と同規模の地震の震源をモデル化。

○各領域に強震動生成域（SMGA）を配置し，複数の領域が連動
する地震を考慮。

○女川，福島第一，東海第ニの各原子力発電所の強震動を統計
的グリーン関数法により再現を実施。

○福島第一，東海第ニは観測記録と整合。女川については，地域
性を考慮して短周期レベル（応力降下量）を標準より大きくする
ことにより観測記録と整合。

（結果）
○M9地震についても地震調査研究推進本部（2017）の有効性が

確認された。
○地域性の考慮の必要性が確認された。

【基本震源モデルの設定】

○諸井ほか（2013）に基づき基本震源モデルを設定。

○地域性の考慮として，以下の2点を反映。

①応力降下量（短周期レベル）を1978年宮城県沖地震レベルに

見直し。
※具体的には，諸井ほか（2013）の強震動生成域（SMGA）の応

力降下量（24.6MPa）の1.4倍（34.5MPa）を考慮する。
②地震調査研究推進本部（2005）と同様に，放射特性として一定

値（放射特性係数F=0.62）を採用する。

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p85 修正
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 3.11地震の強震動生成域

・3.11地震の特徴として，強震動生成域（短周期域）とすべりの大きい領域（長周期域）が異なる（Lay et al.(2012))。

・本震の広い断層破壊域のなかで，陸寄り（本震の破壊開始点より西側）の深い領域で短周期が生成されている。

3.11地震の余震が発生（本震発生から1日の間）

した領域と過去に発生した地震の震源域（Koper et al.（2011））

※短周期域と長周期域が分かれている。

2004年スマトラ地震（左図），2010年チリ地震（中図），3.11地震（右図）
の強震動生成域（青）と大すべり領域（黄）（Lay et al.(2012))

プレート間地震の深さによる地震発生の模式図
（Lay et al.(2012))

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p24 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 地震の規模
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■ 3.11地震の強震動の特徴
・北部の観測点に対しては，断層南部からの地震波の寄与が非常に小さいと考えられる。

・それぞれの地点に対しては，至近の強震動生成域による影響が大きいと考えられる。

震源モデル（川辺ほか（2011））近地強震動波形（K-NET，KiK-net）の特徴（川辺ほか（2011））

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 地震の規模

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p27 再掲
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■3.11地震の強震動の特徴 距離減衰式からの比較

【内閣府（2012a）】

・3.11地震において，経験的手法である距離減衰式から求められる，地震規模であるパラメータMwは8.2～8.3程度で
あり，すべり量や応力降下量など断層運動から求められる地震規模Mw9.0と比べると相当小さい値となっている。

3.11地震の震度の距離減衰（内閣府（2012a））

3.11地震（Mw9.0）と2003年十勝沖地震
（Mw8.3）のＰＧＡ，ＰＧＶの距離減衰

の比較（司ほか（2011））

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p29 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 地震の規模
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○地震の規模のまとめ

・3.11地震では宮城県沖の領域は全て破壊し，また，その隣接領域へも破壊が及んだ
地震であるが，女川の記録は２つの波群に分かれており，至近のSMGAの影響が大
きい（背景領域や遠いSMGAの影響は小さい）。

・3.11地震では大すべり領域からは短周期の強震動は出ていない。

Ｍ9.0より規模が大きくなっても（すべり領域が拡がっても）地震動の大きさは変わら
ないと評価。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 地震の規模

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p30 再掲
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SMGA3

SMGA2

SMGA1

SMGA4

SMGA5

女川原子力発電所

破壊開始点

SMGAの位置の不確かさケース 基本ケースとの比較

ケース
SMGA2の

等価震源距離

基本ケース 71.2km

不確かさケース 62.5km

(参考）北側に設定 68.2km

SMGA2の等価震源距離の比較

■SMGAの位置の不確かさ
・SMGAの位置の不確かさとして，敷地前面の強震動生成域（SMGA2）を最も敷地に近づけた位置に考慮する。基本ケースと比較して約1割
程度敷地に近づくことになる。

・なお，仮にSMGA2をさらに南北方向に移動させた場合，上記ケースより距離が遠くなり，敷地への影響は小さいと考えられる。

SMGA3

SMGA2

SMGA1

SMGA4

SMGA5

女川原子力発電所

破壊開始点

：強震動生成域（SMGA），☆：破壊開始点

※SMGA3の大きい星印は破壊開始点の位置，

小さい星印は各SMGAの破壊開始点の位置。 【SMGA２の位置】
断層面上で敷地からの距離が最短となる点が
SMGAの中心となるように配置。

：基本ケースのSMGA2
：不確かさケースのSMGA2
：（参考）SMGA2を北側に設定

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p35 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 SMGAの位置
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 3.11地震の強震記録を用いた断層モデルの比較

SMGAの
主なパラメータ

川辺・釜江
（2013）

Kurahashi
and Irikura

（2013）

Asano and 
Iwata（2012）

佐藤（2012）
諸井ほか
（2013）

基本ケース
※１

不確かさｹ-ｽ
（基本の1.14倍）

※２

SMGA全体の
地震モーメント

M0（Nm）
2.03E+21 1.76E+21 1.41E+21 9.62E+21 1.00E+22 1.00E+22 1.00E+22

SMGA全体の
面積（km2）

6225 5628 5042 11475 12500 12500 12500

宮城県沖の
SMGAの

面積（km2）
1600 1156 1296 2025 2500 2500 2500

宮城県沖の
SMGAの

応力降下量Δσ
（MPa）

20.4 16.0 23.9 39.77 24.6 34.5 39.4

宮城県沖の
SMGAの

短周期ﾚﾍﾞﾙA
（Nm/s2）

8.80E+19 5.87E+19 1.21E+20 2.03E+20 1.33E+20 1.86E+20 2.13E+20

・不確かさとして基本ケースの応力降下量（短周期レベル）の1.14倍を考慮する。
・設定した応力降下量（短周期レベル）は各種モデルのうち最大の佐藤（2012）のSMGAと同程度の値となっている。

（参考）過去の宮城県沖の地震の短周期レベル（片岡ほか（2006），Satoh(2006)による。）
・1978年宮城県沖地震 ：M0=3.10E+20Nm，短周期レベルA=1.01E+20Nm/s2

・2005年宮城県沖の地震：M0=6.40E+19Nm，短周期レベルA=7.55E+19Nm/s2

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 短周期レベル（応力降下量）

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p42 修正

※１：詳細はp83
※２：詳細はp84
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：壇ほか（2001）

：壇ほか（2001）の2倍，0.5倍

・不確かさケース（基本ケースの応力降下量の1.14倍を考慮）のSMGAの短周期レベルは，他のモデルの宮城県沖のSMGAの短周期レベ
ルより大きな値となっている。

・また，参考に，基本ケースと比較してSMGAの面積が約1/25～1/100と小さいが1978年宮城県沖地震（M7.4），2005年宮城県沖の地震
（M7.2）の地震モーメントM0，短周期レベルAを図示した。これらの地震のSMGAの応力降下量は約70MPa～90MPaと大きな値となってい
る（次頁参照）。

短
周

期
レ

ベ
ル

A
（
N

m
/

S
2
）

地震モーメントM0（Nm）

宮城県沖のSMGAの地震モーメントM0-短周期レベルAの関係

諸井ほか（2013）SMGA
(24.6MPa)

基本ケース
（34.5MPa）
（諸井ほか（2013）×1.4）

不確かさケース（39.4MPa,基本ケース×1.14）
（諸井ほか（2013）×1.6）

佐藤（2012）
SMGA1（39.77MPa）

川辺・釜江（2013）
SMGA1（20.4MPa）

Kurahashi and Irikura(2013)
SMGA1（16.0MPa）

※：各モデルの１個のSMGAをここでは１
つの地震として表示。1978年宮城県
沖地震，2005年宮城県沖の地震の
短周期レベルは片岡ほか（2006），
Satoh(2006)による。

2005年宮城県沖の地震

1978年宮城県沖地震

Asano and Iwata(2012)
SMGA1（23.9MPa）

■宮城県沖のSMGAの地震モーメントM0－短周期レベルAの比較

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 短周期レベル（応力降下量）

第390回審査会合(H28.8.19)
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■過去の宮城県沖地震での応力降下量
・地震調査研究推進本部（2005）では，1978年宮城県沖地震（M7.4）の観測記録を踏まえ想定宮城県沖地震の断層モデル（A1断層）を想
定しており，比較的面積が小さい２つのアスペリティ（SMGA）が考慮されている。また，1978年，2005年の宮城県沖の地震のシミュレー
ションモデルであるKamae（2006）等においても，２つのSMGAが考慮されている。これらのSMGAの応力降下量は，海溝側で約70MPa～
90MPaとＭ９プレート間の基本モデルのSMGAの応力降下量（34.5MPa）より数倍大きな値となっている。

・Uchida and Matsuzawa（2011）では，釜石沖の繰り返し地震や3.11地震の分析を踏まえプレート間地震におけるアスペリティの内部に，さ
らに小さなアスペリティが存在するアスペリティの階層構造について提案している。過去の宮城県沖地震のSMGAとＭ９プレート間地震の
SMGAもこのような階層関係にあるものと考えられる。Ｍ９プレート間地震のシミュレーションでは観測記録の応答スペクトルとの整合性
検討を実施していることから，これらの小さいSMGAによる影響も評価に反映されているものと考えられる。ただし，このような小さいアス
ペリティの影響はパルス的な波形となって表れてくることも指摘（Kurahashi and Irikura（2013））されている。

・なお， SMGAの一部のメッシュの応力降下量を３～４倍に割り増した検討を実施し，応答スペクトルに与える影響は小さいことを確認して
いる。

想定宮城県沖地震 Ａ１断層の断層モデル（地震調査研究推進本部(2005)）

第1ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（96km2）の
応力降下量（Δσ） ：29MPa

第2ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（96km2 ）の
応力降下量（Δσ）：73MPa

1978年，2005年宮城県沖の地震の断層モデル（Kamae(2006））

【1978年宮城県沖地震（M7.4）】
第1ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（海溝側36km2）の

応力降下量（Δσ） ：70MPa
第2ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（陸側60km2 ）の
応力降下量（Δσ）：50MPa

【2005年宮城県沖の地震（M7.2）】
第1ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（海溝側16km2）の

応力降下量（Δσ） ：90MPa
第2ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ（陸側64km2 ）の

応力降下量（Δσ）：30MPa アスペリティの階層構造の模式図

（Uchida and Matsuzawa(2011)）

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 短周期レベル（応力降下量）

第390回審査会合(H28.8.19)
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■内閣府（2012b）南海トラフの巨大地震モデルのパラメータとの比較

・M9クラスのプレート間地震の断層モデルを想定している例としては内閣府（2012b）の南海トラフのモデルがある。想定さ
れている地域（フィリピン海プレート），SMGAの面積，応力降下量等の違いがあり直接比較することはできないが，参考
に個々のSMGAの短周期レベルとの比較を行った。

・不確かさケースで設定した宮城県沖のSMGAの短周期レベルは，日向灘域，東海域，駿河湾域より大きく，南海域とは
同等のレベルになっている。

セグメント

短周期レベル（N･m/s2）

内閣府（2012b）
南海トラフ各SMGA※

基本ケース
宮城県沖のSMGA

不確かさケース
宮城県沖のSMGA
（基本の1.14倍）

日向灘域 1.14E+20

1.86E+20 2.13E+20
南海域 1.46E+20～2.12E+20

東海域 1.42E+20～1.43E+20

駿河湾域 7.25E+19～7.45E+19

内閣府（2012b）南海トラフ地震モデル

短周期レベルの比較

駿河湾域

東海域

南海域

日向灘域

※内閣府（2012b）の断層モデルのパラメータを基に各SMGAの短周期レベルを算定。
短周期レベルA＝応力降下量×面積＾0.5×その他の係数

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 短周期レベル（応力降下量）

第390回審査会合(H28.8.19)
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SMGAの応力降下量の不確かさ
・敷地への影響が最も大きい宮城県沖のSMGA２の応力降下量として佐藤（2012）のSMGA１（宮城県沖）の応力降下
量と同等の応力降下量39.4MPa（基本ケースの1.14倍）を考慮する。

基本モデル

（SMGAの応力降下量：34.5MPa）
応力降下量の影響を考慮したモデル

（SMGA２の応力降下量：39.4MPa（基本ケースの1.14倍））

佐藤（2012）の断層モデル

・宮城県沖のSMGA１の応力降下量
39.77MPa

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 短周期レベル（応力降下量）

第390回審査会合(H28.8.19)
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SMGA３

SMGA２

SMGA１

SMGA４

SMGA５

女川原子力発電所

破壊開始点

 破壊開始点の違いによる影響の確認
・基本ケース（※）について，敷地への影響が最も大きいSMGA2に複数の破壊開始点を設定し，破壊開始点の違い
による影響の確認を行う。

・破壊開始点の位置は，破壊が敷地に向かうように，SMGA2の北東端と南東端にそれぞれ設定する。

・統計的グリーン関数法 （放射特性係数F=0.62）により評価を実施。波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

破壊開始点の検討モデル

※☆：基本ケースの破壊開始点

， 検討した破壊開始点

破壊開始点②

破壊開始点③

破壊開始点①（基本ケース）

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 断層モデルの破壊開始点の影響

第390回審査会合(H28.8.19)
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※断層パラメータの詳細はp83
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・破壊が敷地に向かう位置に設定したケース①が最も大きい傾向を示す。
⇒不確かさケースも含め，破壊開始点は破壊が敷地に向かう位置①で代表する。

 破壊開始点の違いによる評価

水平方向

破壊開始点の違いによる基本ケースとの比較（平均応答スペクトル）

鉛直方向

破壊開始点①（基本ケース）
破壊開始点②
破壊開始点③

破壊開始点①（基本ケース）
破壊開始点②
破壊開始点③

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 断層モデルの破壊開始点の影響

第390回審査会合(H28.8.19)
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○地震の規模⇒地震規模の増加の影響は小さいと評価
・3.11地震では宮城県沖の領域は全て破壊したことに加え，大すべり領域からは強震動は出て
いないことなども考慮すると，Ｍ9.0より規模が大きくなっても（破壊領域が周辺に拡がっても）地
震動の大きさは変わらないと評価する。

○応力降下量（短周期レベル）⇒不確かさケースとして考慮
・3.11地震の各種シミュレーションモデルの応力降下量の比較から，面積の大小関係の保守性も
踏まえ，割り増した応力降下量を不確かさケースとして考慮する。
※なお，1978年宮城県沖地震（M7.4）等の過去の地震のSMGAの応力降下量はM9プレート間地

震のSMGAの応力降下量に比べ2倍以上の値を持つものもあるが，これらは階層構造の特徴
として整理される。M9プレート間地震のシミュレーションでは観測記録の応答スペクトルとの
整合性検討を実施しており，このような影響も評価に反映されている。

○SMGAの位置⇒不確かさケースとして考慮
・断層モデルのSMGA位置は3.11地震等の過去の宮城県沖の地震のSMGAを含む位置に該当し
ており，かつ敷地に対して厳しい位置であることを確認したうえで，さらに保守的な評価として
SMGAを敷地に対して最も近い位置で設定した場合について不確かさケースとして考慮する。

○破壊開始点⇒基本ケースにあらかじめ不確かさを考慮
・破壊が敷地に向かう位置に設定したケースが最も大きい傾向を示すことを確認。
・基本ケース，不確かさケースとも，破壊開始点は当該破壊開始点で代表する。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．３ 検討用地震の不確かさの検討 主要な断層パラメータのまとめ

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p56 修正



78

不確かさの
種類

パラメータ 基本ケースの設定 不確かさの考慮

認識論的
不確かさ

断層設定位置
三陸沖中部から
茨城県沖に設定

地震規模の増加の影響は小さいと評価
・3.11地震では宮城県沖の領域は全て破壊したことに加え，大すべり領域からは強震動

は出ていないことなども考慮すると，Ｍ9.0より規模が大きくなっても（破壊領域が周辺に
拡がっても）地震動の大きさは変わらないと評価。

・基本ケースで既往最大の地震規模を考慮しており，不確かさはあらかじめ考慮されてい
る。地震規模

M9.0
（Mw9.0)

応力降下量
（短周期レベル）

宮城県沖の地域性を
考慮し設定

不確かさケースとして考慮
・3.11地震の各種シミュレーションモデルの応力降下量の比較から，面積の大小関係の

保守性も踏まえ，割り増した応力降下量を不確かさケースとして考慮する。
・過去の宮城県沖地震のSMGAの応力降下量については，アスペリティの階層構造の特

徴として整理。

SMGA位置

M7～8の過去の地震の
震源域との対応を考慮し

設定

不確かさケースとして考慮
・断層モデルのSMGA位置は3.11地震等の過去の宮城県沖の地震のSMGAを含む位

置に該当しており，かつ敷地に対して厳しい位置であることを確認したうえで，さらに保
守的な評価としてSMGAを敷地に対して最も近い位置で設定した場合について不確か

さケースとして考慮する。

偶然的
不確かさ

破壊開始点
破壊の伝播方向が敷地

に向かうように配置

基本ケースにあらかじめ不確かさを考慮
・破壊が敷地に向かう位置に設定したケースが最も大きい傾向を示すことを確認。
・基本ケース，不確かさケースとも，破壊開始点は当該破壊開始点で代表する。

 不確かさの考え方の整理
・主要なパラメータについて，プレート間地震に関する知見等を踏まえ，認識論的不確かさと偶然的不確かさに分類し，敷地に与える影響が
大きいパラメータについて不確かさを考慮し，地震動評価を行う。

【認識論的な不確かさ】：事前の詳細な調査や経験式などに基づき設定できるもの。

【偶然的な不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式などに基づく特定が困難なもの。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 基本，不確かさの整理

第390回審査会合(H28.8.19)
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検討ケース

認識論的不確かさ 偶然的不確かさ

地震
規模

断層の
位置

応力降下量
（短周期レベル）

SMGAの
位置

破壊
開始点

基本ケース

M9.0
（Mw9.0，

M0=4.0×1022

Nm）

三陸沖中部から
茨城県沖に設定

宮城県沖の地域性を
考慮し設定

34.5MPa

M7～8の過去の地震の
震源域との対応を考慮し

設定

破壊の伝播方向が敷地
に向かうように配置

不確かさケース１
応力降下量
（短周期レベル）

M9.0
（Mw9.0，

M0=4.0×1022

Nm）

三陸沖中部から
茨城県沖に設定

基本ケースの1.14倍を考慮
39.4MPa

M7～8の過去の地震の
震源域との対応を考慮し

設定

破壊の伝播方向が敷地
に向かうように配置

不確かさケース２
SMGA位置と応力降下量
（短周期レベル）の不確
かさの重畳※

M9.0
（Mw9.0，

M0=4.0×1022

Nm）

三陸沖中部から
茨城県沖に設定

基本ケースの1.14倍を考慮
39.4MPa

宮城県沖のSMGAを敷地
に最も近い位置に移動

破壊の伝播方向が敷地
に向かうように配置

 基本ケースと不確かさケース
・主要なパラメータの整理を踏まえ，下表の通り基本ケースと不確かさケースを設定する。

：考慮する不確かさ ：あらかじめモデルに織り込む不確かさ

※ＳＭＧＡ位置の不確かさケースについては，不確かさケース２（ＳＭＧＡ位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳ケース）で代表させる。

第390回審査会合(H28.8.19)
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 基本，不確かさの整理
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検討ケース
地震

規模Ｍ
（Ｍｗ）

M0

（Nm）

断層
面積
（km2）

宮城県沖の
SMGA
面積
（km2）

宮城県沖のSMGA
応力降下量
Δσ（MPa）

宮城県沖のSMGA
短周期ﾚﾍﾞﾙ

（Nm/s2）

基本ケース
M9.0

（Mw9.0）
4.0E+22※1 100,000 2,500 34.5 1.86E+20

不確かさケース１
応力降下量
（短周期レベル）

M9.0
（Mw9.0）

4.0E+22※1 100,000 2,500 39.4 2.13E+20

不確かさケース２
SMGA位置と応力降下量（短周
期レベル）の不確かさの重畳

M9.0
（Mw9.0）

4.0E+22※1 100,000 2,500 39.4 2.13E+20

各検討ケースの主な断層パラメータ

 断層モデルを用いた手法による地震動評価
・3.11地震の敷地での観測記録のシミュレーション解析を統計的グリーン関数法により行い，観測記録との整合性を確認しているこ
とから，統計的グリーン関数法により地震動評価を行う。波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

 応答スペクトルに基づく地震動評価
・3.11地震の観測記録※2を包絡する応答スペクトルを設定することにより評価する。

※1：M0=10（1.5Mw+9.1）

※2：敷地岩盤上部（O.P.※3-8.6m）の観測記録について，表層の影響を除去したはぎとり波。

第390回審査会合(H28.8.19)
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 基本ケース，不確かさケースの断層パラメータ

※3 O.P. ： 女川原子力発電所工事用基準面（Onagawa peil）であり，O.P.±0m = T.P.（東京湾平均海面）-0.74m。
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基本ケース，不確かさケースの断層モデル

：強震動生成域（SMGA），☆：破壊開始点

※SMGA3の大きい星印は破壊開始点の位置，小さい星印は各SMGAの破壊開始点の位置。

基本ケースの断層モデル

（不確かさケース１（応力降下量（短周期レベル））も同様）

SMGA２

SMGA１

SMGA４

SMGA５

女川原子力発電所

破壊開始点

SMGA３

不確かさケース２の断層モデル

（SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳）

SMGA3

SMGA2

SMGA1

SMGA4

SMGA5

女川原子力発電所

破壊開始点

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 基本ケース，不確かさケースの断層モデル

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p61 再掲



82

■基本ケースの断層モデルの設定（断層パラメータの設定フロー）

・M9の地震規模を想定し，断層モデルは地震調査研究推進本部（2017）を用いて設定。

・強震動生成域（SMGA）は，地震調査研究推進本部で設定している各領域に１個ずつ設定。

M9.0

（M=Mw）

断層面積S

logS=M-4.0  (M=Mw)

100,000km2

地震モーメントM0

logM0=1.5・Mw+9.1

（Kanamori (1977）)

4.0×1022Nm

平均応力降下量Δσ

Δσ=7/16・M0・（S/π）-3/2

3.08MPa

平均すべり量 D

D=M0/（μ・S）

854.3cm

SMGA総面積

Sa=c・S (c=0.125)

SMGA応力降下量Δσa

Δσa=S/Sa･Δσ

24.6MPa

SMGAすべり量Da

Da=2・D

SMGA地震モーメントM0a

M0a=μ・Da・Sa

SMGA①～⑤

応力降下量Δσai

Δσai=Δσa×1.4

34.5MPa

SMGA①～⑤面積 Sai

Sai=Sa/5

SMGA①～⑤短周期レベル Aai

Aai=4・π・√（Sai/π）･Δσai・β2

SMGA①～⑤すべり量 Dai

Dai=M0ai/（μ・Sai）

SMGA①～⑤地震モーメントM0ai

M0ai=M0a･Sai
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

巨視的

パラメータ

SMGA
全体

SMGA

①～⑤

当該地域で発生した中
小地震の短周期レベル
の特性に基づき設定

S

M

G

A

等
面
積
×
５
個

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 基本震源モデルの設定 断層パラメータの設定フロー

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p62 修正

：与条件の項目

：地震調査研究推進本部（2017）を用いて設定

SMGA ：強震動生成域
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断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

走向 θ（°） 3.11地震のF-netのCMT解 200

傾斜角１（東側） δ1(°） 壇ほか（2005） 12

傾斜角２（西側） δ2(°) 壇ほか（2005） 21

すべり角 λ(°） 3.11地震のF-netのCMT解 88 

長さ L（km） 断層面積に基づき設定 500

幅 W（km） 断層面積に基づき設定 200

破
壊
開
始
点

基準点北緯 N（°） 本震の震源位置（気象庁（2012）） 38.1035

基準点東経 E（°） 本震の震源位置（気象庁（2012）） 142.8610

基準点深さ H（km） 本震の震源位置（気象庁（2012）） 23.7

基準点～上端 W1(km ) － 55

基準点～北縁 ｌ1（km） － 195

上端深さ hu（km） hu=H-W1sinδ1 12.3

下端深さ hl（km） hl=H+(100-W1）sinδ1+100sinδ2 68.9

断層面積 S（km2） ｌogS=M-4.0 100000

平均応力降下量 Δσ（MPa） Δσ=7/16・M0・（S/π）-3/2 3.08

地震モーメント M0（Nm） logM0=1.5Mw+9.1 4.0×1022

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw 与条件 9.0

平均すべり量 D（m） D=M0/（μ・S） 8.5

剛性率 μ（N/m2）
地震調査研究推進本部
（2002),(2005）

4.68×1010

S波速度 Vs（km/s）
地震調査研究推進本部
（2002),(2005）

3.9

破壊伝播速度 Vr（km/s）
地震調査研究推進本部
（2002),(2005）

3.0

断層パラメータ 設定方法 設定値

強
震
動
生
成
域

全
体

面積 Sa(km
2) Sa=c・S，c=0.125 12500

地震モーメント M0a（Nm） M0a=μ・Da・Sa 1.0×1022

すべり量 Da（m） Da=2・D 17.1

短周期レベル Aa(Nm/S
2) Aa=(ΣAai

2)1/2 4.16×1020

強
震
動
生
成
域
２
（宮
城
県
沖
）

面積 Sa2(km
2) Sa2=Sa/5 2500

地震モーメント M0a2（Nm） M0a2=M0a･Sa2
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5 2.0×1021

すべり量 Da2（m） Da2=M0a2/(μ・Sa2) 17.1

応力降下量 Δσa2（MPa） Δσa2=S/Sa・Δσ×1.4 34.5

短周期レベル Aa2(Nm/s
2) Aa2=4π√（Sa2/π）･Δσa2・β

2 1.86×1020

ライズタイム τa2(s) τa2=0.5Wa2/Vr，Wa2：ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ幅 8.33

強
震
動
生
成
域
１
，
３
，
４
，
５

面積 Sai(km
2) Sai=Sa/5 2500

地震モーメント M0ai（Nm） M0ai=M0a･Sai
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5 2.0×1021

すべり量 Dai（m） Dai=M0ai/(μ・Sai) 17.1

応力降下量 Δσai（MPa） Δσai=S/Sai・Δσ×1.4 34.5

短周期レベル Aai(Nm/s
2) Aai=4π√（Sai/π）･Δσai・β

2 1.86×1020

ライズタイム τai(s) τai=0.5Wai/Vr，Wai：ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ幅 8.33

背

景

領

域

面積 Sb（km2） Sb=S-Sa 87500

地震モーメント M0b（Nm） M0b=M0-M0a 3.0×1022

すべり量 Db（m） Db=M0b/(μ・Sb) 7.3

実効応力 σb（MPa） σb=0.2Δσa 6.9

ライズタイム τb(s) τb=0.5W/Vr 33.33

Q値 Q 佐藤ほか（1994） 110f 0.69

高域遮断周波数 ｆmax(Hz) 2005年宮城県沖の地震のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果 18

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 基本震源モデルの設定 基本ケースの断層パラメータ

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p63 修正
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断層パラメータ 設定方法 設定値

強
震
動
生
成
域

全
体

面積 Sa(km
2) Sa=cS，c=0.125 12500

地震モーメント M0a（Nm） M0a=μ・Da・Sa 1.0×1022

すべり量 Da（m） Da=2・D 17.1

短周期レベル Aa(Nm/S
2) Aa=(ΣAai

2)1/2 4.28×1020

強
震
動
生
成
域
２
（宮
城
県
沖
）

面積 Sa2(km
2) Sa2=Sa/5 2500

地震モーメント M0a2（Nm） M0a2=M0a･Sa2
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5 2.0×1021

すべり量 Da2（m） Da2=M0a2/(μ・Sa2) 17.1

応力降下量 Δσa2（MPa） Δσa2=S/Sa・Δσ×1.6 39.4

短周期レベル Aa2(Nm/s
2) Aa2=4π√（Sa2/π）･Δσa2・β

2 2.13×1020

ライズタイム τa2(s) τa2=0.5Wa2/Vr，Wa2：ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ幅 8.33

強
震
動
生
成
域
１
，
３
，
４
，
５

面積 Sai(km
2) Sai=Sa/5 2500

地震モーメント M0ai（Nm） M0ai=M0a･Sai
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5 2.0×1021

すべり量 Dai（m） Dai=M0ai/(μ・Sai) 17.1

応力降下量 Δσai（MPa） Δσai=S/Sai・Δσ×1.4 34.5

短周期レベル Aai(Nm/s
2) Aai=4π√（Sai/π）･Δσai・β

2 1.86×1020

ライズタイム τai(s) τai=0.5Wai/Vr，Wai：ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ幅 8.33

背

景

領

域

面積 Sb（km2） Sb=S-Sa 87500

地震モーメント M0b（Nm） M0b=M0-M0a 3.0×1022

すべり量 Db（m） Db=M0b/(μ・Sb) 7.3

実効応力 σb（MPa） σb=0.2Δσa 6.9

ライズタイム τb(s) τb=0.5W/Vr 33.33

Q値 Q 佐藤ほか（1994） 110f 0.69

高域遮断周波数 ｆmax(Hz) 2005年宮城県沖の地震のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果 18

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 不確かさケース１，２の断層パラメータ

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p64 修正

断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

走向 θ（°） 3.11地震のF-netのCMT解 200

傾斜角１（東側） δ1(°） 壇ほか（2005） 12

傾斜角２（西側） δ2(°) 壇ほか（2005） 21

すべり角 λ(°） 3.11地震のF-netのCMT解 88 

長さ L（km） 断層面積に基づき設定 500

幅 W（km） 断層面積に基づき設定 200

破
壊
開
始
点

基準点北緯 N（°） 本震の震源位置（気象庁（2012）） 38.1035

基準点東経 E（°） 本震の震源位置（気象庁（2012）） 142.8610

基準点深さ H（km） 本震の震源位置（気象庁（2012）） 23.7

基準点～上端 W1(km ) － 55

基準点～北縁 ｌ1（km） － 195

上端深さ hu（km） hu=H-W1sinδ1 12.3

下端深さ hl（km） hl=H+(100-W1）sinδ1+100sinδ2 68.9

断層面積 S（km2） ｌogS=M-4.0 100000

平均応力降下量 Δσ（MPa） Δσ=7/16・M0・（S/π）-3/2 3.08

地震モーメント M0（Nm） logM0=1.5Mw+9.1 4.0×1022

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Mw 与条件 9.0

平均すべり量 D（m） D=M0/（μ・S） 8.5

剛性率 μ（N/m2）
地震調査研究推進本部
（2002),(2005）

4.68×1010

S波速度 β（km/s）
地震調査研究推進本部
（2002),(2005）

3.9

破壊伝播速度 Vr（km/s）
地震調査研究推進本部
（2002),(2005）

3.0
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 断層モデルによる手法を用いた地震動評価結果 基本ケース
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 断層モデル手法による地震動評価

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p66 再掲
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 断層モデルによる手法を用いた地震動評価結果 不確かさケース１ 応力降下量（短周期レベル）
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第390回審査会合(H28.8.19)
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 断層モデル手法による地震動評価
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 断層モデルによる手法を用いた地震動評価結果 不確かさケース２

ＳＭＧＡ位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳
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第390回審査会合(H28.8.19)
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 断層モデル手法による地震動評価



88

 応答スペクトルに基づく地震動評価

・3.11地震の各地で観測された揺れは，地震動的にはM8前半の規模を適用した距離減衰式と整合することが指摘さ

れているが，具体的にどのような規模を当てはめるか，また，応答スペクトルの周波数特性まで整理した検討につい
ては課題となっている。

・一方，敷地では3.11地震の観測記録※が得られていることから，距離減衰式による評価に代わり，この観測記録に

基づき地震動を設定する。設定においては，観測記録と断層モデル手法による評価結果を比較した際，観測記録が
不確かさを考慮した断層モデル手法による評価結果を上回ることが考えられるので，そのような周期帯に余裕を持
たせるよう観測記録を包絡した応答スペクトルを設定する。この観測記録を包絡した応答スペクトルを応答スペクト
ルに基づく手法による地震動評価とする。

・なお，余裕の考慮については，観測記録を一律係数倍する方法も考えられるが，観測記録が不確かさを考慮した断
層モデル手法による評価結果を上回る周期帯に対してより多くの余裕を持たせるためには，スペクトルの山谷を一
律係数倍するよりも，振幅レベルの小さい谷の部分がより効果的に包絡される包絡スペクトルの方が適していると
考えられる。

周期

振幅

観測記録の包絡のイメージ

3.11地震観測記録（はぎとり波）
3.11地震観測記録の包絡スペクトル
不確かさを考慮した断層モデル手法による評価結果

※：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の影響を除去したはぎとり波。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 応答スペクトル手法による地震動評価

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p69 再掲
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 応答スペクトルに基づく地震動評価結果

水平方向 鉛直方向

SI比※1 鉛直方向：1.17

※1：3.11地震に対する応答スペクトルに基づく評価のSI比（応答スペクトル強さの比），0.1≦T≦2.5，h=0.05

※2：敷地岩盤上部（O.P.-8.6m）の観測記録について，表層の影響を除去したはぎとり波。

応答スペクトルに基づく地震動評価
3.11地震の観測記録（NS）※2

3.11地震の観測記録（EW）※2

応答スペクトルに基づく地震動評価
3.11地震の観測記録（UD）※2

SI比※1 水平方向：1.21

・3.11地震の観測記録（はぎとり波）に対して，これを包絡して余裕を持たせた応答スペクトルを設定。
・3.11地震の観測記録（はぎとり波）の応答スペクトルで谷となる周期帯に対して十分な余裕を確保している。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 応答スペクトル手法による地震動評価

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p70 再掲
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 断層モデルによる評価（基本ケース，不確かさケース），応答スペクトルに基づく評価

応答スペクトル

水平方向 鉛直方向

断層モデルによる評価（基本ケース）

断層モデルによる評価（不確かさケース１）

断層モデルによる評価（不確かさケース２）

応答スペクトルに基づく評価

断層モデルによる評価（基本ケース）

断層モデルによる評価（不確かさケース１）

断層モデルによる評価（不確かさケース２）

応答スペクトルに基づく評価

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．１ プレート間地震

３．１．４ 検討用地震の地震動評価 まとめ

第390回審査会合(H28.8.19)

資料2 p72 再掲
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３．２ 海洋プレート内地震
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【過去の地震】
○沈み込んだ海洋プレート内地震
（東北地方）

・2003年5月26日宮城県沖の地震（M7.1）
・2008年7月24日岩手県沿岸北部の地震（M6.8）
・2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）
・2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3）

（北海道）
・1993年釧路沖地震（M7.5）
・1994年北海道東方沖地震（M8.2）

○沈み込む海洋プレート内地震
・1933年三陸沖の地震（M8.1）

検討用地震の選定

地震動評価
断層モデル手法による

地震動評価

不確かさの検討・反映 地震規模
短周期レベル
（応力降下量）断層の位置

2011年4月7日宮城県沖型地震
（4.7型地震）

検討対象地震

【地震タイプ毎の検討対象地震】
①二重深発地震 上面の地震

2011年4月7日宮城県沖型地震（M7.5）
②二重深発地震 上面の地震

2003年5月26日宮城県沖型地震（M7.3）
③二重深発地震 下面の地震（M7.5）
④沖合いのやや浅い地震（M8.2）
⑤アウターライズの地震（M8.6）

強震動生成域
(SMGA)の位置

応答スペクトル手法による
地震動評価

各種調査

あらかじめ不確かさを考慮した地震動
評価を実施したうえで，敷地への影響
が最も大きい地震を選定

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．１ 検討用地震の選定 地震動評価概要

 海洋プレート内地震の地震動評価フロー

敷地周辺の地震発生状況
各種知見等

第778回審査会合(R1.9.27)
資料1 -4-1p92 修正
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№ タイプ名
検討した
地震規模

東北地方で発生した主な地震 北海道で発生した主な地震

1

沈み込んだ
海洋プレート内
の地震

二重深発地震 上面の地震 4.7型地震 Ｍ7.5 2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）※1

2 二重深発地震 上面の地震 2003年型地震 M7.3 2003年5月26日宮城県沖の地震（M7.1）※2

3 二重深発地震 下面の地震 Ｍ7.5 2008年7月24日岩手県沿岸北部の地震（M6.8） 1993年釧路沖地震（M7.5）

4 沖合いのやや浅い地震 M8.2 2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3） 1994年北海道東方沖地震（M8.2）

5
沈み込む海洋プレート内の地震

アウターライズの地震 Ｍ8.6
1933年三陸沖の地震（M8.1）
2011年3月11日三陸沖の地震（M7.5)

断層位置 模式図（断面図）断層位置 模式図（平面図）

発生機構などの違いも踏まえ，５つのタイプの検討対象地震を設定し，それぞれ不確かさを考慮し敷地への影響検討
を行った上で，最も影響の大きいタイプの地震を検討用地震として選定している。

※1：2011年4月7日宮城県沖の地震を以下「4.7地震」という。
※2：2003年5月26日宮城県沖の地震を以下「2003年宮城県沖の地震」という。

：プレート境界の等深線

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p10 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．１ 検討用地震の選定 海洋プレート内地震の検討対象地震
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3.2.3 震源特性パラメータの設定

海洋プレート内地震の規模の設定においては、敷
地周辺において過去に発生した地震の規模、すべり
量、震源領域の広がり等に関する地形・地質学的、
地震学的及び測地学的な直接・間接的な情報が可
能な限り活用されていることを確認する。

3.2.3 震源特性パラメータの設定

国内のみならず世界で起きた大規模な地震を踏ま
え、地震の発生機構やテクトニクス的背景の類似性
を考慮した上で震源領域が設定されていることを確
認する。

3.2.3 震源特性パラメータの設定

特に、スラブ内地震についてはアスペリティの応力
降下量（短周期レベル）が適切に設定されていること
を確認する。

3.3.2 断層モデルを用いた手法による地震動評価

アスペリティの位置が活断層調査等によって設定
できる場合は、その根拠が示されていることを確認
する。根拠がない場合は、敷地への影響を考慮して
安全側に設定されている必要がある。

審査ガイドの主要記載事項

【地震の想定位置（断層の位置）】
○過去の地震の発生状況，テクトニクス的背景，地震観測から得られるトモグラフィの

知見等を踏まえ，地震タイプごとに想定位置を決定。
・特に，陸域に近い位置で発生する地震（2003年型地震，下面の地震）については，安全
側に敷地直下に想定したケースも考慮。

【地 震 規 模】
○沈み込んだ海洋プレート内地震に対しては，東北地方の太平洋プレート内で発生した

過去の地震の最大規模M7.3を全ての地震タイプで共通的に考慮。
・テクトニクス的背景に相違のある北海道で発生した地震の最大規模(下面の地震M7.5,
沖合いのやや浅い地震M8.2(M8.2は世界的にも最大規模))を該当する地震タイプに考慮。

・低速度域の存在が指摘されている場合はそれを考慮(4.7型地震)。

【強震動生成域の応力降下量（短周期レベル）】

○過去に敷地周辺で発生した規模の大きい地震の短周期レベルを基本的に採用。沈
み込んだ海洋プレート内地震に対しては，不確かさとして4.7地震の短周期レベル
（東北地方で最大レベル）も考慮。

・過去に規模の大きい地震が発生していない地震タイプ（海洋地殻内に強震動生成域が
位置する地震，下面の地震）に対しては，他の地震タイプとのテクトニクス的違いや過去
の中規模地震の特徴等を考慮し，安全側に設定。

【強震動生成域の位置】
○過去の地震の強震動生成域の位置が特定されているものについてはそれを採用。

・低速度域が認められる場合は，それをベースに安全側に設定（4.7型地震）。
・根拠が無い場合は，敷地への影響を考慮して安全側に設定（下面の地震他）。

検討対象地震の断層パラメータの設定の考え方

注１：審査ガイドの記載内容については，一部簡略化して記載。

検討対象地震に関する各種知見と断層モデルの断層面の位置，SMGAの位置等の不確かさの設定方法について，
考え方を整理した。

注２：アスペリティを強震動生成域（ＳＭＧＡ）という。

検討対象地震 断層パラメータの設定の考え方

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．１ 検討用地震の選定 海洋プレート内地震の検討対象地震

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p11 再掲
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女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震
上面の地震

2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

女川原子力発電所からの距離 （km）

断層位置 模式図（断面図）

地震波トモグラフィから，4.7地震の発生位置は
太平洋プレート内の海洋性マントルの低速度
域と対応している。

4.7地震の地震規模はＭ7.2。

4.7地震の短周期レベルは，東北地方で発生し
た規模の大きい海洋プレート内地震としては
最大レベル（地震調査研究推進本部（2017）の
短周期レベルの約1.5倍）。

検討ケース１

M7.2，1.5As※

位置：発生位置

北海道における中小地震の分析から，海洋地
殻と海洋性マントルでは応力降下量に1.9倍程
度の違いがある。

検討ケース２

M7.5，1.5As

位置：低速度域の
位置（SMGAはマ
ントル内敷地寄
り）

検討ケース３

M7.5，1.0As

位置：海洋地殻ま
で断層面を考慮
（SMGAは海洋地
殻内）

知 見 知 見検討ケース 検討ケース

4.7地震は相対的に敷地に対して最も厳しい
位置で発生した地震（感度解析結果による）。

保守性（SMGAを敷地の近くに評価するという
観点から，破壊領域を海洋地殻まで拡大）

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震 上面の地震
2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

40km 0km20km

60km

東北地方で発生した海洋プレート内地震の最大
規模はＭ7.3。

余震域の北側の海洋性マントルに低速度域が
拡がっている。

破壊は海洋プレート内の応力中立面付近から
始まり海洋性マントル内に留まる。

：断層位置， ：地震規模， ：応力降下量（短周期レベル）， ：ＳＭＧＡ位置

※As：地震調査研究推進
本部（2017）による
短周期ﾚﾍﾞﾙ

二重深発地震 上面の地震 4.7型地震

断層位置 模式図（平面図）

：敷地に影響が大きいケース。
断層モデル手法により評価。

：プレート境界の等深線

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．１ 検討用地震の選定 海洋プレート内地震の検討対象地震

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p12 修正

※ 4.7地震：
2011年4月7日宮城県沖の地震
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女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震
上面の地震

2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

女川原子力発電所からの距離 （km）

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震 上面の地震
2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

40km 0km20km

60km

断層位置 模式図（断面図）断層位置 模式図（平面図）

2003年宮城県沖の地震は，上面・面間・下
面に微小地震が集中している箇所で発生
（低速度域と対応している）。
同様の特徴を有する箇所は東北地方では
複数存在するが，敷地に最も近い場所は，
2003年宮城県沖の地震が発生した場所。

2003年宮城県沖の地震の地震規模はＭ7.1。

2003年宮城県沖の地震の短周期レベルは，
地震調査研究推進本部（2017）の短周期レ
ベルの約1.3倍。

検討ケース１

M7.1，1.3As※

位置：敷地に最
も近い微小地震
集中箇所

東北地方で発生した海洋プレート内地震の
最大規模はＭ7.3。

東北地方で発生した規模の大きい海洋プ
レート内地震で最も短周期レベルが大きい地
震は4.7地震（地震調査研究推進本部（2017）
の短周期レベルの約1.5倍）。

敷地極く近傍は，規模の大きい上面，下面の
地震の発生が指摘されている箇所（上面・面
間・下面の微小地震の集中箇所）ではない。

検討ケース２

M7.3，1.3As

位置：敷地に最
も近い微小地震
集中箇所

検討ケース３

M7.1，1.5As

位置：敷地に最
も近い微小地震
集中箇所

参考検討ケース

M7.1，1.3As

位置：敷地下方

知 見 知 見検討ケース 検討ケース

2003年宮城県沖の地震のSMGAは海洋プレート上端
（一部海洋地殻）であり，地震動評価はこれを踏襲。

保守性

二重深発地震 上面の地震 2003年型地震

：断層位置， ：地震規模， ：応力降下量（短周期レベル）， ：ＳＭＧＡ位置

：プレート境界の等深線

：敷地に影響が大きいケース。

敷地での観測記録を用いた
簡易評価により評価。

※As：地震調査研究推進
本部（2017）による
短周期ﾚﾍﾞﾙ

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．１ 検討用地震の選定 海洋プレート内地震の検討対象地震

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p13 修正

※ 2003年宮城県沖の地震：
2003年5月26日宮城県沖
の地震

4.7地震：
2011年4月7日宮城県沖の地震
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女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震
上面の地震

2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

女川原子力発電所からの距離 （km）

断層位置 模式図（断面図）

2008年岩手県沿岸北部の地震は，上面・面間・下面
に微小地震が集中している箇所で発生。同様の特徴
を有する箇所で敷地に最も近い場所は2003年宮城県
沖の地震の発生位置。

東北地方で最も規模の大きい下面の地震は，2008
年岩手県沿岸北部の地震（M6.8）。

検討ケース１

M6.8，1.6As

位置：敷地に最
も近い微小地震
集中箇所

東北地方で発生した海洋プレート内地震の最
大規模はＭ7.3。

地震テクトニクス的に違いがあるが，北海道で
発生した下面の地震の最大規模は1993年釧
路沖地震のM7.5。

敷地極く近傍は，規模の大きい上面，下面の
地震の発生が指摘されている箇所（「上面・面
間・下面の微小地震の集中箇所」）ではない。

検討ケース２

M7.3，1.6As

位置：敷地に最
も近い微小地震
集中箇所

検討ケース３

M7.5，1.6As

位置：敷地に最
も近い微小地震
集中箇所

参考検討ケース

M7.5，1.6As

位置：敷地下方

知 見 知 見検討ケース 検討ケース

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震 上面の地震
2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

40km 0km20km

60km

2008年岩手県沿岸北部の地震は地震規模はM6.8と
やや小さく，さらに想定位置からもやや遠い場所で発
生しているが，短周期レベル（佐藤（2013））は2003年
宮城県沖の地震や4.7地震より大きく，地震調査研究
推進本部（2017）の短周期レベルの約1.6倍。

断層モデルのSMGAの位置は敷地への影響を
考慮して安全側に設定。

保守性

二重深発地震 下面の地震

断層位置 模式図（平面図）

：断層位置， ：地震規模， ：応力降下量（短周期レベル）， ：ＳＭＧＡ位置

：プレート境界の等深線

：敷地に影響が大きいケース。
断層モデル手法により評価。

※As：地震調査研究推進
本部（2017）による
短周期ﾚﾍﾞﾙ

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．１ 検討用地震の選定 海洋プレート内地震の検討対象地震

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p14 修正

※ 2008年岩手県沿岸北部の地震：
2008年7月24 日岩手県沿
岸北部の地震

2003年宮城県沖の地震：
2003年5月26日宮城県沖
の地震

4.7地震：
2011年4月7日宮城県沖の地震
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断層位置 模式図（断面図）

2011年三陸沖の地震（M7.3）は，太平洋プレート
内の日本海溝付近のやや浅い場所で発生した
地震。

2011年三陸沖の地震の地震規模Ｍ7.3は沈み込
んだ海洋プレート内地震としては東北地方で最
大規模。

2011年三陸沖の地震の短周期レベルは地震調
査研究推進本部（2017）の短周期レベルの0.6倍。

検討ケース１

M7.3，0.6As

位置:発生位置

地震テクトニクス的に違いがあるが，北海道で
発生した沖合いのやや浅い地震の最大規模は
1994年北海道東方沖地震のM8.2。M8.2は世界
的にも最大規模。

検討ケース２

M7.3，1.5As

位置：発生位置

検討ケース３

M8.2，1.0As

位置：発生位置

知 見 知 見検討ケース 検討ケース

東北地方で発生した規模の大きい海洋プレート内
地震で最も短周期レベルが大きい地震は4.7地震
（地震調査研究推進本部（2017）の短周期レベル
の約1.5倍）。

2011年三陸沖の地震の短周期レベルは地震調査研究
推進本部（2017）の0.6倍であるが，保守的に1.0倍を採
用。

断層モデルのSMGAの位置は敷地への影響を
考慮して安全側に設定。

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震 上面の地震
2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

40km 0km20km

60km

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震
上面の地震

2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

女川原子力発電所からの距離 （km）

断層位置 模式図（平面図）

沖合いのやや浅い地震

：断層位置， ：地震規模， ：応力降下量（短周期レベル）， ：ＳＭＧＡ位置

：プレート境界の等深線

：敷地に影響が大きいケース。
断層モデル手法により評価。

※As：地震調査研究推進
本部（2017）による
短周期ﾚﾍﾞﾙ

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．１ 検討用地震の選定 海洋プレート内地震の検討対象地震

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p15 修正

※ 2011年三陸沖の地震：
2011年7月10日三陸沖の地震

4.7地震：
2011年4月7日宮城県沖の地震
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断層位置 模式図（断面図）

1933年三陸沖の地震（M8.1）は海溝軸東側の地
震。2011年3月11日（15 時25 分）の地震（M7.5）
も海溝軸より東側で発生した正断層型の地震で，
典型的なアウターライズ地震。

歴史地震としては1933年三陸沖の地震（M8.1）
が最大規模。地震調査研究推進本部（2013）で
はＭ8.2の規模の地震を想定。

2011年3月11日（15 時25 分）の地震（M7.5）の短周
期ﾚﾍﾞﾙは地震調査研究推進本部（2017）の短周
期ﾚﾍﾞﾙの0.7倍。

検討ケース１

M8.2，0.7As

位置：海溝軸東側

津波評価において，1611年三陸沿岸及び北海道
東岸の地震はアウターライズ地震の可能性があ
るとして，Ｍ8.6規模の地震を評価。

検討ケース２

M8.2，0.7As

位置：海溝軸西側

検討ケース３

M8.6，0.7As

位置：海溝軸東側

知 見 知 見検討ケース 検討ケース

地震調査研究推進本部（2013）では海溝軸東側
に断層モデルを設定。

地震調査研究推進本部（2013）では海溝軸西側
にも断層モデルを設定。

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震 上面の地震
2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

40km 0km20km

60km

断層位置 模式図（平面図）

女川原子力発電所

沖合いのやや浅い地震

アウターライズ地震

二重深発地震 上面の地震

4.7型地震

二重深発地震
上面の地震

2003年型地震

二重深発地震

下面の地震

女川原子力発電所からの距離 （km）

アウターライズ地震

：断層位置， ：地震規模， ：応力降下量（短周期レベル）， ：ＳＭＧＡ位置

：プレート境界の等深線

：敷地に影響が大きいケース。
敷地での観測記録を用いた
簡易評価により評価。

※As：地震調査研究推進
本部（2017）による
短周期ﾚﾍﾞﾙ

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．１ 検討用地震の選定 海洋プレート内地震の検討対象地震

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p16 修正
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 地震動評価の比較
・地震タイプごとに敷地に影響の大きいケースについて比較。

鉛直方向水平方向

○敷地への影響が最も大きい二重深発地震上面の地震の「4.7型地震（2011年4月7日宮城県沖型地震）」を検討用地震として選定する。

⑤アウターライズの地震（検討ケース３）

①4.7型地震（検討ケース２）

②2003年型地震（検討ケース2）

③二重深発下面（参考検討ケース）

④沖合いのやや浅い地震（検討ケース３）

4.7型地震比較用設定スペクトル

⑤アウターライズの地震（検討ケース３）

①4.7型地震（検討ケース２）

②2003年型地震（検討ケース2）

③二重深発下面（参考検討ケース）

④沖合いのやや浅い地震（検討ケース３）

4.7型地震比較用設定スペクトル

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p17 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．１ 検討用地震の選定 海洋プレート内地震の検討対象地震
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検討対象地震としての検討 検討用地震としての検討
認識論的不確かさについて
さらなる保守性を考慮

短周期レベルに関する知見
4.7地震は上面の地震として
東北地方で最大

断層位置に関する知見
4.7地震付近及びその北側に低速
度域の拡がりが存在

太平洋プレート内の過去の地震

陸寄りの沈み込んだ位置での地震
規模は北海道を含めＭ7.5が最大

中立面の傾向

東北地方は北海道に比べ中立
面が深く上面地震が活発

【主な知見】

検討ケース１

4.7地震，M7.2
(SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭ
ﾚｰｼｮﾝ,A=4.7地震）

検討ケース２
・M7.5（SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭ

ﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽ， A=4.7地震
相当※）

・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと低速度域の
拡がりを保守的に評価し
SMGA配置

検討ケース３
・M7.5（SMGA地殻内集約，

A=地震調査研究推進本
部（2017））

・地震調査研究推進本部
（2017）を参考，SMGA集
約配置

補足検討ケース1-1
4.7地震（M7.2）の
断層位置の感度解析

補足検討ケース1-2
4.7地震（M7.2）の
断層傾斜角の感度解析

補足検討ケース2
・M7.5（SMGAﾏﾝﾄﾙ内分散，

A=4.7地震相当）

・地震調査研究推進本部
（2017）を参考，SMGAを５
個配置

不確かさケース３
・M7.5（SMGAﾏﾝﾄﾙ内集約，

A=4.7地震相当）

・地震調査研究推進本部
（2017）を参考，SMGA集約
配置

不確かさケース１
・M7.5（SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰ

ｼｮﾝｱﾚﾝｼﾞ, A=4.7地震相当）

・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝより得られた深い
SMGAの位置をモデル上端
に配置

不確かさの考慮
・断層の位置
・SMGA位置，集約

不確かさの考慮
・断層の位置
・SMGA位置，集約

不確かさの考慮
・地震規模
・断層の位置
・SMGA位置

不確かさ
の考慮
SMGA位置

SMGA配置の
保守性確認

【評価ケース】

不確かさケース２
・Ｍ7.5（SMGA地殻内集約，

A=4.7地震相当の0.8倍

（地震調査研究推進本部
（2017）×1.2倍）

・地震調査研究推進本部
（2017）を参考，SMGA集
約配置

断層位置の保守性確認

保守性

保守性

【参考検討ケース】

海洋地殻内短周期レベルに関する知見①

北海道における海洋地殻と海洋性マントルの
応力降下量の違い

海洋地殻内短周期レベルに関する知見②

東北地方の海洋地殻と海洋性マントルの
物性の違い等による保守的評価

【主な知見】

※A=4.7地震相当：
短周期ﾚﾍﾞﾙが4.7地震の地
震ﾓｰﾒﾝﾄM0－短周期ﾚﾍﾞﾙA
の関係相当。地震調査研究
推進本部（2017）による短
周期ﾚﾍﾞﾙの1.5倍。

基本ケース
・M7.5（SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭ

ﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽ，A=4.7地震
相当）

・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと低速度域の
拡がりを保守的に評価し
SMGA配置

保守性

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 全体概要

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p19 修正



102

検討ケース１
4.7地震，M7.2

(SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ）

検討ケース２，M7.5
（SMGAﾏﾝﾄﾙ内
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽ）

検討ケース３，M7.5
（SMGA地殻内集約）

補足検討ケース2
M7.5（SMGAﾏﾝﾄﾙ内分散）

補足検討ケース1－2
断層傾斜角の感度解析

補足検討ケース1－1
断層位置の感度解析

不確かさケース１，M7.5
（SMGAﾏﾝﾄﾙ内

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｱﾚﾝｼﾞ）

基本ケース，M7.5
（SMGAﾏﾝﾄﾙ内
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽ）

不確かさケース２，M7.5
（SMGA地殻内集約）

不確かさケース３
（SMGAﾏﾝﾄﾙ内集約）

【評価ケース】

【参考検討ケース】

保守性

保守性

検討対象地震としての検討 検討用地震としての検討

保守性

・SMGA位置：海洋性マントル内
・短周期レベル：4.7地震相当※

（地震調査研究推進本部（2017）×1.5）

※4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルA
の関係相当の短周期レベル。

・海洋性マントルの低速度域で発生
・短周期レベルは東北地方の過去の地震で最大

（地震調査研究推進本部（2017）×1.5）

・SMGA位置：海洋地殻内
・短周期レベル：4.7地震相当×0.67

（地震調査研究推進本部（2017））

・SMGA位置：海洋地殻内
・短周期レベル：4.7地震相当×0.8

（地震調査研究推進本部（2017）×1.2）

・SMGA位置：海洋性マントル内
・短周期レベル：4.7地震相当

（地震調査研究推進本部（2017）×1.5）

・SMGA位置：海洋性マントル内
・短周期レベル：4.7地震相当

（地震調査研究推進本部（2017）×1.5）

・SMGA位置：海洋性マントル内
・短周期レベル：4.7地震相当

（地震調査研究推進本部（2017）×1.5）

・SMGA位置：海洋性マントル内
・短周期レベル：4.7地震相当

（地震調査研究推進本部（2017）×1.5）

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 全体概要

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p8 修正
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4.7地震の震源域周辺のS波速度構造の南北断層面に沿った分布図（Nakajima et al.(2011))
白丸は再決定した余震。黒実線はプレート境界。破線は海洋プレートモホ面。

・規模の検討として，安全側にM7.5を考慮。

・断層モデルは，低速度域の拡がりから，4.7地震
モデルの北側に拡張する。

東北地方の過去の海洋プレート内地震（M7程度以上）

・2003年5月26日宮城県沖の地震（M7.1，H=72km)：

DC型 上面

・4.7地震（M7.2，H=66km）：DC型 上面

・2008年7月24日岩手県沿岸北部の地震

（M6.8，H=108km）：DE型 下面

・2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3，H=34km）：

やや浅い地震，津波が発生

地震規模の間接的な知見

【Nakajima et al.(2011)】からの整理
・4.7地震の断層面に沿ったS波速度分布から，余震分布から推定される断層面は，海洋性マントル内の低速度域に対応し
ている。

・4.7地震の震源から南側の海洋性マントル内は高速度域となっており，余震の分布はない。
・一方，北側の海洋性マントル内の低速度域は余震分布のさらに北側にも拡がっている。

規模を参照

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

（参考）北海道の陸寄りの沈み込んだ領域で発生した過去の地震
・1993年釧路沖地震（M7.5，H=101km）：DE型 下面

第367回審査会合(H28.6.3)

資料1-1 p41 修正
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遠地実体波を使ったすべり分布 山中（2011）

赤いコンターが4.7地震

GPSデータに基づき推定された断層モデル

Ohta et al.(2011)

強震記録を用いたフォワードモデルによる

断層モデル 原田・釜江（2011）

検討ケース１ 4.7地震，M7.2

SMGAマントル内シミュレーション

・4.7地震シミュレーションモデルは，Ohta et 
al.(2011)の測地データに基づく断層モデル
等と比較し，4.7地震の震央付近にアスペリ
ティを集約したモデルとなっている。

（参考）

・基本ケース（p117）の断層モデルの巨視的
面がOhta et al.(2011)と同等の大きさとなっ
ている。検討ケース２／基本ケース M7.5

SMGAマントル内シミュレーションベース

女川原子力発電所女川原子力発電所

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

地震規模の間接的な知見

第367回審査会合(H28.6.3)

資料1-1 p34 修正

コメントＳ194
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■Ohta et al.(2011)による知見

・GPSデータに基づき4.7地震の断層モデルの推定を行っている。
・4.7地震の震源（破壊開始点）は，DCとDEの中立面付近（Kita et al.(2010))にある。

・4.7地震の破壊は，海洋プレート内の応力中立面を大きく超えて拡大したものではない。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

地震規模の間接的な知見

第309回審査会合(H27.12.16)

資料1 p31 修正

コメントＳ194
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海洋プレート内地震の地震モーメントと短周期レベルの関係（佐藤（2012）に一部加筆）

4.7地震の短周期レベルAは，同じ太平洋プレート上面（DC型）で発生した2003年5月26日宮城県沖の地震と比較して大きい※。

※4.7地震の短周期レベルAは，2003年5月26日宮城県沖の地震（M7.1）の短周期レベルAの約1.4倍。

なお，規模の差を差し引いて求めた短周期レベルA（短周期レベルAがM0
1/3に比例すると仮定して算定）の差は約1.2倍となる。

2011年4月7日宮城県沖の地震

2003年5月26日

宮城県沖の地震

 短周期レベル（応力降下量）

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

第309回審査会合(H27.12.16)

資料1 p32 再掲
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

北海道下の海洋プレート内地震の応力降下量 （Kita and Katsumata(2015) ）

【Kita and Katsumata(2015)】
・北海道下の海洋プレート内地震を分析すると，海洋地殻で発生する地震の応力降下量は，海洋性マントル内で発生する地震の
応力降下量よりも小さい傾向がある。

海洋地殻 海洋性マントル

海洋地殻，海洋性マントルともS波速度を4.6km/sとし

た場合，海洋性マントルの応力降下量は，海洋地殻
の約2.8倍程度（70～120km）。

海洋地殻のS波速度を4.0km/s，海洋性マントルのS波速
度を4.6km/sとした場合，海洋性マントルの応力降下量は
海洋地殻の約1.9倍程度（70～120km）。

⇒海洋性マントルの応力降下量は海洋地殻の約1.9倍程度となっている。

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p90 再掲

コメントＳ188

海洋地殻と海洋性マントルとの物性の違いの考慮
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【北(2016)：東北日本下におけるスラブ内地震の応力降下量の深さ変化の特徴】
・東北日本下の海洋プレート内地震について分析すると，北海道下と同様に，海洋地殻で発生する地震の応力降下量は，海洋性
マントル内で発生する地震の応力降下量よりも小さい傾向がみられた。

・東北・北海道では，スラブ内の応力場の違いは，海洋プレート内地震の応力降下量へあまり影響を与えていないと推察される。

海洋地殻 海洋性マントル

東北日本下の海洋プレート内地震の応力降下量 （北(2016) ）

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p93 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

海洋地殻と海洋性マントルとの物性の違いの考慮

コメントＳ188
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海洋プレート内地震の応力降下量 模式図

（Kita and Katsumata(2015) ）

【Kita and Katsumata(2015)】
・海洋地殻と海洋性マントルの応力降下量の違いは，剛性とD/ｒの違いで説明できる可能性がある。
・応力降下量は，一般的に剛性に比例※すると考えられるので，海洋地殻と海洋性マントルの岩石のタイプによる剛性の差が応力降下
量の差の原因の可能性がある。

・また，この違いは，2001年芸予地震の震源モデル(Kakehi(2004)，Miyatake et al.(2004))等の研究においても報告されている。

※： Δσ：応力降下量，ｒ：等価半径

μ：剛性率，D：すべり量

2001年芸予地震のすべり分布（Kakehi（2004））

2001年芸予地震のすべり分布と応力降下量（Miyatake et al.（2004））

⇒北海道における地殻とマントルの応力降下量の違いは， Kita and Katsumata(2015)では剛性の違いが主要因と考えられている。

海洋地殻の応力降下量は，
70～100kmでは，温度に

よる剛性低下の効果が大
きく，応力降下量が減少
する。110～170kmでは，

温度上昇による剛性低下
の効果より脱水作用等に
よる剛性の増大により応
力降下量が増加する。こ
れは海洋地殻での相転移
に関連する。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p91 再掲

コメントＳ188

海洋地殻と海洋性マントルとの物性の違いの考慮
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【Kita and Katsumata.(2015)による知見】
・Christensen(1996)は，封圧1.0GPaにおける岩石の密度及びVsを示しており，上部マントルの剛性率は67～75GPa，
地殻（深さ70～120km）の剛性率は45～48GPaとなる。

・この知見から，海洋地殻／上部マントルの剛性率の比として，60～71％が導かれる。

【Christensen(1996 )及びChristensen and Mooney(1995)による知見】
・Christensen(1996)は，Christensen and Mooney(1995)の知見に基づき，封圧1.0GPaにおける岩石の物性について
整理している。

封圧下における物性値【Christensen(1996)より抜粋・一部加筆】

海洋地殻の構成岩石
玄武岩

マントルの構成岩石
かんらん岩

海洋地殻の構成岩石
角閃岩

マントルの構成岩石（かんらん岩）は，地殻の構成岩石（玄武岩等）に比べて密度・S波速度・P波速度が大きい。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p92 再掲

コメントＳ188

海洋地殻と海洋性マントルとの物性の違いの考慮
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・地震調査研究推進本部（2012）の評価に用いている地下構造モデルにおいて，北海道地方から東北地方にかけての太平洋プレートは
同じ構造（S波速度，密度等）のモデルが用いられている。

・この地下構造モデルの海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い（μ＝ρβ2，ρ：密度，β：S波速度）から算定される応力降下量の比
は約2.10倍である。これは，Kita and Katsumata(2015)における海洋地殻と海洋性マントルの応力降下量の関係（海洋性マントル/海洋
地殻＝約1.9倍程度）と対応している。

太平洋プレート構造モデル（地震調査研究推進本部（2012））

第22層 海洋地殻
（Vs（β）=3.5km/s）

第23層 海洋性マントル
（Vs（β）=4.6km/s）

全国１次地下構造モデル（暫定版）の物性値（地震本部（2012）） S波速度 密度 剛性率
剛性率の比

マントル/地殻
（地殻/マントル）

β ρ μ=ρβ2

（km/s） （g/cm3） （N/m2）

海洋地殻
（第22層）

3.5 2.8 3.4E+10 2.10
（0.47）海洋性ﾏﾝﾄﾙ

（第23層）
4.6 3.4 7.2E+10

海洋地殻と海洋性マントルの剛性率の比（応力降下量※の比）

※ Δσ：応力降下量，ｒ：等価半径

μ：剛性率，D：すべり量

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p94 修正

コメントＳ188

海洋地殻と海洋性マントルとの物性の違いの考慮
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・応力降下量と剛性率は比例関係にある※。

・一方，地震調査研究推進本部（2005）では，宮城県沖地震を想定した強震動予測に用いるため，東北地方の上部
マントルから地震基盤までの大構造を設定しているが，海洋地殻と海洋性マントルの物性の違い（μ＝ρβ2，ρ：
密度，β：S波速度）から算定される応力降下量の比は，約1.42倍となる。

※ Δσ：応力降下量，ｒ：等価半径

μ：剛性率，D：すべり量

上部マントルから地震基盤までの大構造

（地震調査研究推進本部（2005））

S波速度 密度 剛性率
剛性率の比

マントル/地殻
（地殻/マントル）

β ρ μ=ρβ2

（km/s） （g/cm3） （N/m2）

海洋地殻 3.93 3.0 4.6E+10 1.42
（0.70）海洋性

マントル
4.5 3.25 6.6E+10

海洋地殻と海洋性マントルの剛性率の比（応力降下量の比）

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p95 修正

コメントＳ188

海洋地殻と海洋性マントルとの物性の違いの考慮
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○海洋地殻の地震と海洋性マントルの地震の応力降下量（短周期レベル）
【地震記録等による検討】
・Kita and Katsumata(2015) での応力降下量（短周期レベル）

海洋地殻：海洋性マントル＝約0.53：1（1：1.9）

（Christensen（1996）の岩石試験を基にした 応力降下量（短周期レベル）

海洋地殻：海洋性マントル＝約0.60：1（1：1.7））

【地盤構造モデルに基づく検討】

・地震調査研究推進本部（2012）速度構造での応力降下量（短周期レベル）

海洋地殻：海洋性マントル＝約0.47：1（1：2.10）

・地震調査研究推進本部（2005）速度構造での応力降下量（短周期レベル）

海洋地殻：海洋性マントル＝約0.70：1（1：1.42）

海洋性マントルの応力降下量に対し海洋地殻の応力降下量（短周期レベル）
は0.47倍～0.70倍程度の値と評価される。

不確かさケース２（SMGA地殻内集約）の応力降下量（短周期レベル）としては，海洋地殻と海洋性マントルの物性の違
いを考慮し，保守的に4.7地震の0.8倍（地震調査研究推進本部（2017）の短周期レベルの1.2倍）を考慮する。

海洋地殻と海洋性マントルとの物性の違いの考慮

SMGAを海洋性マントル内に設定した場合は，4.7地震の知見から地震調査研究推進本部（2017）の短周期レベルの1.5
倍を考慮している。したがって，SMGAを海洋地殻内の場合は，4.7地震の0.47倍～0.70倍（地震調査研究推進本部
（2017）の短周期レベルの約0.7 （=1.5×0.47） ～1.05倍（=1.5×0.70））程度と考えられる。

北海道下の太平洋プレートでは，
海洋性マントルの応力降下量は海
洋地殻より大きく，東北日本下の
太平洋プレートでも同様の傾向が
ある（Kita and Katsumata(2015)，
北（2016））。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 知見の整理

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p100 修正
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不確かさ
の種類

パラメータ 基本ケースでの設定 不確かさの考慮

認識論的
不確かさ

地震規模
M7.5

（Mw7.4）

あらかじめ不確かさを考慮
・基本ケースの段階で，過去の東北地方で発生した海洋プレート内地震の最大規模（M7.3）を上回る規
模であり，また，沈み込んだ海洋プレート内地震としては，北海道を含め最大規模（M7.5）に相当し，保
守的な設定となっている。

断層の位置 海洋性マントル内

不確かさケースとして考慮
・基本ケースでは，4.7地震の断層位置及び傾斜角が敷地に対し厳しい位置であることを確認したうえで，

4.7地震と同じ海洋性マントル内に設定しているが，断層位置の不確かさとして破壊領域が4.7地震の
延長方向に海洋地殻まで拡がることを考慮する。

短周期
レベル

(応力降下量)

4.7地震の短周期

レベル相当※

あらかじめ不確かさを考慮
・SMGAを海洋性マントル内に設定する基本，不確かさケースでは，4.7地震が東北地方の二重深発地
震上面の地震として最も大きい値であることから，保守的に4.7地震相当の短周期レベル（地震調査研
究推進本部（2017）による短周期レベルの1.5倍）をあらかじめ考慮する。

・不確かさケースとしてSMGAを海洋地殻に設定する際は，海洋地殻と海洋性マントルとの物性の違い
（0.47～0.70倍）を保守的に考慮し，4.7地震相当の短周期レベルの0.8倍（地震調査研究推進本部
（2017）による短周期レベルの1.2倍）を考慮する。

SMGA位置
4.7地震ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ位置

＋
拡張側は断層上端

不確かさケースとして考慮
・基本ケースでは，4.7地震部分は4.7地震のSMGAの位置を踏襲し，北側に拡張した部分のSMGAは
あらかじめ断層上端（海洋性マントル内）に設定。また，不確かさケースとして保守的に4.7地震部分の
SMGAを断層上端に設定した場合を考慮する。

・また，不確かさケースとして敷地に近い海洋地殻にSMGAを集約したケースを考慮する。さらに，この
集約したSMGAを海洋性マントル位置で評価するケースも考慮する。偶然的

不確かさ
破壊開始点

破壊の伝播方向が敷地
に向かうように配置

あらかじめ不確かさを考慮
・基本ケース，不確かさケースとも，敷地に対し最も影響の大きい破壊開始点位置（破壊が敷地に向かう
ように設定した位置）で考慮する。

※：4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の短周期レベルを考慮する。地震調査研究推進本部（2017）の短周期ﾚﾍﾞﾙの1.5倍。

 不確かさの考え方の整理
・主要なパラメータについて，海洋プレート内地震に関する知見等を踏まえ，認識論的不確かさと偶然的不確かさに分類し，敷地に与える
影響が大きいパラメータについて不確かさを考慮し，地震動評価を行う。

【認識論的な不確かさ】：事前の詳細な調査や経験式などに基づき設定できるもの。

【偶然的な不確かさ】 ：事前の詳細な調査や経験式などに基づく特定が困難なもの。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 基本ケース，不確かさケースの整理
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※1：宮城県沖のプレート内の低速度域の傾向に加え，過去の東北地方で発生した海洋プレート内地震の最大規模（M7.3）や北海道で発生した沈み込ん
だ海洋プレート内地震の最大規模（Ｍ7.5）も踏まえ，保守的にＭ7.5を考慮する。

※2：4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の短周期レベルを考慮する。地震調査研究推進本部（2017）の短周期ﾚﾍﾞﾙの1.5倍。
※3：海洋性マントルと海洋地殻の応力降下量の違いの傾向を踏まえたうえで，保守的に4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の短

周期レベルの0.8倍を考慮する。地震調査研究推進本部（2017）の短周期ﾚﾍﾞﾙの1.2倍（=1.5×0.8）。

：あらかじめモデルに織り込む不確かさ

：考慮する不確かさ

検討ケース

断層モデルの設定条件

地震規模M 断層の位置
短周期ﾚﾍﾞﾙ

（応力降下量）
SMGAの位置 破壊開始点

基本ケース
（SMGAマントル内
シミュレーションベース）

M7.5※1 海洋性マントル内
4.7地震の

短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※2

4.7地震ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ位置
＋

拡張側は断層上端

破壊の伝播方向
が敷地に向かう

ように配置

不確かさケース１
（SMGAマントル内
シミュレーションアレンジ）

M7.5※1 海洋性マントル内
4.7地震の

短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※2

4.7地震ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ位置
のSMGAを断層上端

＋
拡張側は断層上端

破壊の伝播方向
が敷地に向かう

ように配置

不確かさケース２
（SMGA地殻内集約）

M7.5※1
海洋地殻＋

海洋性マントル

4.7地震の
短周期ﾚﾍﾞﾙ相当

の0.8倍※3
断層上端

破壊の伝播方向
が敷地に向かう

ように配置

不確かさケース３
（SMGAマントル内集約）

M7.5※1 海洋性マントル内
4.7地震の

短周期ﾚﾍﾞﾙ相当※2 断層上端
破壊の伝播方向
が敷地に向かう

ように配置

 検討用地震の基本ケースと不確かさケース

・前頁での整理を踏まえ，下表のとおり基本ケースと不確かさケースを設定する。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 基本ケース，不確かさケースの整理

第413回審査会合(H28.11.4)
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検討ケース
地震

規模Ｍ
（Ｍｗ）

M0

（Nm）

断層
面積
（km2）

短周期
ﾚﾍﾞﾙ

（Nm/s2）

SMGAの
面積
（km2）

SMGAの
応力降下量
Δσ（MPa）

基本ケース
（SMGAマントル内
シミュレーションベース）

M7.5
（7.4※1） 1.58E+20※2 402 1.72E+20※3 161 119.6

不確かさケース１
（SMGAマントル内
シミュレーションアレンジ）

M7.5
（7.4※1）

1.58E+20※2 402 1.72E+20※3 161 119.6

不確かさケース２
（SMGA地殻内集約）

M7.5
（7.4※1）

1.58E+20※2 858 1.38E+20※4 170 93.1

不確かさケース３
（SMGAマントル内集約）

M7.5
（7.4※1）

1.58E+20※2 858 1.72E+20※3 170 116.4

検討用地震の基本ケースと不確かさケースの主な断層パラメータ

※1：4.7地震のMとMwの関係を基に算定。

※2：M0=10（1.5Mw+9.1）

※3：地震調査研究推進本部（2017）での短周期レベルA=9.84×1010×（M0×107）1/3 の1.5倍。4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の
短周期レベル。

※4：地震調査研究推進本部（2017）での短周期レベルA=9.84×1010×（M0×107）1/3の1.2倍。4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係相当の
短周期レベルの0.8倍。海洋性マントルと海洋地殻の応力降下量の違いの傾向を踏まえたうえで，保守的に設定。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 基本ケース，不確かさケースの整理
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断層モデル（平面図）

：破壊開始点

：SMGA

女川原子力発電所

破壊開始点1

破壊開始点2

破壊開始点3

断層長さ15km 断層長さ19.5km

断層幅
12km

女川原子力発電所

上端深さ55.8km

破壊開始点1

破壊開始点2

破壊開始点3

SMGA１

SMGA３
SMGA2

傾斜角37°

南 北

 基本ケース（SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽ）の設定の考え方
【 地 震 規 模 】 宮城県沖のプレート内の低速度域の傾向に加え，過去の東北地方で発生した海洋プレート内地震の最大規模（M7.3）

や北海道で発生した沈み込んだ海洋プレート内地震の最大規模（Ｍ7.5）も踏まえ，保守的にＭ7.5を基本ケースとして
考慮する。

【 断層の位置 】 4.7地震の断層面位置と地域性（低速度域の傾向）を踏まえ設定。なお，4.7地震の発生位置が敷地に与える影響が
大きい箇所であることを検討対象地震の段階で確認済み。

【SMGAの位置】4.7地震側はシミュレーションモデルのSMGA位置とし，拡幅した領域については保守的に断層上端に設定。
【短周期レベル】4.7地震の地震モーメントM0－短周期レベルAの関係を保持。なお，4.7地震の短周期レベルは上面で発生した地震と

しては最も大きい。

断層モデル（断面図）

断層モデル（展開図）

TN
PN

女川原子力発電所▼

海洋プレートのモホ面

プレート境界

傾斜角37°

海洋地殻

海洋性

マントル

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 基本ケースの断層モデル

第413回審査会合(H28.11.4)
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　▽

断層モデル（平面図）

：破壊開始点

：SMGA

女川原子力発電所

破壊開始点1

破壊開始点2

破壊開始点3
断層長さ15km 断層長さ19.5km

断層幅
12km

女川原子力発電所

上端深さ55.8km

破壊開始点1

破壊開始点2

破壊開始点3

SMGA１
SMGA３

SMGA2傾斜角37°

南 北

不確かさケース１ （SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｱﾚﾝｼﾞ）の設定の考え方

・基本ケースの4.7地震シミュレーションモデル部分のSMGA１について，保守的に断層上端に設定する。

・その他の断層パラメータは，基本ケースと同様。また，破壊開始点は破壊が敷地に向かう位置に複数点設定。

断層モデル（断面図）

断層モデル（展開図）

TN
PN

女川原子力発電所▼

海洋プレートのモホ面

プレート境界

傾斜角37°

海洋地殻

海洋性

マントル

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 不確かさケース１の断層モデル

第413回審査会合(H28.11.4)
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地震モーメントM0

logM0=1.5・Mw+9.1

（Kanamori (1977）)

1.58×1020Nm

地震規模

MJ7.5（Mw7.4）

短周期ﾚﾍﾞﾙA
4.7地震のM0－短周期ﾚﾍﾞﾙ

の関係相当
（地震調査研究推進本部（2017）

の短周期ﾚﾍﾞﾙの1.5倍）
Ａ=9.84×1010×（Ｍ0×107）1/3×1.5

1.72×1020 Nm/s2

Sa/S=0.4

S:断層面積（km2）

Sa:SMGA面積（km2）

（4.7地震ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ）

断層面積S
S=(7/4）・M0・π2・β2/（A ・（S/Sa)

0.5）

402km2

平均応力降下量Δσ

Δσ=（7・π1.5/16）（M0/S1.5）

47.8MPa

平均すべり量D

D=M0/（μ・S）

821cm

SMGA面積Sa

Sa=0.4×S

161km2

SMGAの

応力降下量Δσa

Δσa=Δσ/（Sa/S）

119.6MPa

SMGAの

すべり量Da

Da=2.0×D

1641cm

巨視的
パラメータ

SMGA
全体

SMGA面積Sai
Sa1,2：4.7地震ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙで

の面積（=36km2）
Sa3=Sa-Sa1-Sa2=89km2

SMGAの

応力降下量Δσai

Δσai=Δσa

119.6MPa

SMGAの

すべり量Dai

Dai=M0ai/（μ・Sai）

Da1,2=1246.8cm,

Da3=1960cm

SMGA
1,2,3

：与条件の項目

：地震調査研究推進本部（2017）を用いて設定

SMGA ：強震動生成域

 基本ケース（SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽ）の断層パラメータ設定フロー

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 基本ケース・不確かさケース１
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断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

気象庁
マグニチュード

MJ 設定条件 7.5

モーメント
マグニチュード

Mw

4.7地震のMJとMwの関係を基
に設定

7.4

走向 θ（°）
Nakajima et al.（2011）等を参
考に設定

20

傾斜角 δ(°） 原田・釜江（2011） 37

断層長さ L（km） L=S/W 33.5

断層幅 W（km）
東北大学（2011）等を参考に
設定

12

断層面積 S（km2）
S=(7/16）M0・π2・β2/(A・
（S/Sa)

0.5)，Sa/S=0.4
402 

断層上端深さ h（km）
東北大学（2011）等を参考に
設定

55.8

地震モーメント M0（Nm） Mw=（logM0-9.1)/1.5 1.58×1020

剛性率 μ（N/m2）
μ=ρ・β2，ρ=3.0g/cm3，
β=4.0㎞/s

4.80×1010

平均すべり量 D（cm） D=M0/（μ・S） 821

平均応力降下量 Δσ（MPa） Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5） 47.8

短周期レベル A(Nm/s2)
Ａ=9.84×1010×（Ｍ0×107）1/3

×1.5
1.72 ×1020

破壊伝播形式 - － 放射状

破壊伝播速度 Vr（km/s） Vr=0.72β 2.88

高域遮断周波数 ｆmax(Hz)
2003年宮城県沖の地震のシ
ミュレーション結果

18

断層パラメータ 設定方法 設定値

強
震
動
生
成
域
全
体

地震モーメント M0a（Nm） M0a=μSaDa 1.27×1020

断層面積 Sa（km
2） Sa=（Sa/S）×S，（Sa/S） =0.4 161

平均すべり量 Da（cm） Da=2・D 1641

応力降下量
Δσa
（MPa）

Δσa=Δσ/（Sa/S），
（Sa/S）=0.4

119.6

強
震
動
生
成
域
１
，
２

地震モーメント M0ai（Nm） M0ai（面積の1.5乗の重みで配分） 2.15×1019

断層面積 Sai（km
2） Sai（4.7地震ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙ） 36

平均すべり量 Dai（cm） Dai=M0ai/（μ・Sai） 1247

応力降下量
Δσai
（MPa）

Δσai=Δσa 119.6

強
震
動
生
成
域
３

地震モーメント M0a3（Nm） M0a3（面積の1.5乗の重みで配分） 8.37×1019

断層面積 Sa3（km
2） Sa3=Sa-Sa1-Sa2 89

平均すべり量 Da3（cm） Da3=M0a3/（μ・Sa3） 1960

応力降下量
Δσa3
（MPa）

Δσa3=Δσa 119.6

背
景
領
域

地震モーメント M0b（Nm） M0b=M0-M0a 3.17×1019

断層面積 Sb（km2） Sb=S-Sa 241

平均すべり量 Db（cm） Db=M0b/（μ・Sb） 274

実効応力 σb（MPa）
σb=（Db/Wb)(π

0.5/Da)r・∑
（ri/r)3Δσa ，r=(Sa/π）0.5 13.1 

基本ケース，不確かさケース１ 断層パラメータ

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 基本ケース・不確かさケース１
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断層モデル（平面図）

断層モデル（展開図）

・4.7地震はその破壊領域が海洋性マントル内に留まった地震であるが，破壊領域が4.7地震の延長方向の海洋地殻まで拡がること
を想定し，かつ，SMGAを保守的に海洋地殻内に設定する。地震規模としては，基本ケースと同様にあらかじめ規模の不確かさを
考慮しM7.5とする。

・短周期レベル（応力降下量）は，東北地方の海洋性マントルと海洋地殻の物性の違い（0.47倍～0.70倍，地震調査研究推進本部
（2005），地震調査研究推進本部（2012））を考慮したうえで，保守的に4.7地震の短周期レベル相当※の0.8倍（地震調査研究推進本
部（2017）による短周期レベルの1.2倍）を考慮する。

断層モデル（断面図）

断層長さ35km

断層幅
25km

上端深さ49.5km

破壊開始点1破壊開始点2破壊開始点3

SMGA１ SMGA２

破壊開始点5 破壊開始点4

傾斜角37°

南 北

 不確かさケース２（SMGA地殻内集約）の設定の考え方

：破壊開始点（R）

：SMGA

女川原子力発電所 R1

R2

R3

R4

R5

TN
PN

女川原子力発電所▽

女川原子力発電所▼

海洋プレートのモホ面

プレート境界

傾斜角37°

海洋地殻

海洋性

マントル

※4.7地震相当：短周期ﾚﾍﾞﾙが4.7地震の地震ﾓｰﾒﾝﾄM0－短周期ﾚﾍﾞﾙA
の関係相当。地震調査研究推進本部（2017）による短周期ﾚﾍﾞﾙの1.5
倍。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 不確かさケース２（SMGA地殻内集約）の断層モデル

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p42 修正



122

地震モーメントM0

logM0=1.5・Mw+9.1

（Kanamori (1977）)

1.58×1020Nm

地震規模

MJ7.5（Mw7.4）

短周期ﾚﾍﾞﾙA#

Ａ#=9.84×1010×（Ｍ0×107）1/3

1.15×1020 Nm/s2

断層面積S
S=(49・π4・β4・M0

2）/（16・A#2・Sa)
858km2

平均応力降下量Δσ

Δσ=（7・π1.5/16）（M0/S1.5）

15.37MPa

平均すべり量D

D=M0/（μ・S）

385cm

SMGA面積Sa

Sa=1.25×10-16×（M0×107）2/3

170km2

SMGAの応力降下量Δσa

Δσa=A/（4・β2・（π・Sa）
0.5）

93.1MPa

SMGAの

すべり量Da

Da=2.0×D

770cm

巨視的
パラメータ

SMGA
全体

SMGA面積Sai
Sai=Sa/2
85km2

SMGAの

応力降下量Δσai

Δσai=Δσa

93.1MPa

SMGAの

すべり量Dai

Dai=M0ai/（μ・Sai）

770cm

SMGA
1,2

 不確かさケース２（SMGA地殻内集約）の断層パラメータ設定フロー

短周期ﾚﾍﾞﾙA
海洋性マントルと海洋地殻の応力降下量

の違いの傾向を踏まえ保守的に設定

（地震調査研究推進本部（2017）の短
周期ﾚﾍﾞﾙの1.2倍）

Ａ=Ａ#×1.2

1.38×1020 Nm/s2

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 不確かさケース２（SMGA地殻内集約）の断層パラメータ

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p48 修正

：与条件の項目

：地震調査研究推進本部（2017）を用いて設定

SMGA ：強震動生成域
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断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

気象庁
マグニチュード

MJ 設定条件 7.5

モーメント
マグニチュード

Mw

4.7地震のMJとMwの関係を基に設
定

7.4

走向 θ（°）
Nakajima et al.（2011）等を参考に
設定

20

傾斜角 δ(°） 原田・釜江（2011） 37

断層長さ L（km） L=S/W 35

断層幅 W（km）
プレート境界から応力中立面を地
震発生層として考慮し設定

25

断層面積 S（km2） S=(49π4β4M0
2）/（16A2Sa) 858 

断層上端深さ h（km）
J-SHIS（2014）のプレート形状を
考慮し設定

49.5

地震モーメント M0（Nm） Mw=（logM0-9.1)/1.5 1.58×1020

剛性率 μ（N/m2） μ=ρβ2，ρ=3.0g/cm3，β=4.0㎞/s 4.80×1010

平均すべり量 D（cm） D=M0/（μ・S） 385

平均応力降下量 Δσ（MPa） Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5） 15.4

短周期レベル A(Nm/s2) Ａ=9.84×1010×（Ｍ0×107）1/3×1.2 1.38 ×1020

破壊伝播形式 - － 放射状

破壊伝播速度 Vr（km/s） Vr=0.72β 2.88

断層パラメータ 設定方法 設定値

強
震
動
生
成
域
全
体

地震モーメント M0a（Nm） M0a=μ・Sa・Da 6.28×1019

断層面積 Sa（km
2） Sa=1.25×10

-16×（M0×10
7）2/3 170

平均すべり量 Da（cm） Da=2・D 770

応力降下量 Δσa（MPa） Δσa=A/（4β
2（π・Sa）

0.5） 93.1

強
震
動
生
成
域
１
，
２

地震モーメント M0ai（Nm） M0ai=M0a/2 3.14×1019

断層面積 Sai（km
2） Sai=Sa/2 85

平均すべり量 Dai（cm） Dai=M0ai/（μ・Sai） 770

応力降下量 Δσai（MPa） Δσai=Δσa 93.1

背
景
領
域

地震モーメント M0b（Nm） M0b=M0-M0a 9.57×1019

断層面積 Sb（km2） Sb=S-Sa 688

平均すべり量 Db（cm） Db=M0b/（μ・Sb） 290

実効応力 σb（MPa） σb=（Db/Wb)/(Da/Wa)・Δσa 14.0

不確かさケース２（SMGA地殻内集約） 断層パラメータ

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 不確かさケース２（SMGA地殻内集約）の断層パラメータ

第413回審査会合(H28.11.4)
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断層モデル（平面図）

断層モデル（展開図）

・不確かさケース３の断層モデルは，不確かさケース２（SMGA地殻内集約）の断層モデルのSMGAが基本ケースと同様に海洋性マント
ル内に配置されるよう，そのまま（傾斜角を一定として）深さ方向にスライドさせる。

・短周期レベル（応力降下量）は，SMGAをマントル内に設定することから，基本ケースと同様とする。
・これらの設定により，基本ケース，不確かさケース１の南側の２つのSMGA（4.7地震シミュレーションモデルをベースに設定）を１つに
集約した場合と同程度の影響があるものと考えられる。

断層モデル（断面図）

断層長さ35km

断層幅
25km

上端深さ55.8km

破壊開始点

SMGA１ SMGA２傾斜角37°

南 北

 不確かさケース３（SMGAマントル内集約）の設定の考え方

：破壊開始点

：SMGA

女川原子力発電所

女川原子力発電所▽

TN
PN

女川原子力発電所▼

海洋プレートのモホ面

プレート境界

傾斜角37°

海洋地殻

海洋性

マントル

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 不確かさケース３（SMGAマントル内集約）の断層モデル

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p44 再掲
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地震モーメントM0

logM0=1.5・Mw+9.1

（Kanamori (1977）)

1.58×1020Nm

地震規模

MJ7.5（Mw7.4）

短周期ﾚﾍﾞﾙA#

Ａ#=9.84×1010×（Ｍ0×107）1/3

1.15×1020 Nm/s2

断層面積S
S=(49・π4・β4・M0

2）/（16・A#2・Sa)
858km2

平均応力降下量Δσ

Δσ=（7・π1.5/16）（M0/S1.5）

15.37MPa

平均すべり量D

D=M0/（μ・S）

385cm

SMGA面積Sa

Sa=1.25×10-16×（M0×107）2/3

170km2

SMGAの応力降下量Δσa

Δσa=A/（4・β2（π・Sa）
0.5）

116.4MPa

SMGAの

すべり量Da

Da=2.0×D

770cm

巨視的
パラメータ

SMGA
全体

SMGA面積Sai
Sai=Sa/2
85km2

SMGAの

応力降下量Δσai

Δσai=Δσa

116.4MPa

SMGAの

すべり量Dai

Dai=M0ai/（μ・Sai）

770cm

SMGA
1,2

 不確かさケース３（SMGAマントル内集約）の断層パラメータ設定フロー

短周期ﾚﾍﾞﾙA
4.7地震のM0－短周期ﾚﾍﾞﾙの

関係相当
（地震調査研究推進本部（2017）の

短周期ﾚﾍﾞﾙの1.5倍）

Ａ=Ａ#×1.5

1.72×1020 Nm/s2

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 不確かさケース３（SMGAマントル内集約）の断層パラメータ

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p50 再掲

：与条件の項目

：地震調査研究推進本部（2017）を用いて設定

SMGA ：強震動生成域



126

断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

気象庁
マグニチュード

MJ 設定条件 7.5

モーメント
マグニチュード

Mw

4.7地震のMJとMwの関係を基に設
定

7.4

走向 θ（°）
Nakajima et al.（2011）等を参考に
設定

20

傾斜角 δ(°） 原田・釜江（2011） 37

断層長さ L（km） L=S/W 35

断層幅 W（km） 不確かさケース２に合わせ設定 25

断層面積 S（km2） S=(49π4β4M0
2）/（16A2Sa) 858 

断層上端深さ h（km） 基本ケースに合わせ設定 55.8

地震モーメント M0（Nm） Mw=（logM0-9.1)/1.5 1.58×1020

剛性率 μ（N/m2） μ=ρβ2，ρ=3.0g/cm3，β=4.0㎞/s 4.80×1010

平均すべり量 D（cm） D=M0/（μ・S） 385

平均応力降下量 Δσ（MPa） Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5） 15.4

短周期レベル A(Nm/s2) Ａ=9.84×1010×（Ｍ0×107）1/3×1.5 1.72 ×1020

破壊伝播形式 - － 放射状

破壊伝播速度 Vr（km/s） Vr=0.72β 2.88

高域遮断周波数 ｆmax(Hz)
2003年宮城県沖の地震のシミュ
レーション結果

18

断層パラメータ 設定方法 設定値

強
震
動
生
成
域
全
体

地震モーメント M0a（Nm） M0a=μ・Sa・Da 6.28×1019

断層面積 Sa（km
2） Sa=1.25×10

-16×（M0×10
7）2/3 170

平均すべり量 Da（cm） Da=2・D 770

応力降下量 Δσa（MPa） Δσa=A/（4β
2（πSa）

0.5） 116.4

強
震
動
生
成
域
１
，
２

地震モーメント M0ai（Nm） M0ai=M0a/2 3.14×1019

断層面積 Sai（km
2） Sai=Sa/2 85

平均すべり量 Dai（cm） Dai=M0ai/（μ・Sai） 770

応力降下量 Δσai（MPa） Δσai=Δσa 116.4

背
景
領
域

地震モーメント M0b（Nm） M0b=M0-M0a 9.57×1019

断層面積 Sb（km2） Sb=S-Sa 688

平均すべり量 Db（cm） Db=M0b/（μ・Sb） 290

実効応力 σb（MPa） σb=（Db/Wb)/(Da/Wa)・Δσa 17.5

不確かさケース３（SMGAマントル内集約） 断層パラメータ

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 不確かさケース３（SMGAマントル内集約）の断層パラメータ

第413回審査会合(H28.11.4)
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127

 断層モデルの設定の考え方

4.7地震ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙ

海洋地殻

海洋性
マントル

海洋性
マントル

基本ケース
（SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽ）

不確かさケース１
（SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｱﾚﾝｼﾞ）

不確かさケース２
（SMGA地殻内集約）

不確かさケース３
（SMGAマントル内集約）

海洋性
マントル

保守性

保守性

M7.5（Mw7.4），等価震源距離Xeq=72km
短周期ﾚﾍﾞﾙA=1.72×1020Nm/s2

SMGAの面積Sa=161km2

SMGAの応力降下量Δσa=119.6MPa

M7.5（Mw7.4），等価震源距離Xeq=71km
短周期ﾚﾍﾞﾙA=1.72×1020Nm/s2

SMGAの面積Sa=161km2

SMGAの応力降下量Δσa=119.6MPa

M7.5（Mw7.4），等価震源距離Xeq=65km
短周期ﾚﾍﾞﾙA=1.38×1020Nm/s2

SMGAの面積Sa=170km2

SMGAの応力降下量Δσa=93.1MPa
M7.5（Mw7.4），等価震源距離Xeq=75km
短周期ﾚﾍﾞﾙA=1.72×1020Nm/s2

SMGAの面積Sa=170km2

SMGAの応力降下量Δσa=116.4MPa

M7.2（Mw7.1），等価震源距離Xeq=74km
短周期ﾚﾍﾞﾙA=1.16×1020Nm/s2

SMGAの面積Sa=72km2

SMGAの応力降下量Δσa=120.3MPa

：4.7地震のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによるSMGA位置
：海洋性マントル内に設定したSMGA
：海洋地殻に設定したSMGA
：破壊開始点（R）

R1

R2

R3 R1

R2

R3

R1R2R3

R5 R4

R1

R

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．２ 検討用地震のモデルの設定 断層モデルの設定の考え方のまとめ

第496回審査会合(H29.8.10)

資料2 p24 修正

海洋地殻

海洋性
マントル
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１．断層モデルを用いた手法による地震動評価
（１）基本ケース，不確かさケース１，不確かさケース３：（SMGAを海洋性ﾏﾝﾄﾙ内に想定したケース）

・4.7地震の敷地での観測記録のシミュレーション解析を統計的グリーン関数法により行い，観測記録との整合性
を確認していることから，統計的グリーン関数法（SGF）により地震動評価を行う。

・波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。放射特性は，一定値（放射特性係数F=0.62）とする。

（２）不確かさケース２：（SMGAを海洋地殻内に想定したケース）

・SMGAの大部分が海洋地殻内に位置する地震の地震動評価手法については，海洋地殻とマントルの応力降下
量の違いと敷地からSMGAまでの距離の違いが地震動評価結果に与える影響も踏まえ，経験的グリーン関数
法（EGF）を採用する。波形合成は入倉ほか（1997）を用いる。

・要素地震は，SMGA付近で発生した同じ震源メカニズムの地震を用いることにより，海洋地殻内の地震の地震
動の特性を反映させる。

２．応答スペクトルに基づく地震動評価
・Noda et al.(2002) の方法を用いた地震動評価を行う。なお，敷地での海洋プレート内地震の観
測記録によるサイト補正係数を考慮する。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 概要

第413回審査会合(H28.11.4)
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(cm/s)

(h=0.05)

水平方向 鉛直方向

破壊開始点１(基本ケース(SMGAマントル)SGF)
破壊開始点２(基本ケース(SMGAマントル)SGF)
破壊開始点３(基本ケース(SMGAマントル)SGF)

破壊開始点１(基本ケース(SMGAマントル)SGF)
破壊開始点２(基本ケース(SMGAマントル)SGF)
破壊開始点３(基本ケース(SMGAマントル)SGF)

■ 基本ケース（SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽ） 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 SGF

＜応答スペクトル＞

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 断層モデル手法による地震動評価（SMGAマントル内）

第413回審査会合(H28.11.4)
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水平方向 鉛直方向

破壊開始点１(不確かさケース1(SMGAマントル)SGF)
破壊開始点２(不確かさケース1(SMGAマントル)SGF)
破壊開始点３(不確かさケース1(SMGAマントル)SGF)

破壊開始点１(不確かさケース1(SMGAマントル)SGF)
破壊開始点２(不確かさケース1(SMGAマントル)SGF)
破壊開始点３(不確かさケース1(SMGAマントル)SGF)

■ 不確かさケース１ （SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｱﾚﾝｼﾞ） 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 SGF
＜応答スペクトル＞

第413回審査会合(H28.11.4)
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 断層モデル手法による地震動評価（SMGAマントル内）
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＜応答スペクトル＞
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第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p64 再掲
３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 断層モデル手法による地震動評価（SMGAマントル内）

■ 不確かさケース３（SMGAマントル内集約） 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 SGF 
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女川原子力発電所

■ 不確かさケース２（SMGA地殻内集約） 経験的グリーン関数法の要素地震
・海洋地殻の地震動特性を地震動評価に反映させるため，要素地震の選定にあたっては，①強震動生成域（SMGA）に震源位置が近く
海洋プレート上面からの距離が10km以内，②震源メカニズムが想定地震と同様の逆断層型の地震，③M4.5以上，④周期５秒までSN
比が明瞭な地震とした。また，この地震は長周期（低振動数）成分が理論に比べ大きい傾向にあり，長周期評価にも適した傾向を持っ
ている。
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1.0E+19

0.1 1 10

(N
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/s
/s

)

f (Hz)

発震の発生日時
震央位置

（経度，緯度）
地震
規模

震源
深さ
（km）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ
M0（Nm）

臨界振動数
fc（Hz）

応力降下量
Δσ（MPa)

2012年3月30日 5：38 141°55.2′, 38°18.7′ Ｍ4.6 50 9.01E+15 2.44 17.2

要素地震の諸元

※地震諸元は，気象庁による。地震モーメントM0は，F-netによる。ｆcは，震源スペクトルより設定。

加速度震源スペクトル

2012年3月30日（M4.6）の地震

要素地震（M4.6）

TN
PN

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 不確かさケース

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p67 再掲
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■ 不確かさケース２（SMGA地殻内） 要素地震の観測記録（解放基盤（O.P.※-8.6m）でのはぎとり波）

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 不確かさケース

2012年3月30日（5:38）の宮城県沖の地震（M4.6）

NS方向

EW方向

UD方向
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第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p68 修正

※O.P.：女川原子力発電所工事用基準面（Onagawa peil）であり，O.P.±0m = T.P.（東京湾平均海面）-0.74m。
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■ 不確かさケース２（SMGA地殻内集約） 評価結果 EGF
＜応答スペクトル＞
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水平方向 鉛直方向

破壊開始点１（NS）， 破壊開始点１（EW）(不確かさケース2(SMGA地殻内)EGF)
破壊開始点２（NS）， 破壊開始点２（EW）(不確かさケース2(SMGA地殻内)EGF)
破壊開始点３（NS）， 破壊開始点３（EW）(不確かさケース2(SMGA地殻内)EGF)
破壊開始点４（NS）， 破壊開始点４（EW）(不確かさケース2(SMGA地殻内)EGF)
破壊開始点５（NS）， 破壊開始点５（EW）(不確かさケース2(SMGA地殻内)EGF)

破壊開始点１（UD）(不確かさケース2(SMGA地殻内)EGF)

破壊開始点２（UD）(不確かさケース2(SMGA地殻内)EGF)

破壊開始点３（UD）(不確かさケース2(SMGA地殻内)EGF)

破壊開始点４（UD）(不確かさケース2(SMGA地殻内)EGF)

破壊開始点５（UD）(不確かさケース2(SMGA地殻内)EGF)

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 断層モデル手法による地震動評価（SMGA地殻内）

第413回審査会合(H28.11.4)
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■ 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 まとめ：SMGAマントル内の各ケース

基本ケース

不確かさケース１

不確かさケース３

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 断層モデル手法による地震動評価（SMGAマントル内）

第413回審査会合(H28.11.4)
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■ 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果 まとめ：全ケース
基本ケース

不確かさケース１

不確かさケース２

不確かさケース３

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 断層モデル手法による地震動評価（全ケース）

第413回審査会合(H28.11.4)
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・敷地で観測された海洋プレート内地震はプレート間地震と比較して少なく，Noda et al.(2002)のデータの範囲（M=5.5～7.0，Xeq=28～
202km，評価式を確認したデータセットM=5.4～8.1，Xeq=14～218km）に対応する海洋プレート内地震の数は限られている。

・地震数は少ないが，敷地から約200kmの範囲内で発生したM6以上の海洋プレート内地震５地震を対象とし，これらの観測記録の応
答スペクトルとNoda et al.(2002)に基づく応答スペクトルの比の平均値を基にサイト補正係数を算出。

・サイト補正係数のコントロールポイントは，Noda et al.(2002)によるコントロールポイントの周期（8点）の値とする。

※地震諸元：気象庁地震カタログ

サイト補正係数算定に用いた地震の震央分布

№ 発生日時 M
震央距離

（km）
震源深さ

（km）

1 2003年5月26日 7.1 48 72

2 2011年4月7日 7.2 43 66

3 2011年7月10日 7.3 180 34

4 2012年12月7日 7.3 211 49

5 2013年8月4日 6.0 37 58

サイト補正係数算定に用いた地震の諸元

Noda et al.(2002)のコントロールポイント

■ 補正係数の算定方法

水平方向 鉛直方向

補正係数

女川原子力発電所

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 応答スペクトル手法による地震動評価

第413回審査会合(H28.11.4)
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■ 応答スペクトルに基づく地震動評価結果 まとめ：全ケース

水平方向 鉛直方向

基本ケース（M7.5，Xeq=72km)
不確かさケース1(M7.5，Xeq=71km）

不確かさケース2(M7.5，Xeq=65km）

不確かさケース3(M7.5，Xeq=75km）

基本ケース（M7.5，Xeq=72km)
不確かさケース1(M7.5，Xeq=71km）

不確かさケース2(M7.5，Xeq=65km）

不確かさケース3(M7.5，Xeq=75km）

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p82 再掲
３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 応答スペクトル手法による地震動評価
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■ 断層モデルを用いた手法による評価と応答スペクトルに基づく評価：SMGAマントル内の各ケース

水平方向 鉛直方向

断層モデルによる評価（基本）

不確かさケース１

不確かさケース３

応答スペクトルに基づく評価（基本）

不確かさケース１

不確かさケース３

断層モデルによる評価（基本）

不確かさケース１

不確かさケース３

応答スペクトルに基づく評価（基本）

不確かさケース１

不確かさケース３

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 まとめ（SMGAマントル内）

第413回審査会合(H28.11.4)
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■ 断層モデルを用いた手法による評価と応答スペクトルに基づく評価：SMGA地殻内のケース

水平方向 鉛直方向

断層モデルによる評価

不確かさケース２

応答スペクトルに基づく評価

不確かさケース２

断層モデルによる評価

不確かさケース２

応答スペクトルに基づく評価

不確かさケース２

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 まとめ（SMGA地殻内）

第413回審査会合(H28.11.4)
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■ 断層モデルを用いた手法による評価と応答スペクトルに基づく評価：全ケース

鉛直方向

断層モデルによる評価（基本）

不確かさケース１

不確かさケース２

不確かさケース３

応答スペクトルに基づく評価（基本）

不確かさケース１

不確かさケース２

不確かさケース３
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応答スペクトルに基づく評価（基本）

不確かさケース１

不確かさケース２

不確かさケース３

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．２ 海洋プレート内地震

３．２．３ 検討用地震の地震動評価 まとめ（全ケース）

水平方向

第413回審査会合(H28.11.4)

資料1-1 p85 再掲



All rights Reserved. Copyrights ©2017, Tohoku Electr ic Power Co., Inc. 

142

３．３ 内陸地殻内地震
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検討用地震の選定

地震動評価 断層モデル手法による
地震動評価

不確かさの検討・反映

各種調査

【被害地震】
・1900年宮城県北部の地震
・1962年宮城県北部地震
・2003年宮城県中部の地震
・2008年岩手・宮城内陸地震

短周期レベル（応力降下量）等の不確かさの考慮

応答スペクトル手法による
地震動評価

【活断層（陸域）】
・加護坊山－箟岳山断層
・旭山撓曲・須江断層
・2003年宮城県中部の地震南部ｾｸﾞﾒﾝﾄ断層
・長町－利府線断層帯
・北上低地西縁断層帯
・福島盆地西縁断層帯
・山形盆地断層帯
・双葉断層
・横手盆地東縁断層
・1962年宮城県北部地震震源断層

【連動を考慮する活断層群】
・北上低地帯~宮城県北部の断

層群
・石巻平野周辺の断層群
・仙台湾の断層群

【活断層（海域）】
・Ｆ－２断層・Ｆ－４断層
・Ｆ－５断層
・Ｆ－６断層～Ｆ－９断層
・Ｆ－１２断層～Ｆ－１４断層
・Ｆ－１５断層・Ｆ－１６断層
・ｆ－１３断層
・ｆ－１４断層
・ｆ－１５断層

・網地島南西沖で１測線のみで認めら
れる断層

・Ⅲ断層，Ⅳ断層，Ⅴ断層

【被害地震】
①1900年宮城県北部の地震（M7.0）
②2003年宮城県中部の地震（M6.4）

【活断層による地震】
③福島盆地西縁断層帯による地震（M7.8）
④Ⅳ断層による地震（M7.6）
⑤Ｆ－１５断層・Ｆ－１６断層による地震（M7.5）
⑥Ｆ－２断層・Ｆ－４断層による地震（M7.2）
⑦Ｆ－６断層～Ｆ－９断層による地震（M7.1）
⑧ｆ－１３断層による地震（M6.7）

【連動を考慮する活断層群】
⑨北上低地帯~宮城県北部の断層群

による地震（M8.2）
⑩仙台湾の断層群による地震（M7.6）

F-6断層～F-9断層による地震 仙台湾の断層群による地震

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定 地震動評価概要 フロー

第778回審査会合(R1.9.27)

資料1-4-1 p140 再掲
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 敷地周辺の被害地震
・敷地が位置する北上山地南部では，被害地震は知られていない。

・敷地で震度５弱（1996年以前は震度Ⅴ）程度であったとされている被害地震としては，1900年宮城県北部の地震（M7.0）がある
（渡辺（1993）の詳細な震度分布では震度4）。

・その他に震度4程度であったとされている被害地震としては，1962年宮城県北部地震（M6.5）及び2003年7月26日宮城県中部の
地震（M6.4）がある。また，脊梁山地では2008年岩手・宮城内陸地震（M7.2）が発生しているが，気象庁の震度分布では敷地周辺
で震度3程度であり，敷地への影響は小さい。

地 震 名
マグニ

チュード
震央距離

（⊿）

1900年宮城県北部の地震 M7.0 48km

1962年宮城県北部地震 M6.5 49km

2003年7月26日宮城県中部の地震 M6.4 29km

2008年岩手・宮城内陸地震 M7.2 88km

敷地周辺の内陸で発生した主な被害地震

敷地周辺の内陸の被害地震（震源深さ≦30km）
〔1922年以前は宇佐美ほか(2013)，1923年から2014年は気象庁地震カタログによる〕

敷地で震度4程度以上であったとされている被害
地震のうち，地震規模と距離との関係から，1900
年宮城県北部の地震及び2003年宮城県中部の
地震を検討用地震の対象として選定する。

140.5ﾟ

140.5ﾟ

141.0ﾟ

141.0ﾟ

141.5ﾟ

141.5ﾟ

142.0ﾟ

142.0ﾟ

142.5ﾟ

142.5ﾟ

37.5ﾟ 37.5ﾟ

38.0ﾟ 38.0ﾟ

38.5ﾟ 38.5ﾟ

39.0ﾟ 39.0ﾟ

50 km

100 km

女川原子力発電所

1900年宮城県北部の地震

2003年7月26日
宮城県中部の地震

1962年宮城県北部地震

2008年岩手・宮城内陸地震

7.0<M

6.0<M≤7.0

5.0<M≤6.0

6.0<M≤5.0

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定 敷地周辺の被害地震及び活断層による地震

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p6 再掲
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定 敷地周辺の被害地震及び活断層による地震

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p9 修正

 敷地周辺の主な活断層
・地質調査結果に基づき，敷地周辺の震源として考慮する活断層を示す。

敷地周辺の活断層分布図

断層名 断層長さ
連動考慮※3

グループ 断層長さ

陸
域

加護坊山－箟岳山断層 約17km （２）

約35km旭山撓曲・須江断層 約16km （２）

2003年宮城県中部の地震南部セグメント断層 約12km （２）

30km
以遠※1

長町－利府線断層帯 約40km －

北上低地西縁断層帯※4 約100km （１）
約112km

1962年宮城県北部地震震源断層 約12km （１）

山形盆地断層帯 約60km －

福島盆地西縁断層帯 約70km －

双葉断層 約110km －

横手盆地東縁断層帯 約56km －

海
域

Ｆ－２断層・Ｆ－４断層 約27.8km －

Ｆ－５断層 約11.2km －

Ｆ－６断層～Ｆ－９断層 約23.7km －

仙台湾北部の南傾斜の仮想震源断層※2 約20km （３）

約40kmＦ－１２断層～Ｆ－１４断層 約24.2km （３）

Ｆ－１５断層・Ｆ－１６断層 約38.7km （３）

ｆ－１３断層 約3.3km －

ｆ－１４断層 約5.1km －

ｆ－１５断層 約3.7km －

＊網地島南西沖で１測線のみで認められる断層 － －

30km
以遠※1

Ⅲ断層 約41km －

Ⅳ断層 約43km －

Ⅴ断層 約31km －

震源として考慮する活断層

※1：敷地から半径30km以遠の断層については文献調査結果に基づき評価した。
※2：連動可能性を考慮する上で仮想的に設定する断層。
※3：さらに保守的な観点から，地震動評価では（１）～（３）が連動した場合も考慮する。
※4：楮原ほか(2016)による一関-石越撓曲を含む。
黄色網掛けした断層等は，申請時（H25.12.27）から評価が変更になったものを示す。

5 0  k m

1 0 0  k m

双葉断層

F－15断層・F－16断層

f－15断層

f－13断層

f－14断層

F－6断層～F－9断層

F－5断層

F－2断層・F－4断層

北上低地西縁断層帯

加護坊山－箟岳山断層

旭山撓曲・須江断層

南部セグメント断層
2003年宮城県中部の地震

山形盆地断層帯

長町－利府線断層帯

福島盆地西縁断層帯

女川原子力発電所

＊

F－12断層～F－14断層

50km250

仙台湾北部の南傾斜の仮想震源断層

横手盆地東縁断層帯

Ⅲ断層

Ⅳ断層

Ⅴ断層

1962年宮城県北部地震震源断層

（１）

（２）

（３）

50km

100km

141.0° 142.0°

39.0°

38.0°

コメントＳ193
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定 敷地周辺の被害地震及び活断層による地震

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p10 修正

No. 断層名
活断層長さ

(km)
マグニチュード※1,2

M
等価震源距離※3

(km)
備考

1 Ｆ－２断層・Ｆ－４断層 27.8 7.2 24

・No.1～No.9の断層長さ及び断層位置は地質調査結果による。
・No.10の位置は活断層研究会編（1991）に，No.11及びNo.12の位置は徳

山ほか（2001）による。
・断層傾斜角は，F-6断層～F-9断層の地質調査結果から60度に設定。
・地震発生層は，敷地周辺の微小地震分布等を参考に3～15kmに設定。

2 Ｆ－５断層 11.2 6.7 23

3 Ｆ－６断層～Ｆ－９断層 23.7 7.1 19

4 Ｆ－１２断層～Ｆ－１４断層 24.2 7.1 32

5 ｆ－１３断層 3.3 6.7 17

6 ｆ－１４断層 5.1 6.7 23

7 ｆ－１５断層 3.7 6.7 24

8 Ｆ－１５断層・Ｆ－１６断層 38.7 7.5 39

9 網地島南西沖で１測線のみで認められる断層 － 6.7 27

10 Ⅲ断層 41 7.5 86

11 Ⅳ断層 43 7.6 82

12 Ⅴ断層 31 7.3 91

13 加護坊山－箟岳山断層 17 6.9 36 ・断層長さ及び断層位置は地質調査結果による。
・断層傾斜角は，2003年7月26日0時13分宮城県中部の地震を参考に45

度に設定。
・地震発生層は，海野ほか（2004）を参考に2km～11kmに設定。

14 旭山撓曲・須江断層 16 6.8 28

15 2003年宮城県中部の地震南部セグメント断層 － 5.6 28

16 1962年宮城県北部地震震源断層 12（※4） 6.5 48 ・断層位置は，佐藤編著（1989）による。

17 長町－利府線断層帯 40 7.5 61

・地震調査研究推進本部(2009a）に基づく。18 山形盆地断層帯 60 7.8 118

19 横手盆地東縁断層帯 56 7.7 125

20 北上低地西縁断層帯 100 8.2（8.0） 92 ・今泉ほか（2018）による。
・No.20，22は松田（1975）の適用範囲外だが，武村（1990）と比較し，保守

的な評価である松田（1975）を採用。地震規模の（）は武村（1990）。
算定諸元は補足説明資料p127に示す。

・No.21の，断層傾斜角は地震調査研究推進本部(2009)に基づく。

21 福島盆地西縁断層帯 70 7.9 101

22 双葉断層 110 8.2（8.0） 87

※1：孤立した短い断層については，震源断層が地震発生層の上限から下限まで拡がっているとした場合を考慮し，断層幅と同等の断層長さを仮定した。
※2：地震規模は松田（1975）による。ただし，2003年宮城県中部の地震南部セグメント断層及び1962年宮城県北部地震震源断層は，気象庁地震カタログによる。
※3：等価震源距離は一様断層を仮定して算定。
※4：震源断層長さ。 ：連動を考慮する活断層群

 敷地周辺の主な活断層による地震 断層諸元

コメントＳ195
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資料1 p11 修正

主な活断層による地震 地震規模と等価震源距離による整理結果

No. 断層名 M Ｘｅｑ(km) No. 断層名 M Xeq(km)

22 双葉断層 8.2 87

22 双葉断層 8.2 87

20 北上低地西縁断層帯 8.2 92

21 福島盆地西縁断層帯 7.9 101

18 山形盆地断層帯 7.8 118

19 横手盆地東縁断層帯 7.7 125

11 Ⅳ断層 7.6 82 11 Ⅳ断層 7.6 82

8 Ｆ－１５断層・Ｆ－１６断層 7.5 39

8 Ｆ－１５断層・Ｆ－１６断層 7.5 39
17 長町－利府線断層帯 7.5 61

10 Ⅲ断層 7.5 86

12 Ⅴ断層 7.3 91

1 Ｆ－２断層・Ｆ－４断層 7.2 24 1 Ｆ－２断層・Ｆ－４断層 7.2 24

3 Ｆ－６断層～Ｆ－９断層 7.1 19

3 Ｆ－６断層～Ｆ－９断層 7.1 19
4 Ｆ－１２断層～Ｆ－１４断層 7.1 32

13 加護坊山－箟岳山断層 6.9 36

14 旭山撓曲・須江断層 6.8 28

5 ｆ－１３断層 6.7 17

5 ｆ－１３断層 6.7 17

2 Ｆ－５断層 6.7 23

6 ｆ－１４断層 6.7 23

7 ｆ－１５断層 6.7 24

9 網地島南西沖で１測線のみで認められる断層 6.7 27

16 1962年宮城県北部地震震源断層 6.5 48

15 2003年宮城県中部の地震南部セグメント断層 5.6 28

 主な活断層による地震について，地震規模（M）と等価震源距離（Xeq）による整理※を行い，検討用地震の対象を選定した。
※「Mが大きくXeqが小さい地震」を代表とし，これに包絡される「Mが小さくXeqが大きい地震」をグループ分けした。詳細は補足説明資料p128に示す。

：連動を考慮する活断層群，Xeq：等価震源距離

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定 敷地周辺の被害地震及び活断層による地震
コメントＳ196



148

連動の
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

活断層群による地震
活断層

長さ
(ｋｍ)

マグニチュード
M

等価
震源距離

(ｋｍ)

（１）
北上低地帯～宮城県北部の断層群による
地震（※1）

112 8.2 78

（２） 石巻平野周辺の断層群による地震（※2） 44.0 7.6 31

（３） 仙台湾の断層群による地震（※2） 43.1 7.6 31

検討用地震の対象として連動を考慮する活断層群

今泉ほか（2018）に一部加筆

 考慮する活断層の連動

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定 敷地周辺の被害地震及び活断層による地震

※1：地震規模の算定にあたっては，松田（1975）の適用範囲外であるものの，武村（1990）による
地震規模と比較し，保守的な評価である松田（1975）を採用(補足説明資料p127）。等価震源
距離は一様断層を仮定して算定。

※2：断層長さは断層モデルによる。地震規模は松田（1975）による。等価震源距離は一様断層を
仮定して算定。

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p18 修正

（1）

（2）

（3）
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内陸地域と敷地周辺の微小地震の深さ分布の違い等を踏まえた地震発生層の設定

海野ほか(2004)による2003年宮城県中部
の地震の余震分布の下限（読取り11km)

海野ほか(2004)による2003年宮城県中部
の地震の余震分布の上限（読取り2km)

海野ほか(2004)と同じ領域・期間の気象
庁による余震分布の上限（7km)

海野ほか(2004)と同じ領域・期間の気象
庁による余震分布の下限（15km)

5
km

4
km

2003年宮城県中部の地震による検討（内陸地域）
精度のよい震源深さは，気象庁に比べて4～5km浅くなる

気象庁からの補正値

敷地周辺のD10％（8km）

6
km

内陸地域（宮城県北部歪集中帯）と敷地周辺（北上山地南部）の比較
（1998年～2011年東北地方太平洋沖地震前まで）

敷地周辺のD10％，D90％は内陸地域に比べて深い傾向がある

内陸地域からの補正値

敷地周辺のD90％（19km）

内陸地域のD10％（7km）

敷地周辺の地震発生層上端（3km）

敷地周辺の地震発生層下端（15km）

内陸地域のD10％ 7km
内陸地域からの補正 1km
気象庁からの補正 -5km

3km

内陸地域のD90％ 13km
内陸地域からの補正 6km
気象庁からの補正 -4km

15km

※2011年東北地方太平洋沖地震以降に発生した金華
山付近の微小地震分布については，F-6断層～F-9断
層による地震動評価で考慮する。

敷地周辺と内陸地域の傾向の違い及び気
象庁と稠密地震観測の差を考慮して地震発
生層を設定する。

1
km

内陸地域のD90％（13km）

気象庁震源と稠密地震観測の違い

気象庁震源の内陸地域と敷地周辺の傾向の違い

地震発生層の設定

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定 敷地周辺の内陸地殻内地震の地震発生層

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p26 再掲
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 地球物理学的データの確認

敷地付近を通る断面の速度構造〔伊藤ほか(2002) に一部加筆〕

上部地殻と下部地殻の境界であるコンラッド面深さは敷地周辺では１８ｋｍ程度であることから，敷地周辺の地震
発生層の下限は１８ｋｍより浅いと考えられ，微小地震分布に基づく地震発生層の設定と矛盾しないと考えられる。

検討に用いた測線 得られたP波速度構造

女川原子力発電所

凡例 ○，□：陸上観測点
△ ：海底地震計
（●，■，▲：検討に用いた観測点）

 伊藤ほか(2002）は，1999年に宮城県沖で行なわれた人工地震探査の観測記録を用いて，東北日本前弧における地殻深部及び
最上部マントルの構造を求めた。

女川原子力発電所

：インバージョンに用いた初動の波線が分布する範囲を示す。この範囲内の解
像度は１に近く信頼性は高い〔伊藤ほか（2002）〕。

第347回審査会合(H28.4.8)
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定 敷地周辺の内陸地殻内地震の地震発生層
コメントＳ188
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西側 東側

2011年東北地方太平洋沖地震後に，金華山付近（サイトから約10km程度）の深さ20km程度に微小地震が発生

・微小地震は，深さ20km程度で発生しており，F-6断層～F-9断層との直接的な対応は見られない。

・安全評価上，F-6断層～F-9断層による地震の評価にあたっては，地震発生層の下端深さ22kmを考慮する。

敷地近傍の震央分布（2011年3月～2017年4月，深さ30km以浅，気象庁地震カタログ）

東西断面 南北断面

深さ22km

※東西断面中心点：141.5°，南北断面中心点：38.32°

地震発生層の設定 金華山付近の微小地震

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定 敷地周辺の内陸地殻内地震の地震発生層
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15 km

女川原子力発電所

東西断面用対象領域

南北断面用対象領域

深さ22km
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（１）微小地震分布に基づく地震発生層の設定
・敷地周辺（北上山地南部）と内陸地域（宮城県北部歪集中帯）の微小地震分布の特徴及び気象庁地震カタログ
と精度の良い稠密地震観測の震源決定との違いを考慮し，３～１５ｋｍに設定する。

（２）地球物理学的データによる確認
・上部地殻と下部地殻の境界（コンラッド面）は，敷地付近では深さ１８ｋｍ程度であり，（１）と矛盾しない。
・キュリー点深度分布は，敷地付近は内陸地域よりも深い傾向にあり，（１）と矛盾しない。

（３）2011年東北地方太平洋沖地震後の金華山付近の地震
・海域の活断層との関連はないと考えられるが，近くに位置するF-6断層～F-9断層による地震の評価にあたって
は， 断層下端深さとして２２ｋｍを考慮する。

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p30 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定 敷地周辺の内陸地殻内地震の地震発生層
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検討用地震の選定

（Noda et al.(2002)，内陸補正なし）

検討用地震として「Ｆ－６断層～Ｆ－９断層による地震」，「仙台湾の
断層群による地震」を選定する。

 検討用地震は，敷地周辺の被害地震，活断層による地震及び連動を考慮する活断層群による地震のうち，敷地
に対して最も影響の大きい地震を選定した。

 選定にあたっては，Noda et al.（2002）の応答スペクトルによる比較を行った。

種別 地 震
マグニ

チュード
Ｍ

等価
震源距離

(ｋｍ)

被害地震
（※1）

1900年宮城県北部の地震 7.0 51

2003年7月26日宮城県中部の地震 6.4 32

活断層による地震
（※2）

双葉断層による地震 8.2 87

Ⅳ断層による地震 7.6 82

Ｆ－１５断層・Ｆ－１６断層による地震 7.5 39

Ｆ－２断層・Ｆ－４断層による地震 7.2 24

Ｆ－６断層～Ｆ－９断層による地震 7.1 19

ｆ－１３断層による地震 6.7 17

連動を考慮する
活断層群による地震

（※3）

北上低地帯～宮城県北部の断層群に
よる地震

8.2 78

仙台湾の断層群による地震 7.6 31

内陸地殻内地震の検討用地震の選定に用いた地震の諸元

※1：点震源として等価震源距離を算定した。
※2：p147に示す活断層による地震。
※3：p148に示す連動を考慮する活断層群による地震のうち，断層位置，形状，地震規模と距離

の比較から選定した。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．１ 検討用地震の選定

第347回審査会合(H28.4.8)
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： 1900年宮城県北部の地震
： 2003年7月26日宮城県中部の地震
： 双葉断層による地震
： Ⅳ断層による地震
： F-15断層・F-16断層による地震
： F-2断層・F-4断層による地震
： F-6断層～F-9断層による地震
： f-13断層による地震
： 北上低地帯～宮城県北部の断層群による地震
： 仙台湾の断層群による地震

コメントＳ196
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 地震動評価における不確かさの整理
・検討用地震の断層モデルの設定における不確かさについて，認識論的な不確かさと偶然的な不確かさの観点
から整理を行った。

地震動評価における不確かさの整理

※：F-6断層～F-9断層による地震の断層モデルでは，活断層とは関連しないと考えられるが，2011年東北地方太平洋沖地震後に発生した金華山付近

の微小地震を踏まえて地震発生層の下限を設定する。

区 分 項 目 基本ケースの考え方 不確かさケースの考え方

認識論的
な不確かさ

事前の詳細な調査や
経験式などに基づき設
定できるもの。

地震規模
（断層長さ）

詳細な地質調査結果に基づき設定する。

F-6断層～F-9断層による地震については，詳細な調査
に基づくことから，不確かさは考慮しない。

断層の位置
仙台湾の断層群による地震については，仙台湾北部の
南傾斜の仮想震源断層を含んでいることから，不確かさ
は考慮しない。

地震発生層 微小地震分布の調査等に基づき設定する※。 詳細な調査に基づくことから，不確かさは考慮しない。

アスペリティの
位置

F-6断層～F-9断層による地震では，断層の分布密度が
高いF-9断層にアスペリティ１（大）を，F-6断層にアスペリ
ティ2（小）を配置する。
いずれも保守性を考慮して断層上端敷地寄りとする。

F-6断層～F-9断層による地震では，アスペリティを断層
上端敷地寄りに集約したケースを考慮する。

仙台湾の断層群による地震では，保守性を考慮し断層上
端敷地寄りにアスペリティを設定する。

仙台湾の断層群による地震では，基本ケースでアスペリ
ティを断層上端敷地寄りに集約しており，不確かさは考慮
しない。

傾斜角
地質調査結果及び地震調査研究推進本部（2017）により
設定する。

F-6断層～F-9断層による地震では，より低角を考慮する。

アスペリティの
短周期レベル

経験的に求められた平均的な値である地震調査研究推
進本部（2017）を基本ケースとする。

新潟県中越沖地震の知見を反映し，不確かさとして1.5倍
を考慮する。

偶然的な
不確かさ

事前の詳細な調査や
経験式などに基づく特
定が困難なもの。

破壊開始点
特定は困難であることから，破壊が敷地に向かう位置に
複数設定する。

基本ケースと同様に，破壊が敷地に向かう位置に複数設
定する。

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．２ 検討用地震の不確かさケースの検討 基本，不確かさケースの整理

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p40 修正
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検討ケース

断層モデルの設定条件

地震規模
断層の
位置

破壊
開始点

地震
発生層

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの
位置

傾斜角
アスペリティの
短周期レベル

F-6断層～F-9断
層による地震

基本ケース
M7.1※2

M7.2※3
地質調査

結果

破壊が敷地
に向かう位置

（複数）
3～22km

敷地寄せ
断層上端

60°
地震調査研究

推進本部
(2017)×1.0

短周期レベルの
不確かさ※１

M7.1※2

M7.2※3 同上 同上 同上 同上 同上
地震調査研究

推進本部
(2017)×1.5

断層傾斜角の
不確かさ

M7.1※2

M7.4※3 同上 同上 同上 同上 45°
地震調査研究

推進本部
(2017)×1.0

アスペリティの
不確かさ

M7.1※2

M7.2※3 同上 同上 同上
集約

敷地寄せ
断層上端

60° 同上

仙台湾の断層群
による地震

基本ケース
M7.6※2

M7.3※3
地質調査

結果

破壊が敷地
に向かう位置

（複数）
3～15km

敷地寄せ
断層上端

60°
地震調査研究

推進本部
(2017)×1.0

短周期レベルの
不確かさ※１ 同上 同上 同上 同上 同上 同上

地震調査研究
推進本部

(2017)×1.5

：あらかじめモデルに織り込む不確かさ

：考慮する不確かさ

※1：新潟県中越沖地震の知見を反映し，短周期レベル（応力降下量）×1.5倍を考慮。

※2：松田(1975）による。

※3：武村（1990）による。

検討用地震の基本ケースと考慮する不確かさ

 検討用地震の基本ケースと考慮する不確かさ

第347回審査会合(H28.4.8)
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．２ 検討用地震の不確かさケースの検討 基本，不確かさケースの設定
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※1 傾斜角：地質調査結果では傾斜角は90°ないし高角の北東落ちで

あることから，地震調査研究推進本部（2017）を参考に60°

に設定。

※2 地震発生層下端：金華山付近の微小地震の発生深さを考慮し設定。

※3 断層幅：傾斜角，地震発生層厚さから設定。

アスペリティ２

アスペリティ１

：破壊開始点（R）

女川原子力発電所

R1

R2

R3

基本ケース及び短周期レベルの不確かさケースの断層モデル

・地質調査結果を踏まえ評価した長さ（23.7km）を断層長さとし，地震調査研究推進本部（2017）
に基づき断層モデルを設定。

断層モデル平面図

断面図

深さ3km

19km

深さ22km※２

3km

傾斜角60°※1

断層幅
21.9km※3

▽地表

※本資料では，施設の配置を考慮し方位は全てプラントノース(PN）を
基準とする。PNは真北に対し反時計回りに38.909°の方向。

TN
PN

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価

第347回審査会合(H28.4.8)
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地震モーメントM0

M0=(S/4.24×1011）2×10-7

1.50×1019Nm

平均応力降下量Δσ

Δσ=（7・π1.5/16）（M0/S1.5）

3.1MPa

平均すべり量D

D=M0/（μ・S）

92.5cm

アスペリティの

応力降下量Δσa

Δσa=(7/16）・M0/(r2・R)

15.9MPa

アスペリティの

平均すべり量Da

Da=2.0×D

185cm

巨視的
パラメータ

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ
全体

アスペリティ面積Sai アスペリティの

応力降下量Δσai

アスペリティの

平均すべり量Dai

Dai＝(γi/Σγi
3）・Da

各
ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

断層長さは地質調査結果
に基づき設定

L=23.7km

断層面積は断層長さと断
層幅に基づき算定

S= 519km2

断層傾斜角は地質調査結
果等に基づき設定

δ=60°

地震発生層厚さは敷地付
近の微小地震分布等から
設定

厚さ 19km

断層幅は断層傾斜角と地
震発生層厚さに基づき算
定

Ｗ=21.9km

地震モーメントM0a

M0a=μ・Da・Sa

5.83×1018Nm

短周期レベルA

A=2.46×1010・(M0×107)1/3

1.31×1019Nm/s2

地震モーメントM0ai

Moai＝μ・Ｄａｉ・Sai

短周期レベルAai

Aai=4・π・rai・Δσai・β2

アスペリティ面積Sa 等価半径R，ｒ

基本ケースの断層パラメータ設定フロー 地震調査研究推進本部(2017)に基づき設定

第347回審査会合(H28.4.8)
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３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価

：与条件の項目

：地震調査研究推進本部（2017）を用いて設定
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断層パラメータ 設定方法

設定値

基本

ケース

不確かさ

ケース

断

層

面

全

体

断層長さ（km） 地質調査結果に基づき設定 23.7 同左

断層幅（km） 地震発生層厚さと傾斜角から設定 21.9 同左

断層面積（km2） Ｓ＝ＬＷ 519 同左

断層上端深さ（km） 微小地震分布等に基づき設定 3 同左

断層下端深さ（km） 微小地震分布等に基づき設定 22 同左

走向（°） 地質調査結果に基づき設定 133.5 同左

傾斜角（°） 地質調査結果等に基づき設定 60 同左

破壊伝播形式 － 放射状 同左

地震モーメント（N・m）
M0=(S/4.24×10

11)2×10-7

入倉・三宅（2001）
1.50×1019 同左

剛性率（N/m2）

μ=ρ・β2，β=3.4km/s,

ρ=2.7g/cm3，地震調査研究推進
本部（2017）

3.12×1010 同左

平均すべり量（cm） D=M0/(μ・S） 92.5 同左

平均応力降下量（MPa） Δσ=（7π1.5/16)(M0/S
1.5) 3.1 同左

破壊伝播速度（km/s）
Vr=0.72β，地震調査研究推進本
部（2017）

2.45 同左

短周期レベル（N・m/s2）
A=2.46×1010×(M0×10

7)1/3

壇ほか（2001）
1.31×1019 同左

断層パラメータ 設定方法

設定値

基本

ケース

不確かさ

ケース

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

地震モーメント（N・m） M0a=μ・Da・Sa 5.83×1018 同左

面積（km2）
Sa=πr

2,r=(7πM0β
2)/(4AR),

R=(S/π）0.5
101.0 同左

平均すべり量（cm） Da=2・D 185.0 同左

応力降下量（MPa） Δσa=(7/16)・M0/(r
2・R） 15.9 23.8

短周期レベル※（N・m/s2） Ａａ=（Aa1
2＋Aa2

2）0.5 1.31×1019 1.96×1019

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
１

地震モーメント（N・m） M0a1=μ・Da1・Sa1 4.31×1018 同左

面積（km2） Sa1=(2/3)Sa 67.3 同左

平均すべり量（cm） Da1=(γ1/Σγi
3)・Da,γ1=r1/r 205.0 同左

応力降下量（MPa） Δσa1=Δσa 15.9 23.8

短周期レベル※（N・m/s2） Aa1=4 π・r・Δσa・β2 1.07×1019 1.60×1019

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
２

地震モーメント（N・m） M0a2=μ・Da2・Sa2 1.52×1018 同左

面積（km2） Sa2=(1/3)Sa 33.7 同左

平均すべり量（cm） Da2=(γ2/Σγi
3)・Da,γ2=r2/r 145.0 同左

応力降下量（MPa） Δσa2=Δσa 15.9 23.8

短周期レベル※（N・m/s2） Aa2=4 π・r・Δσa・β2 7.54×1018 1.13×1019

背

景

領

域

地震モーメント（N・m） M0b=M0-M0a 9.15×1018 同左

面積（km2） Sb=S-Sa 418.0 同左

平均すべり量（cm） Db=M0b/(μ・Sb) 70.1 同左

実効応力（MPa） σb=(Db/Wb)･(π
1/2/Da)･r･Σγi

3･σa 2.0 3.1

fmax（Hz） 香川ほか（2003） 8.3 同左

基本ケース及び短周期レベルの不確かさケースの断層パラメータ

※アスペリティの短周期レベルは参考として記載。

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p45 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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※1 傾斜角：地質調査結果では傾斜角は90°ないし高角の北東落ちで

あるが，不確かさを考慮して45°に設定。

※2 地震発生層下端：金華山付近の微小地震の発生深さを考慮し設定。

※3 断層幅：傾斜角，地震発生層厚さから設定。

アスペリティ２

アスペリティ１

：破壊開始点（R）

女川原子力発電所

R1

R2

R3

断層傾斜角の不確かさケースの断層モデル

・地質調査結果を踏まえ評価した長さ（23.7km）を断層長さとし，地震調査研究推進本部（2017）
に基づき断層モデルを設定。不確かさとして傾斜角45°を考慮。

断層モデル平面図

断面図

深さ3km

19km

深さ22km※２

3km

傾斜角45°※1

断層幅
26.9km※3

▽地表

TN
PN

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p46 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

断層長さ（km） 地質調査結果に基づき設定 23.7

断層幅（km） 地震発生層厚さと傾斜角から設定 26.9

断層面積（km2） Ｓ＝ＬＷ 637.5

断層上端深さ（km） 微小地震分布等に基づき設定 3

断層下端深さ（km） 微小地震分布等に基づき設定 22

走向（°） 地質調査結果に基づき設定 133.5

傾斜角（°） 不確かさを考慮して設定 45

破壊伝播形式 － 放射状

地震モーメント（N・m）
M0=(S/4.24×10

11)2×10-7

入倉・三宅（2001）
2.26×1019

剛性率（N/m2）

μ=ρ・β2，β=3.4km/s,

ρ=2.7g/cm3，地震調査研究推進本
部（2017）

3.12×1010

平均すべり量（cm） D=M0/(μ・S） 113.6

平均応力降下量（MPa） Δσ=（7π1.5/16)(M0/S
1.5) 3.4

破壊伝播速度（km/s）
Vr=0.72β，地震調査研究推進本部
（2017）

2.45

短周期レベル（N・m/s2）
A=2.46×1010×(M0×10

7)1/3

壇ほか（2001）
1.50×1019

断層パラメータ 設定方法 設定値

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

地震モーメント（N・m） M0a=μ・Da・Sa 1.01×1019

面積（km2）
Sa=πr

2,r=(7πM0β
2)/(4AR),

R=(S/π）0.5
142.3

平均すべり量（cm） Da=2・D 227.2

応力降下量（MPa） Δσa=(7/16)×M0/(r
2・R） 15.3

短周期レベル※（N・m/s2） Ａａ=（Aa1
2＋Aa2

2）0.5 1.50×1019

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
１

地震モーメント（N・m） M0a1=μ・Da1・Sa1 7.46×1018

面積（km2） Sa1=(2/3)Sa 94.9

平均すべり量（cm） Da1=(γ1/Σγi3)×Da,γ1=r1/r 251.8

応力降下量（MPa） Δσa1=Δσa 15.3

短周期レベル※（N・m/s2） Aa1=4 π・r・Δσa・β2 1.22×1019

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
２

地震モーメント（N・m） M0a2=μ・Da2・Sa2 2.64×1018

面積（km2） Sa2=(1/3)Sa 47.4

平均すべり量（cm） Da2=(γ2/Σγi
3)×Da,γ2=r2/r 178.1

応力降下量（MPa） Δσa2=⊿σa 15.3

短周期レベル※（N・m/s2） Aa2=4 π・r・Δσa・β2 8.65×1018

背

景

領

域

地震モーメント（N・m） M0b=M0-M0a 1.25×1019

面積（km2） Sb=S-Sa 495.2

平均すべり量（cm） Db=M0b/(μ・Sb) 81.0

実効応力（MPa） σb=(Db/Wb)･(π
1/2/Da)･r･Σγi3･σa 1.8

fmax 香川ほか（2003） 8.3

断層傾斜角の不確かさケースの断層パラメータ

※アスペリティの短周期レベルは参考として記載。

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p48 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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※1 傾斜角：地質調査結果では傾斜角は90°ないし高角の北東落ちで

あることから，地震調査研究推進本部（2017）を参考に60°

に設定。

※2 地震発生層下端：金華山付近の微小地震の発生深さを考慮し設定。

※3 断層幅：傾斜角，地震発生層厚さから設定。

アスペリティ

：破壊開始点（R）

女川原子力発電所

R1

R2

アスペリティの不確かさケースの断層モデル

・地質調査結果を踏まえ評価した長さ（23.7km）を断層長さとし，地震調査研究推進本部（2017）
に基づき断層モデルを設定。不確かさとしてアスペリティを敷地寄り断層上端に集約。

断層モデル平面図

断面図

深さ3km

19km

深さ22km※２

3km

傾斜角60°※1

断層幅
21.9km※3

▽地表

TN
PN

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p49 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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断層パラメータ 設定方法 設定値

断

層

面

全

体

断層長さ（km） 地質調査結果に基づき設定 23.7

断層幅（km） 地震発生層厚さと傾斜角から設定 21.9

断層面積（km2） Ｓ＝ＬＷ 519

断層上端深さ（km） 微小地震分布等に基づき設定 3

断層下端深さ（km） 微小地震分布等に基づき設定 22

走向（°） 地質調査結果に基づき設定 133.5

傾斜角（°） 地質調査結果等に基づき設定 60

破壊伝播形式 － 放射状

地震モーメント（N・m）
M0=(S/4.24×10

11)2×10-7

入倉・三宅（2001）
1.50×1019

剛性率（N/m2）

μ=ρ・β2，β=3.4km/s,

ρ=2.7g/cm3，地震調査研究推進
本部（2017）

3.12×1010

平均すべり量（cm） D=M0/(μ・S） 92.5

平均応力降下量（MPa） Δσ=（7π1.5/16)(M0/S
1.5) 3.1

破壊伝播速度（km/s）
Vr=0.72β，地震調査研究推進本
部（2017）

2.45

短周期レベル（N・m/s2）
A=2.46×1010×(M0×10

7)1/3

壇ほか（2001）
1.31×1019

断層パラメータ 設定方法 設定値

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

地震モーメント（N・m） M0a=μ・Da・Sa 5.83×1018

面積（km2）
Sa=πr

2,r=(7πM0β
2)/(4AR),

R=(S/π）0.5
101.0

平均すべり量（cm） Da=2・D 185.0

応力降下量（MPa） Δσa=(7/16)×M0/(r
2・R） 15.9

短周期レベル※（N・m/s2） Ａａ=4・π・ra・Δσa・β
2 1.31×1019

背

景

領

域

地震モーメント（N・m） M0b=M0-M0a 9.15×1018

面積（km2） Sb=S-Sa 418.0

平均すべり量（cm） Db=M0b/(μ・Sb) 70.1

実効応力（MPa） σb=(Db/Wb)/(Da/Wa)･σa 2.7

fmax（Hz） 香川ほか（2003） 8.3

アスペリティ集約の影響検討ケースの断層パラメータ

※アスペリティの短周期レベルは参考として記載。

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p51 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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 検討ケースの主なパラメータの比較

■地震動評価方法

○応答スペクトルに基づく方法による地震動評価
・Noda et al.(2002)の方法を用いた地震動評価を行う。
内陸地殻内地震の観測記録が少ないことから，内陸
補正係数は考慮しない。

○断層モデルを用いた手法による地震動評価
・短周期を入倉ほか（1997）による統計的グリーン関数
法，長周期を久田（1997）の理論的方法（波数積分
法）によるハイブリッド合成法により評価。

検討ケース

断層モデルの設定条件

断層長さ
(km）

地震規模
等価

震源距離
（km）

傾斜角
断層面積

（km2）

地震
モーメント

（Ｎm）

アスペリティの
応力降下量

（MPa）

アスペリティの
短周期レベル

(Nm/s2）

基本ケース 23.7
M7.1※1

M7.2※2 19.7 60° 519 1.50×1019 15.9 1.31×1019

短周期レベルの
不確かさ

23.7
M7.1※1

M7.2※2 19.7 60° 519 1.50×1019 23.8 1.96×1019

断層傾斜角の
不確かさ

23.7
M7.1※1

M7.4※2 20.2 45° 637.5 2.26×1019 15.3 1.50×1019

アスペリティの
不確かさケース

23.7
M7.1※1

M7.2※2 16.5 60° 519 1.50×1019 15.9 1.31×1019

パラメータの設定根拠

断層面積 断層長さ×断層幅

断層長さ 地質調査結果による。

断層幅

断層傾斜角と地震発生層厚さより算定。地震発生層厚さは，
北上山地の南部に位置する敷地と内陸地域（歪集中帯）の微
小地震等の特徴を踏まえ，さらに3.11地震後に金華山付近で
発生した微小地震を考慮して設定。

断層傾斜角
地質調査結果では90°ないし高角の北東落ちであることから，
地震調査研究推進本部（2017）を参考に60°とした。

断層の走向 地質調査結果による。

主な断層パラメータの設定根拠（基本ケース）

※1：松田(1975）による。 ※2：武村（1990）による。

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p52 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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 応答スペクトルに基づく方法による地震動評価

・松田(1975)及び武村(1990)で算定した地震規模を用いたNoda et al.(2002）による評価を示す。

・Ｆ－６断層～Ｆ－９断層の地震動評価においては，武村(1990)は松田(1975）と比べて保守的な評価となることか
ら，応答スペクトルに基づく地震動評価としては武村(1990)を用いた評価を採用する。

水平方向 鉛直方向

基本ケース（※1）
基本ケース（※2）
断層傾斜角の不確かさケース（※3）
断層傾斜角の不確かさケース（※4）
アスペリティの不確かさケース（※5）
アスペリティの不確かさケース（※6）

※1 ： Mj7.1[松田(1975)]，Xeq=19.7km ※2 ： Mj7.2[武村(1990)]，Xeq=19.7km
（短周期レベルの不確かさケース） （短周期レベルの不確かさケース）

※3 ： Mj7.1[松田(1975)]，Xeq=20.2km ※4 ： Mj7.4[武村(1990)]，Xeq=20.2km
※5 ： Mj7.1[松田(1975)]，Xeq=16.5km ※6 ： Mj7.2[武村(1990)]，Xeq=16.5km

基本ケース（※1）
基本ケース（※2）
断層傾斜角の不確かさケース（※3）
断層傾斜角の不確かさケース（※4）
アスペリティの不確かさケース（※5）
アスペリティの不確かさケース（※6）

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p53 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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・Ｆ－６断層～Ｆ－９断層による地震（基本ケース）のハイブリッド合成法（接続周期帯1.0～2.0秒）による地震動評価
の応答スペクトルを示す。

NS EW UD

破壊開始点１
破壊開始点２
破壊開始点３

破壊開始点１
破壊開始点２
破壊開始点３

破壊開始点１
破壊開始点２
破壊開始点３

 断層モデルによる評価 基本ケース ハイブリッド合成法（接続周期帯 1.0～2.0秒）

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p55 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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・Ｆ－６断層～Ｆ－９断層による地震（短周期レベルの不確かさケース）のハイブリッド合成法（接続周期帯1.0～2.0秒）
による地震動評価の応答スペクトルを示す。

破壊開始点１
破壊開始点２
破壊開始点３

破壊開始点１
破壊開始点２
破壊開始点３

破壊開始点１
破壊開始点２
破壊開始点３

 断層モデルによる評価 短周期レベルの不確かさケース ハイブリッド合成法（接続周期帯 1.0～2.0秒）

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p57 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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・Ｆ－６断層～Ｆ－９断層による地震（断層傾斜角の不確かさケース）のハイブリッド合成法（接続周期帯1.0～2.0秒）
による地震動評価の応答スペクトルを示す。

破壊開始点１
破壊開始点２
破壊開始点３

破壊開始点１
破壊開始点２
破壊開始点３

破壊開始点１
破壊開始点２
破壊開始点３

 断層モデルによる評価 断層傾斜角の不確かさケース ハイブリッド合成法（接続周期帯 1.0～2.0秒）

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p59 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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・Ｆ－６断層～Ｆ－９断層による地震（アスペリティの不確かさケース）のハイブリッド合成法（接続周期帯1.0～2.0秒）
による地震動評価の応答スペクトルを示す。

破壊開始点1
破壊開始点2

破壊開始点1
破壊開始点2

破壊開始点1
破壊開始点2

 断層モデルによる評価 アスペリティの不確かさケース ハイブリッド合成法（接続周期帯 1.0～2.0秒）

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p61 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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基本ケース ハイブリッド合成法
基本ケース（※1） Noda et al.(2002）
短周期レベルの不確かさケース ハイブリッド合成法
断層傾斜角の不確かさケース ハイブリッド合成法
断層傾斜角の不確かさケース（※2） Noda et al.(2002)
アスペリティの不確かさケース ハイブリッド合成法
アスペリティの不確かさケース（※3） Noda et al.(2002)

基本ケース ハイブリッド合成法
基本ケース（※1） Noda et al.(2002）
短周期レベルの不確かさケース ハイブリッド合成法
断層傾斜角の不確かさケース ハイブリッド合成法
断層傾斜角の不確かさケース（※2） Noda et al.(2002)
アスペリティの不確かさケース ハイブリッド合成法
アスペリティの不確かさケース（※3） Noda et al.(2002)

基本ケース ハイブリッド合成法
基本ケース（※1） Noda et al.(2002）
短周期レベルの不確かさケース ハイブリッド合成法
断層傾斜角の不確かさケース ハイブリッド合成法
断層傾斜角の不確かさケース（※2） Noda et al.(2002)
アスペリティの不確かさケース ハイブリッド合成法
アスペリティの不確かさケース（※3） Noda et al.(2002)

※1 ： Mj7.2[武村(1990)]，Xeq=19.7km
※2 ： Mj7.4[武村(1990)]，Xeq=20.2km
※3 ： Mj7.2[武村(1990)]，Xeq=16.5km

応答スペクトルに基づく評価と断層モデルによる評価

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p62 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 F-6断層～F-9断層による地震の地震動評価
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 断層モデルの設定（基本ケース，短周期レベルの不確かさケース）
・仙台湾の断層群による地震としてF-12断層～F-14断層（24.2km）と仙台湾北部の南傾斜の仮想震源断層（18.9km）を合わせた
長さを断層長さとして，地震調査研究推進本部（2017）により断層モデルを設定する。

・アスペリティ位置は，安全側の評価となるようにそれぞれの巨視的断層面上端に敷地に寄せて設定する。

断面図

※１：傾斜角：F-12断層～F-14断層は地質調査結果では
傾斜角は90°ないし高角の南西上がりであることから，
地震調査研究推進本部（2017）を参考に60°に設定。
仮想震源はF-12断層～F-14断層と同様の傾斜角に
設定。

※2：地震発生層下端：金華山付近のような微小地震の集
中がみられないことから15kmと設定。

※3：断層幅：傾斜角，地震発生層厚さから設定。平面図

要素地震

2003.7.26 16：56（M5.5）

F-12断層～
F-14断層アスペリティ２

アスペリティ１

女川原子力発電所

仙台湾北部の南傾斜の
仮想震源断層

：破壊開始点（R）

R２

R１

           

深さ3km

12km

深さ15km※２

3km

傾斜角60°※1

断層幅
13.9km※3

▽地表

※断層面の屈曲を考慮し，アスペリティは一体のものとして想定。

TN
PN

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 仙台湾の断層群による地震の地震動評価

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p64 修正
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地震モーメントM0

M0=(S/4.24×1011）2×10-7

1.76×1019Nm

平均応力降下量Δσ

Δσ=（7・π1.5/16）（M0/S1.5）

3.2MPa

平均すべり量D

D=M0/（μ・S）

100cm

アスペリティの

応力降下量Δσa

Δσa=(7/16）・M0/(r2・R)

15.7MPa

アスペリティの

平均すべり量Da

Da=2.0×D

200cm

巨視的
パラメータ

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ

断層長さは地質調査結果
等に基づく。

L=43.1km

断層面積は断層長さと断
層幅に基づき算定（交差
部の欠損を考慮）

S= 562.4km2

断層傾斜角は地質調査結
果等に基づき設定

δ=60°

地震発生層厚さは敷地付
近の微小地震分布等から
設定

厚さ 12km

断層幅は断層傾斜角と地
震発生層厚さに基づき算
定

W=13.9km

地震モーメントM0a

M0a=μ・Da・Sa

7.23×1018Nm

短周期レベルA

A=2.46×1010・(M0×107)1/3

1.38×1019Nm/s2

短周期レベルAai

Aai=4・π・ra・ Δσa・β2

1.38×1019Nm/s2

アスペリティ面積Sa 等価半径R，ｒ

基本ケースの断層パラメータ設定フロー 地震調査研究推進本部（2017）に基づき設定

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p65 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 仙台湾の断層群による地震の地震動評価

：与条件の項目

：地震調査研究推進本部（2017）を用いて設定
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基本ケース及び短周期レベルの不確かさケースの断層パラメータ

断層パラメータ 設定方法

設定値

基本ケース
不確かさ

ケース

断

層

面

全

体

断層長さ(km) 地質調査結果に基づき設定 43.1 同左

断層幅(km) 地震発生層厚さと傾斜角から設定 13.9 同左

断層面積(km2) Ｓ＝ＬＷ（断層面の重複を考慮） 562.4 同左

断層上端深さ(km) 微小地震分布等に基づき設定 3 同左

断層下端深さ(km) 微小地震分布等に基づき設定 15 同左

傾斜角（°） 地質調査結果等に基づき設定 60 同左

破壊伝播形式 － 放射状 同左

地震モーメント

（N・m）

M0=(S/4.24×10
11)2×10-7

入倉・三宅（2001）
1.76×1019 同左

剛性率（N/m2）

μ=ρ・β2，β=3.4km/s,

ρ=2.7g/cm3，地震調査研究推進
本部（2017）

3.12×1010 同左

平均すべり量（cm） D=M0/(μ・S） 100 同左

平均応力降下量

（MPa）
Δσ=（7π1.5/16)(M0/S

1.5) 3.2 同左

破壊伝播速度（km/s）
Vr=0.72β，地震調査研究推進本
部（2017）

2.45 同左

短周期レベル

（N・m/s2）

A=2.46×1010×(M0×10
7)1/3

壇ほか（2001）
1.38×1019 同左

断層パラメータ 設定方法

設定値

基本

ケース

不確かさ

ケース

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ

地震モーメント（N・m） M0a=μ・Da・Sa 7.23×1018 同左

面積（km2）
Sa=πr2,r=(7πM0β

2)/(4AR),

R=(S/π）0.5
115.5 同左

平均すべり量（cm） Da=2・D 200 同左

応力降下量（MPa） Δσa=(7/16)×M0/(r2・R） 15.7 23.5

短周期レベル※（N・m/s2） Aa=4 π・r・Δσa・β2 1.38×1019 2.07×1019

背

景

領

域

地震モーメント（N・m） M0b=M0-M0a 1.04×1019 同左

面積（km2） Sb=S-Sa 446.9 同左

平均すべり量（cm） Db=M0b/(μ・Sb) 74 同左

実効応力（MPa） σb=(Db/Wb)/(Da/Wa)･σa 3.4 5.2

※アスペリティの短周期レベルは参考として記載。

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p66 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 仙台湾の断層群による地震の地震動評価
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 検討ケースの主なパラメータの比較

■地震動評価方法
○応答スペクトルに基づく方法による地震動評価
・Noda et al.(2002)の方法を用いた地震動評価を行う。内
陸地殻内地震の観測記録が少ないことから，内陸補正係
数は考慮しない。

○断層モデルを用いた手法による地震動評価
・入倉ほか（1997）及び司ほか（2015）の経験的グリーン関
数法により評価を行う。

・要素地震は，敷地の西側領域（石巻平野周辺から仙台湾
の断層群）付近で発生し，想定する断層と同様の震源メ
カニズム（逆断層）の地震である2003年7月26日16：56宮
城県中部の地震（M5.5）を用いる。

検討ケース

断層モデルの設定条件

断層長さ
(km）

地震規模
等価

震源距離
（km）

傾斜角
断層面積

（km2）

地震
モーメント

（Ｎm）

アスペリティの
応力降下量

（MPa）

アスペリティの
短周期レベル

(Nm/s2）

基本ケース 43.1 M7.6 28 60° 562 1.76×1019 15.7 1.38×1019

短周期レベルの
不確かさ

43.1 M7.6 28 60° 562 1.76×1019 23.5 2.07×1019

パラメータの設定根拠

断層面積 断層長さ×断層幅 重複部分は除く。

断層長さ 地質評価結果による。

断層幅
断層傾斜角と地震発生層厚さより算定。地震発生層厚さは，
北上山地の南部に位置する敷地と内陸地域（歪集中帯）の微
小地震等の特徴を踏まえ設定。

断層傾斜角

F-12断層～F-14断層は地質調査結果では傾斜角は90°ない
し高角の南西上がりであることから，地震調査研究推進本部
（2017）を参考に60°に設定。仮想震源はF-12断層～F-14断
層と同様の傾斜角に設定。

断層の走向 地質評価結果による。

主な断層パラメータの設定根拠

※ 地震規模は松田(1975)による。

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p67 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 仙台湾の断層群による地震の地震動評価
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UD方向

経験的グリーン関数法に用いる要素地震〔2003年7月26日16：56（M5.5）〕

要素地震の観測記録〔自由地盤の解放基盤（O.P.-8.6m）でのはぎとり波〕

要素地震の震央分布

・活断層の連動による規模の大きな地震では，表面波の卓越が考えられることから，敷地周辺で観測された内陸
地域の地震のうち，メカニズムが想定する断層面に近く，さらに表面波の卓越が見られる地震を要素地震として
選定した。

表面波の卓越

注：O.P.は女川原子力発電所工事用基準面（Onagawa peil）であり，O.P.±0m = T.P.（東京湾平均海面）-0.74m。

TN
PN

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p68 修正

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 仙台湾の断層群による地震の地震動評価
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 要素地震の諸元と震源スペクトル

要素地震

発生日時※1 2003.7.26 16:56

震源地※1 宮城県中部

震源位置※1 東経 141°11.3′北緯 38°30′

震源深さ（km）※1 12

地震の規模 M※1 5.5

地震モーメントM0（N・m）※2 9.45×1016

モーメントマグニチュードMw 5.3

コーナー周波数（Hz） 0.499

応力降下量（MPa） 3.0

要素地震の諸元

※1：気象庁地震カタログによる。

※2：F-netによる値。

要素地震の震源スペクトル

凡例 ：女川原子力発電所
：KiK-net MYGH03（唐桑）
：KiK-net MYGH04（東和）
：KiK-net MYGH12（志津川）
：Boore（1983）

【要素地震の諸元】
○要素地震の諸元は気象庁等に基づく。
○応力降下量は，女川原子力発電所及び周辺のKiK-net観測

点の岩盤の記録を用いて検討を行った。
・KiK-net観測点の記録は，地表記録から理論増幅率を用
いて解放基盤での地震波形を推定した。

・幾何減衰による補正を行った。

fc

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p69 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 仙台湾の断層群による地震の地震動評価
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※ ： Mj7.6[松田(1975)]，Xeq=28.0km（短周期レベルの不確かさケース）

基本ケース 経験的グリーン関数法
基本ケース（※） Noda et al.(2002)
短周期レベルの不確かさケース 経験的グリーン関数法

基本ケース 経験的グリーン関数法
基本ケース（※） Noda et al.(2002)
短周期レベルの不確かさケース 経験的グリーン関数法

基本ケース 経験的グリーン関数法
基本ケース（※） Noda et al.(2002)
短周期レベルの不確かさケース 経験的グリーン関数法

応答スペクトルに基づく評価と断層モデルによる評価

第347回審査会合(H28.4.8)

資料1 p75 再掲

３．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／３．３ 内陸地殻内地震

３．３．３ 検討用地震の地震動評価 仙台湾の断層群による地震の地震動評価
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４．震源を特定せず策定する地震動
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４．震源を特定せず策定する地震動

４．１ 検討対象地震と検討概要

「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」に示されている16地震

Mw6.5 以上：2地震
1．2008年岩手・宮城内陸地震

2．2000年鳥取県西部地震

Mw6.5 未満：14地震

地質・地質構造，活断層の成熟度等
の地域性について検討

影響の大きい地震観測記録の選定

(加藤ほか(2004)と暫定的に比較)

地質・地質構造の違い等により地域
性が異なることから地震観測記録の
収集対象外

影響の大きい地震観測記録：5地震
• 2004年北海道留萌支庁南部地震

• 2013年栃木県北部地震

• 2011年茨城県北部地震

• 2011年和歌山県北部地震

• 2011年長野県北部地震

信頼性のある基盤地震動の評価

「震源を特定せず策定する地震動」
として考慮
• 2004年北海道留萌支庁南部地震

震源を特定せず策定する地震動の検討結果

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p4 再掲
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○審査ガイド

「事前に活断層の存在が指摘されて
いなかった地域において発生し，地表
付近に一部の痕跡が確認された地震」
(Mw6.5 以上の地震)

○地震地体構造，地質・地質構造等の特徴について整理･比較 (全体詳細は次頁)

岩
手
・宮
城
内
陸
地
震

震
源
域
周
辺

■ 地震地体構造区分：火山性内弧地域
• 脊梁山地・出羽丘陵の火山帯とその間の盆地列。島弧方向の逆断層 ~ 褶曲発達。活断層密度中，活動度 B級。
■ 火山フロント内の火山地域で，変動地形の認定をさまたげる地形･地質構成にもかかわらず，短い変動地形が認識できる
• 新第三系堆積岩類・火山岩，第四系火山岩類が分布し，新第三紀以降に形成されたカルデラ構造及び地すべり地形が密
集している。

• 長大な活断層帯の南方延長部で発生した地震で，震源域に「短いながらも明瞭な断層変位地形」が判読されるとされてい
る。

女
川
原
子
力
発
電
所

敷
地
周
辺

■ 地震地体構造区分：外弧隆起帯，安定域
• 外弧隆起帯，安定。活断層密度極小，活動度 C級
■ 中・古生界の堆積岩類が広く分布し，その地質構造は約1億年前に形成された。また，変動地形の疑いのあるリニアメント
等は認められない

• 女川原子力発電所が位置する北上山地は，中・古生界の堆積岩類が広く分布しており，白亜紀の花崗岩類の貫入はある
が，分布は部分的である。また，堆積岩類の地質構造は白亜紀前期に形成されたと理解されている。

• 敷地周辺(牡鹿半島を含む北上山地南部)には活断層がみられず，変動地形の疑いのあるリニアメント等は認められない。

■ 以上より，女川原子力発電所敷地周辺は，震源域周辺と地震地体構造上明確に異なり，また，地質・地質構造等及び活断層・リ
ニアメントの分布状況の違いが確認できることから，2008年岩手・宮城内陸地震と同様の地震は発生しないと考えられる。

○まとめ

【基本】
・地体構造区分を検討
・地質･地質構造等を確認

活断層や地表地震断層の出現要因の可能性
として，次の地域差があることが考えられる。
岩手・宮城内陸地震
⇒ 上部に軟岩や火山岩，堆積層が厚く分布
する場合や地質体の違い等

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p29 修正

 審査ガイドの記載と震源域と敷地周辺の地域性の比較

４．震源を特定せず策定する地震動

４．２ Mw6.5以上の地震について 2008年岩手・宮城内陸地震
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・2008年岩手・宮城内陸地震の震源域は，火山フロント内に位置し，新第三系～第四系の火山岩，堆積岩が厚く分布した地域に該当。
・女川原子力発電所敷地周辺は，背景とする火山との関係，地質・地質構造，測地学・地震学的知見等より，同様な条件の地域でない
と判断されることから，地震観測記録の収集対象外とする。

項目 類似性 岩手・宮城内陸地震 震源域 女川原子力発電所敷地周辺*

地質構成 ×
• 新第三系(堆積岩，火山岩等)，第四系(火山岩類)

• 火山フロント内の火山地域

• 中・古生界(堆積岩，火山岩，深成岩類)

• 火山フロント外(東側)の非火山地域

【特記】 ×

• 新第三紀以降に形成されたカルデラ構造及び地すべり地形
が密集

（基盤の地質分布は断続的であり，地質構造の連続的な理
解が難しい）

• 基盤岩の地質構造が連続的に分布

(中･古生界の地質構造は連続的に理解可能)

地質構造 × • 中新世以降 ~ 現在に形成された褶曲及び断層 • 中生代白亜紀(約一億年前)に形成された褶曲及び断層

変動地形 ×

• 長大な活断層帯の南方延長部で発生した地震

• 変動地形の認定をさまたげる地形・地質的な要因が多いにも
かかわらず，短い変動地形が認識できる

• 変動地形は認められない

地震地体構造 ×
• 東北日本弧内帯(8C)：

火山性内弧・隆起優勢，地震活動も活発な地域

• 東北日本弧外帯(8B)：

外弧隆起帯の安定域，地震活動も低い地域

測地学的知見 ×

• 地質学的及び測地学的ひずみ集中帯の重なった領域内に位
置

• ひずみ集中帯の領域外に位置(中生代白亜紀以降に大きな変動
が認められない安定した地域に位置することと対応)

• なお，ブーゲー重力異常においても，牡鹿半島を含む北上山地と
石巻平野以西の境界には重力異常の急変帯を挟んでおり，地殻
構造は大きく異なることが示される

地震学的知見

(S波・P波

速度偏差)
×

• 南北走向の逆断層活動が顕著

• 地震発生前より微小地震がクラスター的に発生

• 震源域の下方にS波・P波速度偏差の低速度域がある

• 顕著な地震活動は認められない

• 敷地周辺の活断層と関連する微小地震はみられない

• 敷地周辺の下方にはS波・P波速度偏差の低速度域はない

* ここでは，敷地の位置する北上山地南端部・牡鹿半島地域を指す。

【凡 例】○：類似性有り，△：類似性低い ~ 一部有り，×：類似性無し

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p30 修正

 震源域と敷地周辺の地域性の詳細比較

４．震源を特定せず策定する地震動

４．２ Mw6.5以上の地震について 2008年岩手・宮城内陸地震
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○審査ガイド

活断層や地表地震断層の出現要因の可能性
として，次の地域差があることが考えられる。
鳥取県西部地震
⇒ 地域によって活断層の成熟度が異なること

「事前に活断層の存在が指摘されて
いなかった地域において発生し，地表
付近に一部の痕跡が確認された地震」
(Mw6.5 以上の地震)

○地震地体構造，地質・地質構造等の特徴について整理･比較 (全体詳細は次頁)

■ 以上より，女川原子力発電所敷地周辺は，震源域周辺と地震地体構造上明確に異なり，また，地質・地質構造等及び活断層・リ
ニアメントの分布状況の違いが確認できることから，2000年鳥取県西部地震と同様の地震は発生しないと考えられる。

○まとめ

【基本】
・地体構造区分を検討
・地質･地質構造等を確認

* 大局的に活動度がB級となる地域だが，中央構造線四国断層帯(計200km)は例外的に活動度がA級とされている。

鳥
取
県
西
部
地
震

震
源
域
周
辺

■ 地震地体構造区分：〔内帯〕 活断層の密度小，活動度B(A*)級
• 地形地質上，安定隆起帯とされているが，島弧の内帯に位置するため，外帯と比較し，地震活動，断層数，分布密度が比
較的高い。

■ 花崗岩，貫入岩が広く分布する。また，活断層は発達が初期ないし未成熟な段階として，活動度の低い断層やリニアメント
の集中がみられる

• 震源域周辺は，古第三系の花崗岩類を主体に，貫入岩体としては新第三系中新統の安山岩 ~ 玄武岩が広く分布している
が，それらの基盤となっている三郡変成岩類は散点的にしか分布していない。

• 山陰地域にみられる活断層は，第四紀中期以降に形成され活断層の発達過程として，初期ないし未成熟な段階とされてお
り，また，震源域周辺では，活動度の低い横ずれ断層が数条認められ，リニアメントの顕著な集中がみられるとされている。

女
川
原
子
力
発
電
所

敷
地
周
辺

■ 地震地体構造区分：〔外帯〕 活断層の密度極小，活動度C級
• 地形地質上，外弧隆起帯，安定域とされており，島弧の外帯に位置するため，内帯と比較し，地震活動が著しく低く，断層

数が少なく，分布密度も低いとされている。
■ 中・古生界の堆積岩類が広く分布し，その地質構造は約1億年前に形成された。また，変動地形の疑いのあるリニアメント

等は認められない
• 女川原子力発電所が位置する北上山地は，中・古生界の堆積岩類が広く分布しており，白亜紀の花崗岩類の貫入はある

が，分布は部分的である。また，堆積岩類の地質構造は白亜紀前期に形成されたと理解されている。
• 敷地周辺(牡鹿半島を含む北上山地南部)には活断層がみられず，変動地形の疑いのあるリニアメント等は認められない。

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p59 修正

 審査ガイドの記載と震源域と敷地周辺の地域性の比較

４．震源を特定せず策定する地震動

４．２ Mw6.5以上の地震について 2000年鳥取県西部地震
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震源域と女川原子力発電所敷地周辺は，地質･地質構造，地震地体構造の一部の類似性以外は，活断層タイプ，地震波低速度域
の存在・地震の発生頻度等で大きく異なり，地域性の違いが認められる。

* ここでは，敷地の位置する北上山地南端部・牡鹿半島地域を指す。

【凡 例】○：類似性有り，△：類似性低い ~ 一部有り，×：類似性無し

項目 類似性 鳥取県西部地震の震源域 女川原子力発電所敷地周辺*

地質構成 △
• 白亜系 ~ 古第三系(花崗岩)が主体

• 安山岩 ~ 玄武岩の岩脈(新第三紀中新世)が分布

• 中・古生界(堆積岩，火山岩，深成岩類)
• 火山岩脈(古第三紀以降)は分布しない

【特記】 ×
• 第四紀中期以降に新たな断層面が形成され活断層が発達
しつつある(活断層の成熟度が低い)

• 基盤岩の地質構造が連続的に分布

(中･古生界の地質構造は連続的に理解可能)

地質構造 △ ~ ×

• 基盤となる岩石は，三郡変成岩類(高圧型・ジュラ紀に変成
作用を受けたとされる)，分布は散点的

• 地域一帯は，広範囲に古第三系の花崗岩類が分布

• その後，中新統の苦鉄質火山岩類が，花崗岩類の間を埋
めるように分布

• 火山フロント内(第四紀火山の大山は震源域から約20km)

• 中・古生界の厚い堆積岩が，白亜紀に大規模な構造運動を
受け褶曲構造を呈している

• 白亜紀の花崗岩類の貫入はあるが，分布は部分的

• 古第三紀以降の火成活動は確認できない

• 火山フロント外(第四紀火山は約60km以上西方に分布)

変動地形 × • リニアメントの顕著な集中がみられる • 変動地形は認められない

地震地体構造 △ ~ × • [内帯] 中国山地・瀬戸内海(10C5)：安定隆起域 • [外帯] 東北日本弧外帯(8B)：外弧隆起帯の安定域

【活断層・地震】 ×
• 活断層の活動度は内帯としては低め，活断層密度が低い割
りに地震活動の活発な地域

• 活断層の活動度・密度が極めて低く，地震活動も低い地域

地震学的知見

(S波・P波

速度偏差)
×

• 応力場は東西圧縮の横ずれ型断層型

• 地震発生前より比較的活発な地震活動がみられる

• 震源断層直下の下部地殻に顕著な地震波低速度域が存在

• 応力場は東西圧縮の逆断層型

• 敷地周辺での顕著な地震活動はみられない，敷地周辺の西
方で比較的活発な地震活動がみられる

• 敷地周辺の下部地殻に顕著な地震波低速度域はみられない

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p60 修正

 震源域と敷地周辺の地域性の詳細比較

４．震源を特定せず策定する地震動

４．２ Mw6.5以上の地震について 2000年鳥取県西部地震
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 「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」において，震源を特定せず策定す
る地震動の収集対象とされている16地震のうち，Mw6.5未満の14地震を対象として，
震源近傍における観測記録を収集し，検討を実施。

• 観測記録の整理

対象：防災科学技術研究所のK-NET，KiK-net の観測記録

① 震央距離：30km以内

② K-NETの地盤条件：岩盤+ AVS30が500m/s以上

• 観測記録の抽出

加藤ほか(2004)と暫定的な比較を実施

① KiK-net ：地中観測記録×2＊

② K-NET：地表観測記録

• 詳細に検討すべき対象地震の選定

① KiK-net ：加藤ほか(2004)の応答スペクトルを上回ると想定される記録

② K-NET：地表観測記録で特に影響が大きいと考えられる記録

＊：簡易評価(地中記録の2倍が基盤地震動に相当すると仮定)

４．震源を特定せず策定する地震動

４．３ Mw6.5未満の地震について 観測記録の収集・整理 検討フロー

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p62 再掲
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14地震の観測記録(地表)の応答スペクトルと加藤ほか(2004)の応答スペクトル

 14地震の観測記録(地表)の応答スペクトルを重ね書き，加藤ほか(2004)の応答スペクトルと比較する。

４．震源を特定せず策定する地震動

４．３ Mw6.5未満の地震について Mw6.5未満の14地震の観測記録(地表)

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p63 再掲
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14地震の観測記録(地中)の応答スペクトルと加藤ほか(2004)の応答スペクトル

 14地震の観測記録(地中)の応答スペクトルを重ね書き，加藤ほか(2004)の応答スペクトルと比較する。

４．震源を特定せず策定する地震動

４．３ Mw6.5未満の地震について Mw6.5未満の14地震の観測記録(地中)

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p64 再掲
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14地震の観測記録(地中×2)の応答スペクトルと加藤ほか(2004)の応答スペクトル

 収録した観測記録のうち，敷地に与える影響が大きいと考えられる観測記録を用いて基盤地震動を検討する。

 KiK-net 観測点の地中記録の2倍が基盤地震動に相当すると仮定し，加藤ほか(2004)の応答スペクトルと比
較すると，2011年和歌山県北部地震・WKYH01(広川)，2013年栃木県北部地震・TCGH07(栗山西)，2011
年茨城県北部地震・IBRH13(高萩)の観測記録が，加藤ほか(2004)の応答スペクトルを上回る。

４．震源を特定せず策定する地震動

４．３ Mw6.5未満の地震について KiK-net 観測点における基盤地震動の検討

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p65 再掲
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 KiK-net 観測点で基盤地震動が加藤ほか(2004)の応答スペクトルを上回ると想定される3記録
(下表の① ~ ③)，及びK-NET観測点の観測記録で特に影響が大きいと考えられる2記録(下表
の④ ~ ⑤)の観測された5地震を検討対象地震として選定し検討する 。

Ｎｏ．
地 震 名

日 時
観測点 地震規模

①
2013年栃木県北部地震

2013.02.25 16:23 TCGH07(栗山西) Mw5.8

②
2011年茨城県北部地震

2011.03.19 18:56 IBRH13(高萩) Mw5.8

③
2011年和歌山県北部地震

2011.07.05 19:18 WKYH01(広川) Mw5.0

④
2004年北海道留萌支庁南部地震

2004.12.14 14:56 HKD020(港町) Mw5.7

⑤
2011年長野県北部地震

2011.03.12 03:59 NIG023(津南) Mw6.2

Mw6.5未満の検討対象地震

４．震源を特定せず策定する地震動

４．３ Mw6.5未満の地震について 検討対象地震の選定結果

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p66 再掲
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 Mw6.5未満の地震のうち，影響の大きい5地震について整理した結果を以下に示す。

 このうち， 2004年北海道留萌支庁南部地震については信頼性の高い基盤波が得られたこと，また，女川における基盤波は加藤
ほか(2004)の応答スペクトルを一部の周期帯で上回ることから，震源を特定せず策定する地震動として考慮する。

 それ以外の4地震(2013年栃木県北部地震，2011年和歌山県北部地震，2011年茨城県北部地震，2011年長野県北部地震)に
ついては，信頼性のある地盤モデルが構築できず，はぎとり解析による基盤地震動の評価が困難なことから，更なる知見の収集，
はぎとり解析等の検討が必要と判断した。

検討項目
2004年

北海道留萌支庁南部地震
2013年

栃木県北部地震
2011年

和歌山県北部地震
2011年

茨城県北部地震
2011年

長野県北部地震

観測点 HKD020(港町) TCGH07(栗山西) WKYH01(広川) IBRH13(高萩) NIG023(津南)

地
盤
モ
デ
ル

使用モデル
• 佐藤ほか(2013)のボー

リング結果に基づく地盤
モデル

• KiK-net観測記録に基
づく地盤同定モデル

• KiK-net観測記録に基
づく地盤同定モデル

• KiK-net観測記録に基
づく地盤同定モデル

• 地盤情報が少なく，地
盤モデルを構築できな
い

既往の知見
との整合性

• 微動探査による地盤
データと整合

• 知見で指摘されている
非線形性を考慮

• KiK-net地盤データと整
合しない

• 知見で指摘されている
減衰，方位依存性の影
響が不明

• KiK-net地盤データと整
合しない

• 知見で指摘されている
減衰の影響が不明

• 観測記録の伝達関数及
びKiK-net地盤データと
整合しない

• 知見で指摘されている
減衰の影響が不明

• 地盤モデルに関する既
往の知見がない

○ × × × ×

更なる知見
収集・検討事項

－

• 地盤モデルの改良

• 知見で指摘されている
特性に係るデータの取
得と影響度合いの評価

• 地盤モデルの改良

• 知見で指摘されている
特性に係るデータの取
得と影響度合いの評価

• 地盤モデルの改良

• 知見で指摘されている
特性に係るデータの取
得と影響度合いの評価

• 地質調査，微動探査等
による地盤情報の取得

は
ぎ
と
り
解
析

解析手法
• 非線形性を考慮した

等価線形解析
• 線形解析 • 線形解析 • 線形解析 • 地盤モデルが構築でき

ないため，解析できない

精度

• 観測記録と整合 • はぎとり解析の適用性
が不明

• はぎとり解析の適用性
が不明

• はぎとり解析の適用性
が不明

• はぎとり解析の適用性
が不明

○ × × × ×

更なる知見
収集・検討事項

－
• 地表及び地中観測記録

の再現解析
• 地表及び地中観測記録

の再現解析
• 地表及び地中観測記録

の再現解析
• 地表観測記録の再現解

析

結果の信頼性 ○ × × × ×

４．震源を特定せず策定する地震動

４．３ Mw6.5未満の地震について 検討対象地震の選定結果

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p128 修正
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 佐藤ほか(2013)による2004年北海道留萌支庁南部地震におけるHKD020(港町)の基盤地震動
評価について，以下の追加検討を実施した。

① G.L.-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価(水平成分)
② G.L.-6m ~ G.L.-41m の減衰定数を3%とした基盤地震動評価(水平成分)
③ 再測定されたPS検層結果を踏まえた基盤地震動評価(鉛直成分)
④ 地下水位の状況を踏まえG.L.-6mまでのポアソン比一定とした基盤地震動評価(鉛直成分)

 上記の① ~ ④の検討結果によると，HKD020(港町)の基盤地震動は水平成分についてはケース
②(609cm/s 2)，鉛直成分についてはケース③(306cm/s 2)が最も大きいものとなった。

 2004年北海道留萌支庁南部地震の「震源を特定せず策定する地震動」に反映する基盤地震動と
して，水平成分については最大加速度609cm/s 2，鉛直成分については最大加速度306cm/s 2の
基盤地震動を採用する。

４．震源を特定せず策定する地震動

４．３ Mw6.5未満の地震について 2004年北海道留萌支庁南部地震 基盤地震動の選定

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p98 修正
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 Mw6.5以上の地震(2008年岩手・宮城内陸地震，2000年鳥取県西部地震)
地震が発生した地域と敷地周辺との地域性の違いについて検討した結果，両地震とも女川原子力発電所の

敷地周辺との地域性の違いが顕著であると考えられることから，震源を特定せず策定する地震動として考慮す
る必要はないものと考えられる。

 Mw6.5未満の地震

14地震を検討した結果，信頼性のある基盤地震動が評価できたと考えられる，2004年北海道留萌支庁南部
地震を震源を特定せず策定する地震動として反映する。

2004年北海道留萌支庁南部地震

以下の検討結果が得られた。

• 佐藤ほか(2013)によると，水平成分:585cm/s 2，鉛直成分：296cm/s 2と評価されている。

• はぎとり解析の不確かさ等を含めた検証結果は，水平成分:609cm/s 2，鉛直成分：306cm/s 2と評価される。

• なお，PS検層結果から得られているHKD020(港町)の基盤層(G.L.-41m)におけるS波速度は938m/s，P
波速度は2,215m/sである。一方，女川原子力発電所の解放基盤表面位置においては下表に示すとおり，
S波速度は1,500m/s，P波速度は2,882m/sであり，本検討結果は地盤条件的に保守性のあるものとなっ
ている。

 震源を特定せず策定する地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮して，水平成分:620cm/s 2，鉛直成分：
320cm/s 2の地震動を設定する。

第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p131 修正

HKD020(港町)の基盤層(G.L.-41m) 女川原子力発電所の解放基盤表面位置

S波速度 938m/s 1,500m/s

P波速度 2,215m/s 2,882m/s

基盤におけるS波及びP波速度の比較

<
<

４．震源を特定せず策定する地震動

４．４ 震源を特定せず策定する地震動の策定
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応答スペクトル加速度時刻歴波形

 2004年北海道留萌支庁南部地震の地震動
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第413回審査会合(H28.11.4)
資料1-2 p133 再掲

４．震源を特定せず策定する地震動

４．４ 震源を特定せず策定する地震動の策定
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５．基準地震動の策定
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５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．１ 応答スペクトル手法による基準地震動 プレート間地震
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※1： 敷地岩盤上部(O.P.※2

- 8.6m)の観測記録につ
いて，表層の影響を除去
したはぎとり波。

※2： O.P.は女川原子力発電所
工事用基準面
(Onagawa Peil)であり，
O.P.±0m = T.P.(東京湾平
均海面) - 0.74m。

・プレート間地震の応答スペクトル手法による地震動評価結果を包絡する設計用応答スペクトルを基準地震動Ss-D1 として設定，特に，
長周期側の裕度を考慮した形状としている。なお，鉛直方向の設計用応答スペクトルは，水平方向の2/3倍としている。

基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］

プレート間地震の応答スペクトル手法による地震動評価

【参考】3.11地震の観測記録※1(水平方向は実線：NS方向，点線：EW方向，鉛直方向は実線：UD方向)

応答スペクトル
コントロールポイント

A B C D

Ss-D1H
周期(s) 0.02 0.072 0.51 5

速度(cm/s) 2.0372 26.5 88.4 88.4 

応答スペクトル
コントロールポイント

A B C D

Ss-D1V
周期(s) 0.02 0.072 0.51 5

速度(cm/s) 1.3687 17.7 59.0 59.0

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p9 再掲
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応答スペクトル
コントロールポイント

A B C D E F G H

Ss-D2H
周期（ｓ） 0.02 0.032 0.04 0.064 0.08 0.22 0.56 5

速度（cm/s） 3.183 8.4 13.2 29.8 36.0 56.2 78.5 57.5

応答スペクトル
コントロールポイント

A B C D E F

Ss-D2V
周期（ｓ） 0.02 0.045 0.072 0.48 2 5

速度（cm/s） 1.91 9.2 17.2 46.0 42.1 43.5

水平方向

・海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による地震動評価結果を包絡する設計用応答スペクトルを基準地震動
Ss-D2として設定。この設計用応答スペクトルは，裕度確保の観点から断層モデル手法による地震動評価結果を全て包絡させている。

基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（ＳＭＧＡマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］
海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による地震動評価

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p10 修正

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．１ 応答スペクトル手法による基準地震動 海洋ﾌﾟﾚｰﾄ内地震（SMGAマントル内）
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応答スペクトル
コントロールポイント

A B C D E F G

Ss-D3H
周期（ｓ） 0.02 0.035 0.056 0.088 0.49 2 5

速度（cm/s） 2.5465 8.5 17.0 33.5 58.5 82.0 82.0

応答スペクトル
コントロールポイント

A B C D E F G H

Ss-D3V
周期（ｓ） 0.02 0.029 0.05 0.059 0.09 0.3 2.4 5

速度（cm/s） 1.5915 3.8 9.5 11.5 16.9 28.4 50.0 50.0

・海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による地震動評価結果を包絡する設計用応答スペクトルを基準地震動Ss-D3
として設定。この設計用応答スペクトルは，裕度確保の観点から断層モデル手法による地震動評価結果を全て包絡させている。

基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］
海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による地震動評価

鉛直方向水平方向

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p11 修正

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．１ 応答スペクトル手法による基準地震動 海洋ﾌﾟﾚｰﾄ内地震（SMGA地殻内）
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基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（ＳＭＧＡマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］
基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］
内陸地殻内地震の応答スペクトル手法による地震動評価
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・内陸地殻内地震の応答スペクトル手法による地震動評価結果は，基準地震動Ss-D1，Ss-D2及びSs-D3の設計用応答スペクトルを下回る。

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p12 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．１ 応答スペクトル手法による基準地震動 内陸地殻内地震
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模擬地震波
最大加速度

（cm/s2）
マグニチュード

Ｍ
等価震源距離

Xeq（km）

振幅包絡線の経時的変化（s）
備考

Tb Tc Td（継続時間）

Ss-D1H 640
8.3 132 16.6 47.5 137.9 Ｍは次頁を参照し，Xeqはプレート間地震（基本ケース）の断層モデルに基づき設定。

Ss-D1V 430

Ss-D2H 1000
7.5 72 6.6 24.3 72.0 Ｍ，Ｘｅｑは海洋プレート内地震（基本ケース）の断層モデルに基づき設定。

Ss-D2V 600

Ss-D3H 800
7.5 65 6.6 24.3 69.4 Ｍ，Ｘｅｑは海洋プレート内地震（不確かさケース２）の断層モデルに基づき設定。

Ss-D3V 500

6.0log54.017.0

0.13.0

93.25.0
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海洋プレート内地震（不確かさケース2）

の断層モデル

海洋プレート内地震（基本ケース）

の断層モデル
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・基準地震動Ss-D1，Ss-D2及びSs-D3の設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波は，乱数の位相を持つ正弦波の重ね合わせによって作成する
ものとし，振幅包絡線の経時的変化については，Noda et aｌ.(2002)の方法に基づき，それぞれ下記に示す形状とする。

 模擬地震波の作成：包絡線の経時的変化

プレート間地震（基本ケース）

の断層モデル（巨視的面）

女川原子力発電所

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p13 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．１ 応答スペクトル手法による基準地震動 模擬地震波
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 模擬地震波の作成結果：加速度時刻歴波形

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p16 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．１ 応答スペクトル手法による基準地震動 模擬地震波
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・作成した模擬地震波が，日本電気協会（2008）に示される以下の適合度の条件を満足していることを確認した。
①目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトルの比が全周期帯で0.85以上
②応答スペクトルの強度値の比（ＳＩ比）が1.0以上

応答スペクトルの強度値の比（ＳＩ比）

模擬地震波
SI比

（周期0.1～2.5秒）

Ss-D1H 1.00

Ss-D1V 1.00

Ss-D2H 1.00

Ss-D2V 1.00

Ss-D3H 1.00

Ss-D3V 1.00

ここで，

基準地震動Ss-D1の応答スペクトル比

基準地震動Ss-D2の応答スペクトル比

基準地震動Ss-D3の応答スペクトル比
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 模擬地震波の作成結果：適合度の確認

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p18 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．１ 応答スペクトル手法による基準地震動 模擬地震波
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・基準地震動Ss-D1の応答スペクトルを上回ったケースのうち，「応力降下量（短周期レベル）の不確かさケース」及び「SMGA位置と応力降下
量（短周期レベル）の不確かさの重畳ケース」を，それぞれ基準地震動Ss-F1，基準地震動Ss-F2として採用。

※Ss-F1が基本ケースを全周期帯で上回る。

水平方向 鉛直方向

基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］
基準地震動Ss-F１ ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（応力降下量（短周期レベル）の不確かさ）］
基準地震動Ss-F2 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳）］
基本ケースの断層モデル手法による地震動評価※

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p19 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．２ 断層モデル手法による基準地震動 プレート間地震
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基準地震動Ss-F１の加速度時刻歴波形

基準地震動Ss-F2の加速度時刻歴波形
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第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p20 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．２ 断層モデル手法による基準地震動 プレート間地震
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・基準地震動Ss-D2の設計用応答スペクトルは，裕度確保の観点から海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断層モデル手法によ
る地震動評価結果を全て包絡するように申請時の設計用応答スペクトルを見直している。

・なお，不確かさケース３（SMGAマントル内集約）は，申請時の基準地震動の設計用応答スペクトルを超過する。

基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］
基本ケース（SMGAマントル内シミュレーションベース）の断層モデル手法による地震動評価：申請時（H25.12）断層モデル手法による地震動評価
不確かさケース１（SMGAマントル内シミュレーションアレンジ）の断層モデル手法による地震動評価
不確かさケース３（SMGAマントル内集約）の断層モデル手法による地震動評価
申請時（H25.12） 基準地震動Ss-2
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第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p21 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．２ 断層モデル手法による基準地震動 海洋プレート内地震（SMGAマントル内）
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５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．２ 断層モデル手法による基準地震動 海洋プレート内地震（SMGAマントル内）

基本ケース（SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽ） 不確かさケース１（SMGAﾏﾝﾄﾙ内ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｱﾚﾝｼﾞ）

不確かさケース３（SMGAﾏﾝﾄﾙ内集約）

R3

水平方向

水平方向

：主要動部
（最大加速度値の0.5倍以上）

・各ケースの時刻歴波形を比較すると，特に継続時間に差異が見られる。すなわち，不確かさケース３は，サイトとSMGAの相対的位置
関係（SMGAを２つに集約し破壊開始点が断層下端中央）から，主要動の継続時間が他のケースの1/2程度と短い特徴を有している。
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 断層モデル手法による地震動の時刻歴波形の特徴

コメントＳ188
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基準地震動Ss-F3
［海洋プレート内地震（ＳＭＧＡマントル内）の断層モデル手法による基準地震動
（ＳＭＧＡマントル内集約）］

基準地震動Ss-F3の加速度時刻歴波形

水平方向
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【継続時間，位相特性の特徴】
・海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断層モデル手法による地震動評価結果は，内陸地殻内地震と比較すると短周期成分に富んでいる。
・不確かさケース３は，サイトとSMGAとの相対的位置関係から，主要動が最も短い（緻密）という特徴を有している。
【継続時間，位相特性の特徴が施設に与える影響】
・地震動はもともと短周期のフーリエ振幅がばらつく傾向を有しており，地震応答解析における建屋の非線形特性等の影響によって位相に相対的変化が

加わると，短周期成分が重畳し，建屋応答としてもばらつく場合がある。このような短周期側の応答のばらつきは，短周期成分が富み，かつ主要動が短
い（緻密）場合，さらに顕著になる傾向にある。不確かさケース３は，短周期が卓越し，また主要動の継続時間が最も短いという特徴を有していることから，
断層モデル手法による基準地震動として不確かさケース３を選定する。

 断層モデル手法による基準地震動の選定：継続時間，位相特性

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p29 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．２ 断層モデル手法による基準地震動 海洋プレート内地震（SMGAマントル内）
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基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］
海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の断層モデル手法による地震動評価

・基準地震動Ss-D3の設計用応答スペクトルは，海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の断層モデル手法による地震動評価結果を全て
包絡するよう設定している。

・海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応力降下量は約90MPaと海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の約120MPaより小さいこと，
その結果，短周期成分も小さい傾向にあることから，特に断層モデル手法による地震動を基準地震動として選定せず，基準地震動
は応答スペクトル手法による基準地震動Ss-D3で代表する。

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p31 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．２ 断層モデル手法による基準地震動 海洋プレート内地震（SMGA地殻内）
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基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］
基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］
基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］
内陸地殻内地震の断層モデル手法による地震動評価

・内陸地殻内地震の断層モデル手法による地震動評価結果は，基準地震動Ss-D1，Ss-D2及びSs-D3の設計用応答スペクトルを下回る。

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p32 再掲

５．基準地震動の策定／５．１ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

５．１．２ 断層モデル手法による基準地震動 内陸地殻内地震
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・震源を特定せず策定する地震動と，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動の評価結果に基づき設定した基準地震動Ssを比較する。

・2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動は，水平方向の一部周期帯で震源を特定して策定する地震動の
評価結果に基づき設定した基準地震動Ssを上回るため，基準地震動Ss-N1として設定する。

基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］
基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］
基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］
基準地震動Ss-F１ ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（応力降下量（短周期レベル）の不確かさ）］
基準地震動Ss-F2 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳）］
基準地震動Ss-F3 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断層モデル手法による基準地震動（SMGAマントル内集約）］
基準地震動Ss-N1 ［2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動］

水平方向 鉛直方向

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p33 再掲

５．基準地震動の策定

５．２ 震源を特定せず策定する地震動
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基準地震動Ss-N1の加速度時刻歴波形

水平方向 鉛直方向

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p34 再掲

５．基準地震動の策定

５．２ 震源を特定せず策定する地震動
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Ss-D1
プレート間地震の応答スペクトル手法による
基準地震動

Ss-D2
海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の
応答スペクトル手法による基準地震動

Ss-D3
海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の
応答スペクトル手法による基準地震動

Ss-F1
プレート間地震の断層モデル手法による
基準地震動
［応力降下量（短周期レベル）の不確かさ］

Ss-F2

プレート間地震の断層モデル手法による
基準地震動
［SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の
不確かさの重畳］

Ss-F3
海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断
層モデル手法による基準地震動（SMGAマン
トル内集約）

Ss-N1
2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港
町）の検討結果に保守性を考慮した地震動
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注1： 表中のグラフは各基準地震動の加速度時刻歴波形［縦軸：加速度（cm/s2），横軸：時間（s）］
注2： 断層モデルによる基準地震動のSs-F1，Ss-F2，Ss-F3については，3.11地震，4.7地震の観測記録との整合性を確認したシミュレーションでの手法（統計的グリーン関数法，放射特性一定）を用いて

いることから水平一方向としている。

［最大640(cm/s2)］ ［最大430(cm/s2)］

［最大1000(cm/s2)］ ［最大600(cm/s2)］

［最大800(cm/s2)］ ［最大500(cm/s2)］

［最大717(cm/s2)］ ［最大393(cm/s2)］

［最大722(cm/s2)］ ［最大396(cm/s2)］

［最大620(cm/s2)］ ［最大320(cm/s2)］

［最大835(cm/s2)］ ［最大443(cm/s2)］

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p35 再掲

５．基準地震動の策定

５．３ 基準地震動の策定のまとめ 最大加速度値
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水平方向 鉛直方向

基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-F1 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（応力降下量（短周期レベル）の不確かさ）］

基準地震動Ss-F2 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳）］

基準地震動Ss-F3 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断層モデル手法による基準地震動（SMGAマントル内集約）］

基準地震動Ss-N1 ［2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動］

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p36 再掲

５．基準地震動の策定

５．３ 基準地震動の策定のまとめ 応答スペクトル
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基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-F1 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（応力降下量（短周期レベル）の不確かさ）］

基準地震動Ss-F2 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳）］

基準地震動Ss-F3 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断層モデル手法による基準地震動（SMGAマントル内集約）］

基準地震動Ss-N1 ［2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動］

第496回審査会合(H29.8.10)
資料2 p37 再掲

５．基準地震動の策定

５．３ 基準地震動の策定のまとめ 応答スペクトル
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６．基準地震動の年超過確率の参照
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６．基準地震動の年超過確率の参照

６．１ 確率論的地震ハザードの評価方針

■基本方針
一般社団法人日本原子力学会「原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基準：2015」に基づき，専門家活用

水準１として地震ハザード評価を実施し，基準地震動の応答スペクトルがどの程度の年超過確率に相当するかを確認する。

■ロジックツリーの作成
震源モデル及び地震動伝播モデルにおいて，地震ハザード評価に大きな影響を及ぼす認識論的不確実さを選定し，ロジックツリーを作成する。

■震源モデルの設定※
特定震源モデルと領域震源モデルを設定する。モデルの設定に際しては，地震調査研究推進本部の知見及び各種調査結果等を参考にする。

■地震動伝播モデルの設定
 東北地方太平洋沖型地震については，Noda et al.（2002）による距離減衰式及び断層モデル手法による評価を分岐として設定する。
 その他の震源については， Noda et al.（2002）による距離減衰式用いる。
 Noda et al.（2002）による距離減衰式に対しては，観測記録に基づいた補正またはNoda et al.（2002）の手法に基づいた補正を考慮する。

震源 モデルの設定

特定震源 プレート間地震 ・東北地方太平洋沖型地震 神田ほか（2012），諸井ほか(2013)，地震調査研究推進本部
（2013）に基づき設定

・宮城県沖地震 地震調査研究推進本部（2005），地震調査研究推進本部（2013）に
基づき設定

活断層による地震 地質調査結果，[新編]日本の活断層，地震調査研究推進本部（2009），（2013），今泉ほか（2018）に
基づき設定

領域震源 領域区分 地震調査研究推進本部（2013）に基づき設定

最大マグニチュード 地震調査研究推進本部（2013）に基づき設定

発生頻度 気象庁カタログのデータを用いたＧ－Ｒ式より算定

専門家活用水準１：地震ハザードの不確かさへの影響が比較的小さい水準を想定し，ＴＩ（Technical Integrator, ロジックツリーの技術的な纏め役）が文献レビュー及び自らの
経験に基づきコミュニティ分布（科学的集団が総合的に評価するその時点での不確実さの客観的分布）を評価し，ロジックツリーを作成する。

※確定論においては，海洋プレート内地震のうち2011年4月7日型地震を検討用地震として評価しているが，ハザード評価においては地震
活動性等の特徴を踏まえ，海洋プレート内地震を領域震源として設定する。
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検討地震

Noda et al.(2002) 平均発生
間隔

（年）※5
備考

Ｍ
等価震源距離

Xeq(km)

宮城県沖地震 7.4 61.8 38 ポアソン過程

地震 時間軸原点 50年発生確率

東北地方太平洋沖型地震
2011年3月11日 20～30％※3

2017年3月11日 ほぼ0％ （10-35 ※4）

※1：地震調査研究推進本部（2013）に基づく ※2：地震調査研究推進本部（2013）に基づき更新過程とし，示されている50年発生

確率0％より年発生確率を算出

参考：東北地方太平洋沖型地震に関する時間軸原点の違いによる発生確率の違い

※3：地震調査研究推進本部（2012ａ）に基づく ※4：平均発生間隔600年，最新活動時期は2011年3月11日，α=0.24で算出

1978年宮城県沖地震（M7.4）の観測記録を踏まえた想定宮城県沖地

震の断層モデル（A1断層）［地震調査研究推進本部（2005）］

■地震調査研究推進本部（2013）を参考に「東北地方太平洋沖型地震」及び「宮城県沖地震」を対象とする。
東北地方太平洋沖型地震

・Noda et al.(2002)による評価に用いる震源モデルは，神田ほか（2012）の東北地方太平洋沖地震の震度インバージョンによる短周期地震波の発生域に基づき設定。

・断層モデルによる評価に用いる震源モデルは，諸井ほか（2013）に基づき設定（確定論評価での3.11型地震の基本ケース）。

・発生確率モデルは地震調査研究推進本部（2013）に基づく更新過程とし，平均発生間隔を600年に設定。

宮城県沖地震
・震源モデルは，1978年宮城県沖地震（M7.4）の観測記録を踏まえた地震調査研究推進本部（2005）の想定宮城県沖地震の断層モデル（A1断層）に基づき設定。
・発生確率モデルは地震調査研究推進本部（2013）に基づくポアソン過程とし，平均発生間隔を38年に設定。

震度インバージョンによる短周期地震波の発生域

［神田ほか（2012）］

Mi=8.1

検討地震

Noda et al.(2002) 断層モデル手法 平均発生
間隔

（年）※1
備考

Ｍ
等価震源距離

Xeq(km)
Mw

断層長さ及び
断層幅（km）

東北地方太平洋沖型地震 8.1 76.3 9.0 500×200 600※2 更新過程

※5：地震調査研究推進本部（2013）に基づく

諸井ほか（2013）に基づき設定した

確定論評価における3.11型地震の基本ケース

■東北地方太平洋沖型地震 ■宮城県沖地震

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．２ 特定震源モデルの設定 プレート間地震
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5 0  k m

1 0 0  k m

双葉断層

F－15断層・F－16断層

f－15断層

f－13断層

f－14断層

F－6断層～F－9断層

F－5断層

F－2断層・F－4断層

北上低地西縁断層帯

加護坊山－箟岳山断層

旭山撓曲・須江断層

南部セグメント断層
2003年宮城県中部の地震

山形盆地断層帯

長町－利府線断層帯

福島盆地西縁断層帯

女川原子力発電所

＊

F－12断層～F－14断層

50km250

仙台湾北部の南傾斜の仮想震源断層

横手盆地東縁断層帯

Ⅲ断層

Ⅳ断層

Ⅴ断層

1962年宮城県北部地震震源断層

（１）

（２）

（３）

50km

100km

141.0° 142.0°

39.0°

38.0°

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．２ 特定震源モデルの設定 内陸地殻内地震

敷地周辺の活断層分布図

■敷地から100km程度以内にある「［新編］日本の活断層」に掲載されている確実度Ⅰ及びⅡの活断層並びに敷地周辺の地質調査結果
に基づいて評価した活断層等を対象とする。

 地震規模
・地質調査結果，地震調査研究推進本部（2009）の長期評価及

び今泉ほか（2018）における断層長さから松田（1975）により算
定することを基本とする。

・F-6断層～F-9断層については，確定論の地震動評価と同様に
武村（1990）による。

・松田式でM6.7に満たない断層については，M6.7として評価する。

 地震の平均活動間隔
・各断層の活動度（平均変位速度）を踏まえ，採用した地震規模
に対応する平均活動間隔を算定する。

＜活動度＞
「［新編］ 日本の活断層」を参照。記載が無いものはC級として評価。

＜平均変位速度＞
活動度に対応する平均変位速度は，松田（1975）を参考に設定する。
ただし，地震調査研究推進本部（2009）の長期評価，今泉ほか（2018）
において平均変位速度が示されている場合は，その値を採用。

・地震調査研究推進本部（2013）の確率論的評価において，平均
活動間隔（平均ケース）が示されている断層については，その
値も適宜参照。

 発生確率モデル
・ポアソン過程を採用する。

 連動の考慮
・確定論において連動を考慮している活断層群については，地
震ハザード評価においても連動を考慮する。

＊：網地島南西沖で1測線のみで認められる断層

（１）北上低地帯～宮城県北部の断層群による地震として連動を考慮，（２）石巻平野周辺の断層群による地震として連動を考慮，

（３）仙台湾の断層群による地震として連動を考慮
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断層名
■：仙台湾の断層群による地震として連動を考慮
■：石巻平野周辺の断層群による地震として連動を考慮
■：北上低地帯～宮城県北部の断層群による地震として連

動を考慮

断層長さ
(km)

M

平均活動間隔

等価震源距離
Xeq(km)

採用した地震規模に対応する平均活動間隔
地震調査研究推進本部

（2013） 採用値
（年）活動度

平均変位速度
（mm/年）

平均活動間隔
（年）

平均活動間隔
（年）

Ｆ－２断層・Ｆ－４断層 27.8 7.2 C 0.05 44,165 － 44,000 24

Ｆ－５断層 11.2 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 23

Ｆ－６断層～Ｆ－９断層 23.7 7.2 C 0.05 37,651 － 37,000 19

Ｆ－１２断層～Ｆ－１４断層 24.2 7.1 C 0.05 38,446 － 38,000 32

ｆ－１３断層 3.3 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 17

ｆ－１４断層 5.1 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 23

ｆ－１５断層 3.7 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 24

Ｆ－１５断層・Ｆ－１６断層 38.7 7.5 C 0.05 61,481 － 61,000 39

網地島南西沖で1測線のみで認められる断層 － 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 27

Ⅲ断層 41 7.5 C 0.05 65,135 － 65,000 86

Ⅳ断層 43 7.6 C 0.05 68,312 － 68,000 82

Ⅴ断層 31 7.3 C 0.05 49,248 － 49,000 91

加護坊山－箟岳山断層 17 6.9 C 0.05 27,007 － 27,000 36

旭山撓曲・須江断層 16 6.8 C 0.05 25,419 － 25,000 28

2003年宮城県中部の地震南部ｾｸﾞﾒﾝﾄ断層 － 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 28

1962年宮城県北部地震震源断層 12 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 48

1900年宮城県北部の地震 - 7.0 C 0.05 31,698 － 31,000 51

長町－利府線断層帯 40 7.5 － 0.7 4,539 3,000 3,000 61

北上低地西縁断層帯 100 8.2 － 0.4 20,794 - 20,000 92

山形盆地断層帯 60 7.8 － 1 4,766 2,500 2,500 118

福島盆地西縁断層帯 70 7.9 － 0.6 9,267 - 9,000 101

双葉断層 110 8.2 － 0.5 17,475 - 17,000 87

横手盆地東縁断層帯 56 7.7 － 1 4,448 3,400 3,400 125

鬼首断層 6 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 87

愛子断層 2 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 67

作並屋敷平 9 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 79

遠刈田断層 7 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 88

鶴巻田断層 4 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 92

尾花沢断層 2 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 98

楯岡断層 1.5 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 96

新山寺境ノ目 2 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 99

田沢一里断層 5 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 100

■内陸地殻内地震の特定震源モデルの諸元（単独での活動）

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．２ 特定震源モデルの設定 内陸地殻内地震
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断層名
（■，■，■：連動を考慮した断層）

断層長さ
(km)

M

平均活動間隔

等価震源距離
Xeq(km)

採用した地震規模に対応する平均活動間隔
地震調査研究推進本部

（2013） 採用値
（年）活動度

平均変位速度
（mm/年）

平均活動間隔
（年）

平均活動間隔
（年）

Ｆ－２断層・Ｆ－４断層 27.8 7.2 C 0.05 44,165 － 44,000 24

Ｆ－５断層 11.2 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 23

Ｆ－６断層～Ｆ－９断層 23.7 7.2 C 0.05 37,651 － 37,000 19

ｆ－１３断層 3.3 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 17

ｆ－１４断層 5.1 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 23

ｆ－１５断層 3.7 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 24

網地島南西沖で1測線のみで認められる断層 － 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 27

Ⅲ断層 41 7.5 C 0.05 65,135 － 65,000 86

Ⅳ断層 43 7.6 C 0.05 68,312 － 68,000 82

Ⅴ断層 31 7.3 C 0.05 49,248 － 49,000 91

1900年宮城県北部の地震 - 7.0 C 0.05 31,698 － 31,000 51

長町－利府線断層帯 40 7.5 － 0.7 4,539 3,000 3,000 61

山形盆地断層帯 60 7.8 － 1 4,766 2,500 2,500 118

福島盆地西縁断層帯 70 7.9 － 0.6 9,267 - 9,000 101

双葉断層 110 8.2 － 0.5 17,475 - 17,000 87

横手盆地東縁断層帯 56 7.7 － 1 4,448 3,400 3,400 125

鬼首断層 6 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 87

愛子断層 2 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 67

作並屋敷平 9 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 79

遠刈田断層 7 6.7 C 0.05 20,943 － 20,000 88

鶴巻田断層 4 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 92

尾花沢断層 2 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 98

楯岡断層 1.5 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 96

新山寺境ノ目 2 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 99

田沢一里断層 5 6.7 B 0.5 2,094 － 2,000 100

仙台湾の断層群による地震 43.1 7.6 C 0.05 68,471 － 68,000 28

石巻平野周辺の断層群による地震 44 7.6 C 0.05 69,901 － 69,000 31

北上低地帯～宮城県北部の断層群による地震 112 8.2 C 0.05 166,353 － 166,000 78

■内陸地殻内地震の特定震源モデルの諸元（単独と連動での活動）

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．２ 特定震源モデルの設定 内陸地殻内地震
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地震調査研究推進本部（2013）における各領域における最大地震規模（一部加筆）

■領域区分の設定
・地震調査研究推進本部（2013）において考慮されている領域区分

を参照。

■最大マグニチュードの設定
・地震調査研究推進本部（2013）では，各領域における地震の長

期評価結果に基づく「モデル1」と，領域震源に考慮する地震規模
を大きくした場合の確率論的評価結果に与える影響を確認する
ための「モデル2」の2つの震源モデルが考慮されている。
⇒ それぞれのモデルにおける各領域の最大マグニチュードを参

照し，ロジックツリーの分岐として考慮する。分岐の重み付け
は，過去の地震の発生状況等により設定する。

■地震規模及び発生頻度
・領域ごとに気象庁カタログを用いてG-R式を算出し，そのG-R式

から地震規模毎の発生頻度を算定する。

「モデル1」及び「モデル2」の概要
○モデル1（従来モデル）

・長期評価の結果を基本とした従来とほぼ同じ地震活動モデル。
・主要な活断層や海溝型地震の長期評価に基づく地震活動モデル

に加えて，震源についての情報が十分に得られておらず長期評価
されていない，より小規模な地震を「震源断層をあらかじめ特定し
にくい地震」としてモデル化したもの。

○モデル2（検討モデル）
・地震活動度の不確実性を大きくとるなどの検討を加えた，検討用

の地震活動モデル。
・地震動ハザード評価の検討に向けて，従来よりも規模の大きな地

震まで「震源断層をあらかじめ特定しにくい地震」としてモデル化し，
長期評価未了の領域について，地震活動をモデル化する際の不
確実性を考慮し，従来考慮していなかった，より規模の大きな地震
の発生までを考慮するなどの変更を行ったもの。

海溝型地震（モデル１）

内陸地殻内地震（モデル１）

海溝型地震（モデル２）
内陸地殻内地震（モデル２）

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．３ 領域震源モデルの設定 領域区分の設定
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④

③

①

②

・敷地から半径100km以内の領域において，地震調査研究推進本部（2013）における「モデル1」及び「モデル2」を参
照し，地震発生様式毎に考慮する最大マグニチュードを整理。

プレート間地震

敷地から半径100km以内の領域において地震発生様式毎に考慮する最大マグニチュード

海洋プレート内地震 内陸地殻内地震

M8.2

M8.0

M8.2

M8.0

M8.4

M8.0

設定なし

④

①

②

③

8C

8B

M7.3

M6.8

M7.3

M7.2

・モデル1及びモデル2の最大マグニチュードについて，ロジックツリーの分岐を設定する。

上段：モデル2
下段：モデル1

上段：モデル2
下段：モデル1

上段：モデル2
下段：モデル1

M8.2

M7.5

M8.2

M7.5

M8.2

M7.5

M8.2

M7.5

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．３ 領域震源モデルの設定 各領域の最大マグニチュード
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①

②

③
④

⑤

⑥
⑦

① ※

M8.2

M8.0

M8.2

M8.0

M8.4

M8.0

②

①

③

敷地から半径100km以内の領域において考慮する最大マグニチュード

領域 最大M 分岐 備考

①宮城県沖＋三陸沖
南部海溝寄り

8.4 1/8 余震・余効滑りについて
1/2の分岐も考慮8.0 7/8

②三陸沖中部
③福島県沖

8.2 1/8
①領域の分岐を準用

8.0 7/8

主な地震の発生領域の目安［地震調査研究推進本部（2012b）に一部加筆］

上段：モデル2
下段：モデル1

■プレート間地震

設定なし

④

【最大マグニチュードの重み付け】
・地震調査研究推進本部（2013）のモデル1では，東北地方太平洋沖地震後の影響としてM8.0までの余震の発生を考慮している。また，モデル2では各領域面積から最

大マグニチュードを設定している。
・地震調査研究推進本部（2012b）に示されている①領域「宮城県沖＋三陸沖南部海溝寄り」で過去に発生した地震の規模を参照して，最大マグニチュードの重み付け

を設定。
⇒M8を超えるものをモデル2のM8.4，M7クラスをモデル1のM8.0に置き換え，分岐を1/8と7/8に設定。 ※②領域「三陸沖中部」と③領域「福島県沖」にも準用。

【余効滑りの考慮】
・プレート境界地震の発生後には，本震の発生領域の周囲で余効滑りが起きることが知られており，今回の巨大地震の発生後にも，地殻変動データから太平洋プレー

トの上面で余効滑りが観測されている。［加藤（2012）］
⇒①領域「宮城県沖＋三陸沖南部海溝寄り」において「余効滑り」の分岐を設定する。

※1793年の地震は三陸沖南部海溝寄りと宮城県沖で連動した可能性があり，
連動した場合の地震規模はM8.2程度とされている。

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．３ 領域震源モデルの設定 各領域の最大マグニチュードの重み付け

第558回審査会合（H30.3.23）
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領域 最大M 分岐

①宮城県沖＋三陸沖
南部海溝寄り

②三陸沖中部
③福島県沖
④東北陸域太平洋

プレート内

8.2 1/5

7.5 4/5

・地震調査研究推進本部（2013）における「モデル2」では，地震ハザード評価
を行う敷地から半径100km以内の領域において，北海道東方沖地震と同程
度の地震が発生し得ると仮定し，最大マグニチュードとしてM8.2が考慮されて
いる。

・一方，敷地から約200km程度の範囲内で発生したM7以上の海洋プレート内
地震は4地震であり，M8クラスの地震は発生していない。

・以上から，全領域においてM8.2とM7.5の分岐を1/5，4/5に設定する。

敷地から半径100km以内の領域において考慮する
最大マグニチュード

分岐の重み付け

■海洋プレート内地震※

8C

8B

M7.3

M6.8

M7.3

M7.2
M8.2

M7.5

M8.2

M7.5

M8.2

M7.5

M8.2

M7.5

②
④

①

③

領域 最大M 分岐

８B
7.3 1/3

6.8 2/3

８C
7.3 1/3

7.2 2/3

分岐の重み付け

敷地から半径100km以内の領域において考慮する
最大マグニチュード

・地震調査研究推進本部（2013）におけるモデル1及びモデル2の最大
マグニチュードを参照し，分岐を1/3，2/3に設定する。

上段：モデル2
下段：モデル1

上段：モデル2
下段：モデル1

■内陸地殻内地震

※日本原子力学会（2015）における領域震源モデルと対象地震との対応付け
海洋プレート内地震について，「将来発生する一つ一つの地震の位置，規模，頻度を特定して取り扱うことが困難であるため，地震活動特性がある程度均質であると

考えられる領域内での地震群としての特性を確率モデルで記述する必要がある。」とされている。

女川の確定論評価で検討用地震として評価している2011年4月7日型地震は，ハザード評価においては領域震源に含める。

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．３ 領域震源モデルの設定 各領域の最大マグニチュードの重み付け

第558回審査会合（H30.3.23）
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考慮する震源 評価手法 補正係数 ばらつき
ばらつきの
打ち切り

特
定
震
源

プレート間
地震

宮城県沖地震 Noda et al.(2002)
敷地における観測記録とNoda et al.(2002)
の比に短周期レベルを考慮した補正係数

0.35
［森川ほか（2006）］

東北地方太平洋沖型地震を
上限として2σに設定

東北地方太平洋沖型地震
Noda et al.(2002)

敷地における観測記録とNoda et al.(2002)
の比に短周期レベルを考慮した補正係数 0.35

［森川ほか（2006）］
3σ

断層モデル手法 -

活断層による地震 Noda et al.(2002) Noda et al.（2002)の内陸補正

0.45
［池浦・野田（2005）］

3σ
0.40

［池浦・野田（2005）］

領
域
震
源

プレート間
地震

①宮城県沖＋三陸沖南部海溝寄り
②三陸沖中部
③福島県沖

Noda et al.(2002)
敷地における観測記録とNoda et al.(2002)
の比に短周期レベルを考慮した補正係数

0.35
［森川ほか（2006）］

3σ

Noda et al.(2002)

敷地における観測記録とNoda et al.(2002)
との比に基づく補正係数

0.45
［池浦・野田（2005）］

3σ0.40
［池浦・野田（2005）］

補正なし 0.50

海洋プレート内地震 Noda et al.(2002)
敷地における観測記録とNoda et al.(2002)
との比に基づく補正係数

0.45
［池浦・野田（2005）］

3σ
0.40

［池浦・野田（2005）］

内陸地殻内地震 Noda et al.(2002) Noda et al.（2002)の内陸補正

0.45
［池浦・野田（2005）］

3σ
0.40

［池浦・野田（2005）］

 プレート間地震の特定震源などにおいてNoda et al.(2002)による評価を用いる場合には，宮城県沖の同じ領域で繰り返しM７クラスの地
震が発生していること，また，敷地において得られた強震記録に基づいて策定した補正係数を採用していることを踏まえ，ばらつき評価
においては，森川ほか（2006）を参照しβ＝0.35を採用することとし，東北地方太平洋沖型地震の断層モデル手法にも準用する。

 上記以外の地震に対し，敷地における観測記録による補正係数またはNoda et al.(2002)の補正係数を採用する場合のばらつき評価に
おいては，池浦・野田（2005）を参照しβ＝0.40，0.45を考慮する。

 Noda et al.(2002)に補正係数を用いない場合は，β＝0.50を採用する。

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．４ 地震動評価手法

第558回審査会合（H30.3.23）
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地震調査研究推進本部（2013）
のモデル1では，宮城県沖地震
を特定震源として評価している。
モデル2では，宮城県沖地震を
領域震源「宮城県沖+三陸沖南
部海溝寄り(領域①)」として評価
している。女川のハザード評価
においてはモデル1，2を分岐と
してロジックツリーを作成する。

 地震調査研究推進本部（2013）においては，モデル1，2に基づく評価がそれぞれなされている。また，日本原子力学会（2015）では，対象とする認識
論的不確実さ要因について，判断が分かれる項目，評価方法が複数存在する項目等のうち，影響を及ぼす項目をロジックツリーで考慮することとさ
れている。

 上記を踏まえ，女川のハザード評価では，モデル1，2を分岐させたロジックツリーを設定した（地震タイプ毎の詳細ロジックツリーは次頁以降を参照）。

東北地方太平洋沖型地震 宮城県沖地震
領域震源

（最大M8.0）
領域震源

（最大M8.0）
領域震源

（最大M8.0）

宮城県沖＋三陸沖南部海溝寄り
（領域①）

プレート間地震

海洋プレート内地震

活断層による地震

特定震源

内陸地殻内地震

②

④ ①

③

8C

8B

Ｂ：内陸地殻内地震の評価で考慮する領域
（領域震源モデル）

Ａ：海溝型地震の評価で考慮する領域
（領域震源モデル）

東北地方太平洋沖型地震
領域震源

（最大M8.4）
領域震源

（最大M8.2）

三陸沖中部
（領域②）

福島県沖
（領域③）

領域震源
（最大M7.5）

領域震源
（最大M7.5）

領域震源
（最大M7.5）

領域震源
（最大M8.2）

領域震源
（最大M8.2）

三陸沖中部
（領域②）

福島県沖
（領域③）

宮城県沖＋三陸沖南部海溝寄り
（領域①）

領域震源
（最大M7.5）

領域震源
（最大M8.2）

東北陸域太平洋プレート内
（領域④）

領域震源
（最大M6.8）

領域震源
（最大M7.3）

領域震源
（最大M7.2）

領域震源
（最大M7.3）

8B 8C

上段：地震調査研究推進本部（2013）モデル2
下段：地震調査研究推進本部（2013）モデル1

上段：地震調査研究推進本部（2013）モデル2
下段：地震調査研究推進本部（2013）モデル1

上段：地震調査研究推進本部（2013）モデル2
下段：地震調査研究推進本部（2013）モデル1

特定震源

1/8

7/8

1/8

7/8

1/8

7/8

1/5

4/5

1/5

4/5

1/5

4/5

1/5

4/5

1/3

2/3

1/3

2/3

領域震源
（最大M8.2）

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．５ ロジックツリー 全体概要
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更新過程

平均活動間隔
38年

0.35

地震像 発生確率

特定震源

領域震源

地震動評価

敷地の観測記録を用いた
距離減衰式

ばらつき 打ち切り

3σ

②

①

③

最大M8.4

最大M8.0

余震

余効滑り

領域③

最大M8.2

最大M8.0

0.35
敷地の観測記録を用いた

距離減衰式

0.35 3σ

地震像 発生確率 地震動評価 ばらつき 打ち切り

プレート間地震の評価で考慮する領域
（領域震源モデル）

1/2

1/2

1/8

7/8

1/8

7/8

東北地方太平洋沖型地震

宮城県沖地震 （M7.4）

領域①

領域②

0.40

0.35

最大M8.2

最大M8.0

1/8

7/8

0.45

0.50

敷地の観測記録を用いた
距離減衰式

敷地の観測記録を用いた
距離減衰式

敷地の観測記録を用いた
距離減衰式

敷地の観測記録を用いた
距離減衰式

Noda et al.(2002)

0.40

1/3

2/3 1/2

1/2

Ｇ－Ｒ式
（b値=0.718）

G-R式
（b値=0.807）

G-R式
（b値=0.807）

G-R式
（b値=0.929）

G-R式
（b値=0.929）

東北地方太平洋沖型地震
を上限（2σに設定）

断層モデル手法

1/2

1/2

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．５ ロジックツリー プレート間地震（特定震源，領域震源）

第558回審査会合（H30.3.23）
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0.45 3σ最大M8.2

最大M7.5

0.40

②

④
①

③

海洋プレート内地震の評価で考慮する領域
（領域震源モデル）

1/2

1/21/5

領域
①～④

地震像 発生確率 ばらつき 打ち切り

海洋プレート内地震（領域震源）

4/5

地震動評価

内陸地殻内地震（領域震源）

最大M7.3
Noda et al.(2002)の

内陸補正式
領域８B

8C

8B

内陸地殻内地震の評価で考慮する領域
（領域震源モデル）

最大M6.8

1/3

地震像 発生確率 ばらつき 打ち切り地震動評価

領域８C

0.45 3σ

0.40

1/2

1/2

最大M7.3
Noda et al.(2002)の

内陸補正式

最大M7.2

2/3

0.45 3σ

0.40

1/2

1/21/3

2/3

G-R式

①0.718
②0.807
③0.929
④1.007

b値

Ｇ－Ｒ式
（b値=0.939）

Ｇ－Ｒ式
（b値=1.044）

敷地の観測記録を用いた
距離減衰式

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．５ ロジックツリー 海洋プレート内地震と内陸地殻内地震の領域震源

第558回審査会合（H30.3.23）
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６．基準地震動の年超過確率の参照

６．５ ロジックツリー 特定震源（活断層による地震）

地震像 発生確率 地震動評価 ばらつき 打ち切り

断層ごとに平均活動
間隔を設定

Noda et al.(2002)
の内陸補正式

0.45 3σ

0.40

1/2

1/2

W=1/2

Ｆ－２断層・Ｆ－４断層

Ｆ－５断層

Ｆ－６断層～Ｆ－９断層

Ｆ－１２断層～Ｆ－１４断層

ｆ－１３断層

ｆ－１４断層

ｆ－１５断層

Ｆ－１５断層・Ｆ－１６断層

網地島南西沖で1測線のみで認められる断層

Ⅲ断層

Ⅳ断層

Ⅴ断層

加護坊山－箟岳山断層

旭山撓曲・須江断層

2003年宮城県中部の地震南部ｾｸﾞﾒﾝﾄ断層

1962年宮城県北部地震震源断層

1900年宮城県北部の地震

長町－利府線断層帯

北上低地西縁断層帯

山形盆地断層帯

福島盆地西縁断層帯

双葉断層

横手盆地東縁断層帯

鬼首断層

愛子断層

作並屋敷平

遠刈田断層

鶴巻田断層

尾花沢断層

楯岡断層

新山寺境ノ目

田沢一里断層

Ｆ－２断層・Ｆ－４断層

Ｆ－５断層

Ｆ－６断層～Ｆ－９断層

ｆ－１３断層

ｆ－１４断層

ｆ－１５断層

網地島南西沖で1測線のみで認められる断層

Ⅲ断層

Ⅳ断層

Ⅴ断層

1900年宮城県北部の地震

長町－利府線断層帯

山形盆地断層帯

福島盆地西縁断層帯

双葉断層

横手盆地東縁断層帯

鬼首断層

愛子断層

作並屋敷平

遠刈田断層

鶴巻田断層

尾花沢断層

楯岡断層

新山寺境ノ目

田沢一里断層

仙台湾の断層群による地震

石巻平野周辺の断層群による地震

北上低地帯～宮城県北部の断層群による地震

単独での活動 単独と連動 W=1/2

■：仙台湾の断層群による地震として連動を考慮
■：石巻平野周辺の断層群による地震として連動を考慮
■：北上低地帯～宮城県北部の断層群による地震として連動を考慮

敷地周辺の活断層分布図

＊：網地島南西沖で1測線のみで認められる断層

（１）北上低地帯～宮城県北部の断層群による地震として連動を考慮，（２）石巻平野周辺の断層群による地震として連動を考慮，

（３）仙台湾の断層群による地震として連動を考慮

第558回審査会合(H30.3.23)
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317

522

924

1407

700

827

1144

1683

鉛直方向

最大加速度（cm/s2）

水平方向

最大加速度（cm/s2）

［T=0.02s］ ［T=0.02s］
100

10-1
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100
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６．基準地震動の年超過確率の参照

６．６ 地震ハザード評価結果 平均ハザード曲線

第558回審査会合（H30.3.23）
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鉛直方向

最大加速度（cm/s2）

水平方向

最大加速度（cm/s2）

平均ハザード曲線

フラクタイルハザード曲線

（10,20・・・80,90%）

平均ハザード曲線

フラクタイルハザード曲線

（10,20・・・80,90%）
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６．基準地震動の年超過確率の参照

６．６ 地震ハザード評価結果 フラクタイルハザード曲線

第558回審査会合（H30.3.23）
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水平方向 鉛直方向

最大加速度（cm/s2） 最大加速度（cm/s2）

［T=0.02s］ ［T=0.02s］

平均ハザード曲線
特定震源（プレート間地震）
領域震源（プレート間地震）
領域震源（海洋プレート内地震）
特定震源（活断層による地震）
領域震源（内陸地殻内地震）

年超過確率10-4程度まではプレート間地震の特定震源が支配的であり，年超過確率が10-5程度より低い範囲では海洋
プレート内地震の領域震源が支配的である。
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６．基準地震動の年超過確率の参照

６．６ 地震ハザード評価結果 震源別ハザード曲線

第558回審査会合（H30.3.23）

資料1 p19 修正



230
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水平方向 鉛直方向

最大加速度（cm/s2） 最大加速度（cm/s2）

［T=0.02s］ ［T=0.02s］

プレート間地震領域震源全体
領域①宮城県沖＋三陸沖南部海溝寄り
領域②三陸沖中部
領域③福島県沖

②

①

③

領域区分
（プレート間地震）

プレート間地震の領域震源については，領域①が支配的である。
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６．基準地震動の年超過確率の参照

６．６ 地震ハザード評価結果 領域別ハザード曲線（プレート間地震）

第558回審査会合（H30.3.23）
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水平方向 鉛直方向

最大加速度（cm/s2） 最大加速度（cm/s2）

［T=0.02s］ ［T=0.02s］

海洋プレート内領域震源全体
領域①宮城県沖＋三陸沖南部海溝寄り
領域②三陸沖中部
領域③福島県沖
領域④東北陸域太平洋プレート内

②

④
①

③

領域区分
（海洋プレート内地震）

震源ごとの寄与の確認において年超過確率が10-5程度より低い範囲で支配的である海洋プレート内地震の領域震源については，
領域①及び領域④が支配的である。

100

10-1

10-2

10-3

10-4

10-5

10-6

年
超

過
確

率

100

10-1

10-2

10-3

10-4

10-5

10-6

年
超

過
確

率

0 500 1000 1500 20000 500 1000 1500 2000

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．６ 地震ハザード評価結果 領域別ハザード曲線（海洋プレート内地震）

第558回審査会合（H30.3.23）
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水平方向 鉛直方向

最大加速度（cm/s2） 最大加速度（cm/s2）
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内陸地殻内地震領域震源全体
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内陸地殻内地震の領域震源については，8B領域が支配的である。
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６．基準地震動の年超過確率の参照

６．６ 地震ハザード評価結果 領域別ハザード曲線（内陸地殻内地震）

第558回審査会合（H30.3.23）
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６．基準地震動の年超過確率の参照

６．６ 地震ハザード評価結果 震源別ハザード曲線（活断層による地震）

第558回審査会合（H30.3.23）

資料1 p23 修正

水平方向 鉛直方向

最大加速度（cm/s2） 最大加速度（cm/s2）

［T=0.02s］ ［T=0.02s］

内陸地殻内地震 特定震源全体
長町－利府線断層帯
f-13断層
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内陸地殻内地震の活断層による地震においては，「長町－利府線断層帯」，「f-13断層」及び「F-6断層～F-9断層」が支配的である。
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■基準地震動Ss-D1～D3，Ss-F1～F3の応答スペクトルと一様ハザードスペクトルは下図のとおり。

水平方向 鉛直方向

年超過確率10-6

年超過確率10-5

年超過確率10-4

年超過確率10-3

年超過確率10-6

年超過確率10-5

年超過確率10-4

年超過確率10-3

基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-F1 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（応力降下量（短周期レベル）の不確かさ）］

基準地震動Ss-F2 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳）］

基準地震動Ss-F3 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断層モデル手法による基準地震動（SMGAマントル内集約）］

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．７ 年超過確率の参照 一様ハザードスペクトルと基準地震動Ss（震源特定する）の比較

第558回審査会合（H30.3.23）
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■基準地震動Ss-D1～D3の応答スペクトルと一様ハザードスペクトルを比較する。

水平方向 鉛直方向

年超過確率10-6

年超過確率10-5

年超過確率10-4

年超過確率10-3

年超過確率10-6

年超過確率10-5

年超過確率10-4

年超過確率10-3

短周期側で最も大きい基準地震動Ss-D2の応答スペクトルは短周期側で10-4～10-6の一様ハザードスペクトル程度であり，長周
期側で最も大きい基準地震動Ss-D1の応答スペクトルは周期1秒より長周期では10-6の一様ハザードスペクトルを超えている。

基準地震動Ss-D1 ［プレート間地震の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D2 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

基準地震動Ss-D3 ［海洋プレート内地震（SMGA地殻内）の応答スペクトル手法による基準地震動］

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．７ 年超過確率の参照 一様ハザードスペクトルと基準地震動Ss（応答スペクトル手法）の比較

第558回審査会合（H30.3.23）
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■基準地震動Ss-F1～F3の応答スペクトルと一様ハザードスペクトルを比較する。

水平方向 鉛直方向

年超過確率10-6

年超過確率10-5

年超過確率10-4

年超過確率10-3

年超過確率10-6

年超過確率10-5

年超過確率10-4

年超過確率10-3

基準地震動Ss-F1 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（応力降下量（短周期レベル）の不確かさ）］

基準地震動Ss-F2 ［プレート間地震の断層モデル手法による基準地震動（SMGA位置と応力降下量（短周期レベル）の不確かさの重畳）］

基準地震動Ss-F3 ［海洋プレート内地震（SMGAマントル内）の断層モデル手法による基準地震動（SMGAマントル内集約）］

基準地震動Ss-Ｆ1，F2は，基準地震動Ss-D1を超過する帯域において10-6の一様ハザードスペクトルを超えている。また，基準地
震動Ss-F3は基準地震動Ss-D2に包絡されており，短周期側では概ね10-4の一様ハザードスペクトル程度である。

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．７ 年超過確率の参照 一様ハザードスペクトルと基準地震動Ss（断層モデル手法）の比較

第558回審査会合（H30.3.23）

資料1 p27 修正
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■内陸地殻内地震の領域震源モデル（8B，8C）による一様ハザードスペクトルを，震源を特定せず策定する地震動に
基づき策定している基準地震動Ss-N1と合わせて示す。

基準地震動Ss-N1 ［2004年北海道留萌支庁南部地震（K-NET港町）の検討結果に保守性を考慮した地震動］

年超過確率10-5

内陸地殻内地震の領域震源モデルによる一様ハザードスペクトルとの比較によれば，基準地震動Ss-N1の応答スペクトルは，水平方向
の周期0.2～2秒付近では10-7の一様ハザードスペクトルを超え，その他の周期帯では10-5～10-7の一様ハザードスペクトル程度である。
また，鉛直方向では全周期帯で10-4～10-7の一様ハザードスペクトル程度である。

水平方向 鉛直方向

年超過確率10-5

年超過確率10-4
年超過確率10-4

年超過確率10-7
年超過確率10-7

年超過確率10-6
年超過確率10-6

６．基準地震動の年超過確率の参照

６．７ 年超過確率の参照 一様ハザードスペクトルと基準地震動Ss（震源を特定せず）の比較

第558回審査会合（H30.3.23）
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